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はじめに

契約者（組合員）の皆さま、「こくみん共済 coop（当会）」の共済を
ご契約いただきましてありがとうございました。

この「ご契約のしおり」は、
住まいる共済（風水害等給付金付火災共済・自然災害共済）の

ご契約内容に関する大切な事柄を
分かりやすくご説明しています。
また、「ご契約のしおり」には、

「契約規定」の参照項目を記載してあります。
詳しくは「契約規定」をご覧ください。

必ずご一読され、契約内容をご確認いただき、
共済契約証書とともに大切に保管してください。

内容についてご不明な点がございましたら、
当会までお尋ねください。

（所在地、電話番号は巻末にございます）

新しく組合員になられた方へ（出資金について）
　「こくみん共済 coop」は消費生活協同組合法にもとづき、非営利で共
済事業を営む生活協同組合の連合会です。生活協同組合は、組合員の参
加により運営されており、出資金をお支払いいただければどなたでも
都道府県生協の組合員となることができ、各種共済に加入できます。新
しく組合員となられる方には、生活協同組合運営のために出資（1,000
円以上）をお願いしています（出資金は1口100円で、最低1口以上の
出資が必要です）。出資金は、加入される共済の掛金払込方法に応じて下
記のとおりお願いしています。
　なお、すべてのご契約を解約された場合、またはご契約が失効となり、
効力を失った場合等で、引き続き事業をご利用されない場合には、速や
かに最寄りの「こくみん共済 coop」へご連絡をいただき、組合員出資金
返戻請求の手続きを行ってください。
　また、3年以上事業を利用されず、住所変更の手続きをいただいてい
ない場合には、脱退の予告があったものとみなし、脱退の手続きをさ
せていただく場合がありますのでご注意ください。

　掛金の払込方法 ――― 年払いの場合　1,000円（1回のみ）
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●5 ●6



ご契約のしおり

●共済代理店について
労働金庫は、「こくみん共済 coop（全国労働者共済生活協同組合連合会）」の
共済代理店として、都道府県生協等の組合員の方の共済契約（契約）締結の媒介
を行います。契約を引き受け、共済金等の支払いを行うのは「こくみん共済 
coop」となります。お客さまのお申し込みに対して「こくみん共済 coop」が承
諾したときに契約は成立します。
契約を申し込まれる方が、都道府県生協等の組合員でない場合は、労働金庫に
おける共済代理店では、契約をお申し込みいただけません。
都道府県生協等の組合員となっていただく手続きについては、共済代理店ま
たは「こくみん共済 coop」にお問い合わせください。

●契約について
ろうきんローン専用住まいる共済は、預金ではありませんので、預金保険の
対象ではございません。
契約のお申し込みが、労働金庫での取引（預金・融資等）業務に影響を与えるこ
とはありません。
また、法令等の規定により、組合員の「お勤め先」や「労働金庫への融資お申込
状況」等により、労働金庫における共済代理店では、契約をお申し込みいただ
けない場合がありますので、共済代理店までご相談ください。

●建築中の建物の取り扱いについて
①　建築工事の注文者が完成後、所有者となり、注文者または注文者と同一生

計親族が契約者となること
②　建築請負業者が保険等に加入していないこと
③　建前完了時以降であること
④　建物完成後30日以内（当会が定める条件を満たす場合は1年以内）に入居

が予定されていること
①〜④のすべての条件を満たせば、建築中の建物であっても「ろうきんロー
ン専用住まいる共済」または「住まいる共済」にご加入いただけます。詳細に
ついては、共済代理店または当会までご相談ください。

●ろうきんローン専用住まいる共済について
「ろうきんローン専用住まいる共済」は、ろうきんローンをご利用の方々を契
約者としています。

ろうきんローンを完済された場合の取り扱い   

ろうきんローンを完済したときは、当該共済期間(契約期間)が満了したとき
に「ろうきんローン専用住まいる共済」の契約は終了します。直ちに当会へご
連絡ください。ご連絡がないと共済金をお支払いできず、契約が解除となる
場合があります。
ろうきんローンを完済された方で住まいの保障の継続加入をご希望の方は、「住
まいる共済」にご加入いただけます。詳細については、共済代理店または当
会までお問い合わせください。

●すでに労働金庫でろうきんローンをご契約され、返済中の方について
すでに労働金庫でろうきんローンをご契約され、返済中の方は「ろうきんロー
ン専用住まいる共済」への加入ができない場合がありますので、ご注意くだ
さい。詳細については、共済代理店または当会へお問い合わせください。

ご契約にあたってご注意いただきたいこと
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■同じ商品でも、「ご契約のしおり」と「契約規定」で呼び方が異なるものがあります。
ご契約のしおりでの名称 契約規定での名称 商品を合わせた呼び名

火災共済 風水害等給付金付火災共済 ▪ろうきんローン専用
　住まいる共済
▪住まいる共済

自然災害共済 自然災害共済
個人賠償責任共済 個人賠償責任共済

　このご契約のしおりは、ご契約について特にご確認いただきたい事項を記載したも
のです。

　なお、ご契約に関する詳細については、P.18から記載の契約規定を必ずご確認いた
だきますようお願いいたします。ご不明な点がありましたら、当会までお問い合わせ
ください。

1 ．共済商品の概要
（1）火災共済
　火災共済は、ご契約の建物や家財に火災・風水害などの損害が発生した場合、共済金
をお支払いします。契約は建物と家財のそれぞれにおいて、建物は１棟ごとに、家財
は１棟の建物内に収容されている家財ごとに契約します。

（2）自然災害共済
　火災共済にセットして加入できます。地震、風水害、盗難などによる損害が発生した
場合、共済金をお支払いします。
　加入できるタイプは大型タイプまたは標準タイプのいずれかの契約のみになり、
複数のタイプの加入はできません（建物１棟に対して複数の契約がある場合には同一
タイプに統一して加入ください）。

（3）特約など
　火災共済にセット加入できる特約などの概要は次のとおりです。
	 ①借家人賠償責任特約
	� 　借用戸室の借主の過失で火災、破裂・爆発、漏水等が発生し、借用戸室に損害が生

じたことにより、借主が貸主に対して法律上の損害賠償責任を負った場合に共済金を
お支払いします（火災共済の家財契約３０口以上加入の場合）。

	 ②類焼損害保障特約
	� 　契約している建物から発生した火災、破裂または爆発により近隣の建物およびそ

こに収容される家財に損害が生じた場合に、その建物および家財の所有者（類焼保障
被共済者）に共済金をお支払いします（火災共済に30口以上加入の場合）。

	 ③盗難保障特約
	� 　盗難により損害が生じ、所轄警察署に被害の届け出をした場合に共済金をお支払い

します（火災共済のみの加入で家財契約30口以上加入の場合）。※家財のみが保障
対象となり、建物部分については保障の対象外です。

	 ④個人賠償責任共済
	� 　日本国内において、日常生活における偶然な事故により、他人を死傷させたり、他

人の物を壊したりしたことで被共済者が法律上の損害賠償責任を負った場合、または、
居住する建物の所有・使用・管理に起因する偶然の事故で被共済者が法律上の損害賠
償責任を負った場合に共済金をお支払いします（火災共済に30口以上加入の場合）。

（4）火災共済・自然災害共済の風水害保障なしタイプ（マンション構造専用）
　火災共済・自然災害共済において、風水害リスクの低いマンションのために風水害
保障を不担保にし、掛金をお手頃にした保障です。

2 ．基本保障・共済の目的など
（1）基本保障・お支払いする共済金

　各種共済・特約の共済金の種類と、お支払いする共済金額についての概要は次表の
とおりです。

　具体的な共済事由やお支払いできない場合については、契約規定に記載してお
ります。各表の下に記載の契約規定をご確認ください。

■火災共済
共済金の種類 共済金額

火災等共済金

被害の程度 1口あたりの
共済金 支払額

全焼損（建物の70％以上の焼破損） 10万円 契約共済金
額の全額

半焼損・一部焼損 ―

契約共済金
額を限度と
した再取得

価額

風水害等共済金

被害の程度 損害の程度 1口あたりの
共済金 支払限度額

全壊・流失
建物の損壊率

70％以上 30,000円 300万円
半壊 20％以上70％未満 15,000円 150万円

一部壊 損害額

100万円超え 4,000円 40万円
50万円超え
100万円以下 2,000円 20万円

20万円超え
50万円以下 1,000円 10万円

10万円超え
20万円以下 500円 5万円

床上浸水

全床面の
50％以上

150ｃｍ以上 15,000円 150万円
100～150ｃｍ未満 10,000円 100万円
70～100ｃｍ未満 7,000円 70万円
40～70ｃｍ未満 5,000円 50万円
40ｃｍ未満 3,000円 30万円

全床面の
50％未満

100ｃｍ以上 3,000円 30万円
100ｃｍ未満 1,000円 10万円

※建物・家財いずれかのみの契約の場合、支払限度額は上表の半額
持ち出し家財共済
金（家財契約があ
る場合）

100万円または家財の契約共済金額の20％限度
（いずれか少ない額）

臨時費用共済金 お支払いする火災等共済金・風水害等共済金の15％
（火災等共済金の場合は200万円限度）

失火見舞費用共済
金

100万円または契約共済金額の20％限度
（いずれか少ない額）※第三者１人あたり40万円限度

水道管凍結修理費
用共済金（建物の
加入口数20口以
上の場合）

10万円限度

バルコニー等修繕
費用共済金（建物
契 約 が ある場 合
で、かつ、マンショ
ン構造のみ）

30万円または建物の契約共済金額限度
（いずれか少ない額）

漏水見舞費用共済
金（マンション構造
のみ）

50万円または契約共済金額の20％限度
（いずれか少ない額）※第三者１人あたり15万円限度

修 理 費 用 共 済 金
（マンション構造の
み）

100万円または契約共済金額の20％限度
（いずれか少ない額）

住宅災害死亡共済
金

1人300万円限度
（1人につき1口あたり5,000円）
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風呂の空だき見舞
金

風呂釜と浴槽がともに使用不能となったとき　5万円
風呂釜のみが使用不能になったとき　2万円

付属建物等風水害
共済金（建物の加
入口数20口以上
の場合）

被害の程度
2万円

（1世帯あたり）付属建物や付属工作物の風水害等による損害額が
10万円超え

■自然災害共済
共済金の種類 共済金額

風水害等共済金

被害の程度 損害の程度
大型タイプ 標準タイプ

1口あたりの共済金 1口あたりの共済金
（支払限度額） （支払限度額）

全壊・流失

建物の
損壊率

70％以上
70,000円 50,000円

（4,200万円） （3,000万円）

半壊

50％以上
49,000円 35,000円

（2,940万円） （2,100万円）

30～50％未満
35,000円 25,000円

（2,100万円） （1,500万円）

20～30％未満
21,000円 15,000円

（1,260万円） （900万円）

一部壊 損害額

100万円超え
14,000円 10,000円

（840万円） （600万円）
50万円超え100
万円以下

7,000円 5,000円
（100万円） （100万円）

20万円超え50万
円以下

2,800円 2,000円
（50万円） （50万円）

10万円超え20万
円以下

1.400円 1,000円
（20万円） （20万円）

床上浸水

全床面の
50％以上

150ｃｍ以上
35,000円 25,000円

（2,100万円） （1,500万円）
100～150ｃｍ
未満

25,200円 18,000円
（1,512万円） （1,080万円）

70～100ｃｍ未
満

21,000円 15,000円
（1,260万円） （900万円）

40～70ｃｍ未満
14,000円 10,000円

（840万円） （600万円）

40ｃｍ未満
7,000円 5,000円

（420万円） （300万円）

全床面の
50％未満

100ｃｍ以上
7,000円 5,000円

（420万円） （300万円）

100ｃｍ未満
2,100円 1,500円

（126万円） （90万円）

地震等共済金

被害の程度 損害の程度
大型タイプ 標準タイプ

1口あたりの共済金 1口あたりの共済金
（支払限度額） （支払限度額）

全壊・全焼

建物の
損壊率

70％以上
30,000円 　20,000円

（1,800万円） （1,200万円）
大規模半壊・
大規模半焼 50～70％未満

18,000円 12,000円
（1,080万円） （720万円）

半壊・半焼 20～50％未満
15,000円 10,000円

（900万円） （600万円）
一部壊・
一部焼 損害額 100万円超え

3,000円 2,000円
（180万円） （120万円）

盗難共済金

被害内容 支払限度額
盗取・汚損・損傷 契約共済金額

通貨（1万円以上） 20万円または家財の契約共済金額
（いずれか少ない額）

預貯金証書 200万円または家財の契約共済金額
（いずれか少ない額）

持ち出し家財 100万円または家財の契約共済金額の20％
（いずれか少ない額）

傷害費用共済金 1事故1名につき600万円限度
（1口あたり最高10,000円）

地震等特別共済金
（建物および家財
の合計加入口数
が20口以上の場
合）

被害の程度 大型タイプ 標準タイプ

建物の損害額が20万円を超え100万円以下 45,000円
（1世帯あたり）

30,000円
（1世帯あたり）

付属建物等特別
共済金※大型タ
イプのみ（建物の
加入口数20口
以上の場合）

付属建物や付属工作物の
風水害等による損害額が10万円超え

または地震等による損害額が20万円超え

30,000円
（1世帯あたり）

詳しくはこちらを確認⬇
●火・契約規定「Ⅰ 一般条項　第2章　共済金額、第3章　共済金の支払い」

＜自然災害共済の共済金が削減される場合＞
　1回の風水害等または地震等による所定の支払共済金総額が、あらかじめ定めた下
記の総支払限度額を超える場合は、共済金を削減してお支払いします。
　風水害等······ 480億円
　地震等·········· 4,500億円

詳しくはこちらを確認⬇
●�火・契約規定「Ⅰ 一般条項　第3章　6 ．自然災害共済についての留意事項」

■特約等

特約等の種類 共済金額

借家人賠償責任特約 4,000万円限度

類焼損害保障特約 1億円限度

盗難保障特約 300万円限度

個人賠償責任共済 1億円限度

詳しくはこちらを確認⬇
●�火・契約規定「Ⅱ 借家人賠償責任特約条項　第2章　借家人賠償責任特約共済金額、

第3章　借家人賠償責任特約共済金の支払い」
●�火・契約規定「Ⅲ 類焼損害保障特約条項　第2章　類焼損害保障特約共済金額、第3

章　類焼損害共済金の支払い」
●�火・契約規定「Ⅳ 盗難保障特約条項　第2章　盗難保障特約共済金額、第3章　盗

難共済金の支払い」
●�個・契約規定「Ⅰ 一般条項　第2章　共済金額、第3章　基本契約共済金の支払い」
■火災共済・自然災害共済の風水害保障なしタイプ（マンション構造専用）を選択した場
合下記の風水害等にかかわる共済金は対象外となります。

火災共済
風水害等共済金、臨時費用共済金（風水害等による損害）、修理費
用共済金（風水害等による損害）、住宅災害死亡共済金（風水害等
を原因とする死亡）、付属建物等風水害共済金

自然災害共済 風水害等共済金、傷害費用共済金（風水害等を原因とする死亡ま
たは身体障がい）、付属建物等特別共済金（風水害等による損害）
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詳しくはこちらを確認⬇
●�火・契約規定「Ⅴ 風水害等不担保特則条項」

（2）共済の目的 
　共済の目的とは、保障の対象にできる建物・家財をいいます。共済の目的にできな
い建物・家財もありますので、詳細については契約規定でご確認ください。
①建物
�　共済契約関係者が所有し、人が居住している日本国内の建物または事務所・店舗等併
用住宅
②家財
�　共済契約関係者が居住する日本国内の建物に収容される共済契約関係者が所有する
家財

詳しくはこちらを確認⬇
●�火・契約規定「Ⅰ 一般条項　第1章　5 ．共済の目的とすることのできる建物～ 9 ．

付帯される契約との関係」

③加入基準
　加入基準とは、建物や家財が万一焼失等した場合に、平均的な資産（財産）にもとづ
いて、これだけあれば生活が再建できるという必要保障額を加入の目安としてお示し
するものです。なお、加入する口数（共済金額）は、加入基準を超えないようにしてく
ださい。
※�建物は400口（4,000万円）、家財は200口（2,000万円）までの範囲で、それぞ

れで定めている加入基準を上限に偶数口数（2口単位）で加入できます。
※�他の火災共済・保険などに加入の場合は、他保険などの契約金額を差し引いた額（口数）

でご加入ください。

＜建物の加入基準＞

建物構造 建物の所在地
1坪（3.3㎡）

あたりの
加入基準

木造構造

東京・神奈川・京都・大阪 80万円
（8口）

宮城・福島・茨城・栃木・群馬・埼玉・千葉・新潟・
長野・山梨・静岡・富山・石川・福井・愛知・岐阜・
三重・滋賀・奈良・和歌山・兵庫・島根・鳥取・岡山・

広島・山口・福岡・沖縄

70万円
（7口）

その他の道県 60万円
（6口）

鉄骨・耐火構造
マンション構造

東京・神奈川 90万円
（9口）

埼玉・千葉・山梨・静岡・愛知・岐阜・三重・滋賀・
奈良・京都・大阪・和歌山・兵庫

80万円
（8口）

その他の道県 70万円
（7口）

＜家財の加入基準＞

建物延
床面積 世帯主年齢

世帯人数

単身 2人 3人 4人 5人以上

10坪以上

30歳未満 500万円
（50口）

900万円
（90口）

1,000万円
（100口）

1,100万円
（110口）

1,200万円
(120口）

30歳以上
40歳未満

600万円
（60口）

1,300万円
（130口）

1,400万円
（140口）

1,500万円
(150口）

1,600万円
（160口）

40歳以上 700万円
（70口）

1,800万円
（180口）

1,900万円
（190口）

2,000万円
（200口）

2,000万円
（200口）

10坪未満 上記の額または700万円（70口）のいずれか少ない額

※�上記の加入基準額で計算した保障額では不足と思われる方は当会にお問い合わせくだ
さい。

（3）共済期間および保障の開始
■共済期間
　共済期間（契約期間）は1年です。同じ内容で引き続き加入する場合の更新方法は下記
のとおりです。ただし、更新日にご契約の建物または家財が、共済の目的の範囲外で
ある場合は更新できません。また、ろうきんローン専用住まいる共済においては、ロー
ンを完済した場合、または共済の目的が担保解除されたときは当該契約期間が満了し
た場合も更新できません。
　（1）掛金を口座振替（口振）により払い込む場合、自動更新となり手続きは不要です。
　（2）�掛金を現金で払い込む場合、当会からお送りする更新案内に従い、お手続きくだ

さい。
■保障の開始
＜ろうきんローン専用住まいる共済の場合＞
　当会が加入の申し込みを承諾した場合、初回掛金の払い込まれた日の翌日午前零時か
ら保障を開始（発効）します。
　※�申込書の提出が初回掛金の払込日よりも遅い場合は、申込書の受付日（消印日）の

翌日午前零時から保障を開始します。
　保障開始日を希望される場合は保障開始日（予定発効日）をご指定ください。
　（1）任意の日を保障開始とする場合
　　　すでに入居されていることが前提となります。
　（2）入居される日から保障の開始を希望される場合
　（3）入居される日より後の日から保障の開始を希望される場合
　（4）入居される日より前に契約の発効を希望される場合
　　�　「金銭消費貸借契約締結日」以後で、入居予定日までに「建物の所有権の移転登記」

がされる場合に限り、入居予定日の30日前（当会が定める条件を満たす場合は1
年前）までの任意の日を契約発効日として指定できます。

＜住まいる共済の場合＞
　当会が加入の申し込みを承諾した場合、初回掛金の払い込まれた日の翌日午前零時か
ら保障を開始（発効）します。
　※�申込書の提出が初回掛金の払込日よりも遅い場合は、申込書の受付日（消印日）の

翌日午前零時から保障を開始します。

3 ．掛金と払込方法
（1）掛金
　各共済1口あたりの掛金および特約の掛金は次表のとおりです。
※掛金の算出上発生した端数（円未満）は切り上げて算出します。
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木造 鉄骨・耐火 マンション マンション
（風水害保障なし）

火災共済
（ろうきんローン専用

住まいる共済にご加入の方）
60円 34円 26円 22円

火災共済
（住まいる共済にご加入の方） 70円 40円 30円 25円

自然災害共済
（大型タイプ） 165円 105円 90円 80円

自然災害共済
（標準タイプ） 110円 70円 60円 55円

借家人賠償責任特約 45円 20円 15円
類焼損害保障特約 2,300円

盗難保障特約 1,100円
個人賠償責任共済 2,300円

（2）掛金の払込方法
　掛金の払込期日は、毎年の発効応当日の前日の属する月の末日です。
■年払掛金の払い込み
　次年度以降の掛金の払い込みについては、払込期日の属する月の28日（取扱金融機
関等の休業日にあたる場合は翌営業日）にご指定の口座から振り替えます。

（3）掛金の払込猶予期間
　払込期日の翌日から3ヵ月の猶予期間があります。払込猶予期間内に掛金が払い込
まれない場合、契約は失効します。

4 ．告知義務（加入申込書の記入上の注意事項）
　申込書は当会と契約を締結するもの、および質問事項を告知するものとして重要です。
質問事項には正確にお答えください。正確にお答えいただけなかった場合、契約が解
除となり、共済金をお支払いできないことがあります。契約者自身がご記入いただき、
内容を充分にお確かめのうえ、署名・押印してください。

詳しくはこちらを確認⬇
●�火・契約規定「Ⅰ 一般条項　第7章　6 ．告知義務違反による共済契約の解除」
●�個・契約規定「Ⅰ 一般条項　第7章　6 ．告知義務違反による共済契約の解除」

5 ．クーリングオフ
　契約申込者または契約者は、申込日を含めた8営業日以内であれば書面をもって申
し込みの撤回（クーリングオフ）ができます。共済金を請求する権利を質入れしている
場合には、この限りではありません。
※�クーリングオフをする場合、書面に契約の種類、申込日、契約者の氏名、住所、共

済の目的の所在地（火災共済・自然災害共済の場合）、主たる被共済者の氏名（個人賠
償責任共済の場合）、クーリングオフする旨を明記し、署名・押印のうえ、当会に提
出してください。詳しくは当会までお問い合わせください。
詳しくはこちらを確認⬇

●�火・契約規定「Ⅰ 一般条項　第1章　12 ．共済契約の申込みの撤回等」
●�個・契約規定「Ⅰ 一般条項　第1章　9 ．共済契約の申込みの撤回等」

6 ．質権設定について
　必要に応じて、労働金庫などの金融機関がローン弁済の担保として契約にもとづく
共済金の請求権に質権を設定します。その場合は、申し込みと同時に質権設定承認請求
の手続きをしていただきます。
※�家財を共済の目的とする共済金、費用共済金、特別共済金に対する請求権は質権の

対象とはなりません。
※�質権設定をしている場合、共済金受取人は労働金庫などの金融機関となります。労

働金庫などの金融機関にローン借入残高相当分の共済金を支払い、残余があるとき
は契約者（共済金受取人）に支払います。

7 ．契約内容に関する届け出
　氏名や住所の変更、共済の目的である住宅を増改築した場合、空家となる場合などは、
直ちに当会へご連絡ください。ご連絡がないと、共済金をお支払いできない場合があり
ます。※ローンを完済した場合もご連絡ください。

詳しくはこちらを確認⬇
●�火・契約規定「Ⅰ 一般条項　第8章　2 ．氏名または住所の変更、3 ．通知義務」
●�個・契約規定「Ⅰ 一般条項　第8章　2 ．氏名または住所の変更、3 ．他の契約等に

関する通知義務」

8 ．共済金の請求手続き
　共済事由が発生した場合は、直ちにその状況や程度について、当会にご連絡のうえ、
共済金請求の手続きをおとりください。
　なお、連絡・請求の手続きが遅れますと共済金のお支払いが遅れることや、お支払
いができないことがありますのでご注意ください。

詳しくはこちらを確認⬇
●�火・契約規定「Ⅰ 一般条項　第4章 共済金等の請求、支払時期および支払場所」
●�火・契約規定「Ⅱ 借家人賠償責任特約条項　第4章 借家人賠償責任特約共済金の請求」
●�火・契約規定「Ⅲ 類焼損害保障特約条項　第4章 類焼損害共済金の請求、支払時期

および支払場所」
●�個・契約規定「Ⅰ 一般条項　第4章 共済金等の請求、支払時期および支払場所」

9 ．共済金等を確実にご請求いただくために
　契約者が共済金等を請求できない特別な事情がある場合には、指定代理請求制度、
代理請求制度があります。

詳しくはこちらを確認⬇
●�火・契約規定「Ⅰ 一般条項　第1章　16.指定代理請求人」
●�火・契約規定「Ⅰ 一般条項　第4章　3 ．指定代理請求人または代理請求人による共

済金等の代理請求」
●�火・契約規定「Ⅱ 借家人賠償責任特約条項　第4章　3 ．代理請求人による借家人賠

償責任特約共済金の代理請求」
●�火・契約規定「Ⅲ 類焼損害保障特約条項　第4章　4 ．代理請求人による類焼損害共

済金の代理請求」
●�個・契約規定「Ⅰ 一般条項　第4章　2 ．代理請求人による代理請求」

10 ．共済金請求の時効
　共済金受取人が、共済事由の発生した日の翌日から起算して、共済金の請求手続きを
3年間行わなかった場合は、当会は共済金の支払義務を免れます。

詳しくはこちらを確認⬇
●�火・契約規定「Ⅰ 一般条項　第9章　雑則　2 ．時効」
●�個・契約規定「Ⅰ 一般条項　第9章　雑則　2 ．時効」

11 ．他の共済・保険などに加入している場合の共済金支払い
　「こくみん共済 coop」の火災共済（セットしている特約を含みます）、自然災害共済、
個人賠償責任共済のほかに、他の共済や火災保険、地震保険、各種特約などに加入し
ている場合で、それぞれの契約から支払われる共済金などの合計額が、損害額を超え
るときは、それぞれの契約から支払金額の合計が損害額を超えないように減額して支
払われる場合があります。
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詳しくはこちらを確認⬇
●��火・契約規定「Ⅰ 一般条項　第3章　共済金の支払い　3 ．他の契約等がある場合」
●��火・契約規定「Ⅱ 借家人賠償責任特約条項　第3章　借家人賠償責任特約共済金の支

払い　2 ．他の契約等がある場合」
●��火・契約規定「Ⅲ 類焼損害保障特約条項　第3章　類焼損害共済金の支払い　2 ．

他の契約等がある場合」
●��火・契約規定「Ⅳ 盗難保障特約条項　第3章　盗難共済金の支払い　2 ．他の契約

等がある場合」
●�個・契約規定「Ⅰ 一般条項　第3章　基本契約共済金の支払い　5 ．他の契約等があ

る場合」

12 ．契約の解約・取り消し・無効・解除・消滅
　契約者はいつでも将来に向かって契約を解約することができます。当会所定の解約
届を提出してください。また、契約が取り消し、無効、解除および消滅となる場合があ
ります。

詳しくはこちらを確認⬇
●��火・契約規定「Ⅰ 一般条項　第7章　共済契約の取消し、無効、解除および消滅」
●��個・契約規定「Ⅰ 一般条項　第7章　共済契約の取消し、無効、解除および消滅」

13 ．掛金の保険料控除
　自然災害共済の地震等損害部分に相当する掛金は、地震保険料控除の対象となります。
控除申告に必要な証明書（控除対象共済掛金証明書）は毎年10月頃に発行します。
※�火災共済・各種特約（個人賠償責任共済を含みます）の掛金は保険料控除の対象外です。

14 ．共済金の税法上の取り扱い
　この取り扱いは、平成26年10月現在施行中の税法にもとづくもので、今後、税法
の改正により取り扱いが変更されることがあります。個別の取り扱いについては、所
轄の税務署等にご確認ください。

（1）共済金と税金について
　共済金にかかる税金は、契約者、被共済者、受取人の関係によって異なります。
次表は契約者＝掛金負担者の場合です。

共済金 契約内容 契約例 課せられる税契約者 被共済者 受取人

・住宅災害
死亡共済金

契約者と被共済者が
同一の場合

夫 夫 妻 相続税夫 夫 子
受取人が

契約者自身の場合
夫 妻 夫 所得税

（一時所得）夫 子 夫
契約者、被共済者、
受取人がそれぞれ

異なる場合

夫 妻 子
贈与税夫 子 妻

※傷害費用共済金は非課税になりますが、死亡の場合、前表のような課税になります。

（2）生命共済金控除について
　契約者と被共済者が同一で、死亡共済金受取人がその契約者の法定相続人にあたる
場合には、死亡共済金（契約が2件以上ある場合は合計します）について相続税法上次
の範囲で非課税扱いを受ける特典があります。

《生命共済金控除額》　500万円 × 法定相続人数

15 ．割り戻し金
　事業年度ごとに決算を行い、剰余金が生じた場合、11月末までに原則として割り戻
し金としてお戻しします（5月末現在の有効契約が対象です）。
※契約の締結に際して、割り戻し金のお戻しをお約束するものではありません。
※自然災害共済、個人賠償責任共済に割り戻し金はありません。

契 約 規 定
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風水害等給付金付火災共済・自然災害共済事業
契約規定

　「ご契約のしおり」に記載されたこの契約規定は、風水害等給付金付火災共済事業規約および自然
災害共済事業規約にもとづき、共済契約の内容となるべき重要な事項を定めたものです。風水害等
給付金付火災共済および自然災害共済の共済契約について、ご加入からお支払いまでの大切な事柄
を記載していますので、ご一読いただき、共済契約証書とともに大切に保管していただきますよう、お
願いいたします。

　この契約規定は2017年２月１日から一斉に適用します。
　ただし、Ⅰ　一般条項　第１章共済契約の締結　13. 共済契約の更新(2)の規定は、2017年２月
１日以後に発効する共済契約（更新契約を含みます。）から適用します。
　なお、つぎの規定については、共済事故が2017年２月１日以後に発生した場合に適用します。
　ア　　Ⅰ　一般条項　第３章共済金の支払い

趣　旨

　風水害等給付金付火災共済は、共済期間中に火災等、風水害等により共済の目的である建物や家
財に損害が生じた場合を保障します。
　また、各種特約を付帯することにより、各種特約が対象とする損害を保障します。
　自然災害共済は、共済期間中に風水害等、地震等または盗難により共済の目的である建物や家財
に損害が生じた場合を保障します。

Ⅰ　一般条項

第1章　共済契約の締結

1. 共済契約の締結
　風水害等給付金付火災共済および自然災害共済の共済契約（以下「共済契約」といいます。なお、
必要に応じてそれぞれ「火災共済契約」「自然災害共済契約」と表記します。）の契約内容は、この契約
規定によります。
2. 定　義
　この契約規定において使用する用語の定義は、つぎのとおりとします。

用　語 定　義

共済契約者 全国労働者共済生活協同組合連合会（以下「この会」といいます。）と共済
契約を結び、契約上の権利と義務を有する人をいいます。

共済金受取人 共済事故が発生した場合に、この会に共済金を請求し、共済金を受け取
ることができる人をいいます。

指定代理請求人

共済契約者が共済金等（いかなる名称であるかを問いません。また、返
戻金および共済掛金の返還を含みます。以下同じです。）を請求できない
特別な事情がある場合に、共済契約者が受け取ることとなる共済金等の
代理請求を行うことができる人として、あらかじめ指定された人をいいま
す。

代理請求人 共済契約者および指定代理請求人が共済金等を請求できない場合に、
共済金等の代理請求をすることができる人をいいます。

共済事故（支払事由） 共済金が支払われる事由をいいます。
共済契約の発効日 申し込まれた共済契約の保障が開始される日をいいます。

共済契約の更新日 共済契約の共済期間が満了したときに従来の契約に代えて、新たな共済
契約の保障が開始される日をいいます。

発効応当日 共済契約の発効日または更新日に対応する日をいいます。

払込方法別応当日 共済掛金の払込方法に応じた１年ごと、半年ごとまたは１月ごとの発効
日または更新日に対応する日をいいます。

変更承諾日 共済契約者が共済契約の中途変更の申し出をした日の翌日または変更の
申し出をした日の翌日以後の共済契約者が指定する任意の日をいいます。

身体障害

別表第１「身体障害等級別支払割合表」に規定するものをいいます。なお、
「身体障害」の等級の認定は、労働者災害補償保険法施行規則（昭和30
年９月１日労働省令第22号。（以下「施行規則」といいます。））第14条

（障害等級等）に準じて行います。

火災等 別表第２「火災等の定義」に規定するものをいいます。

給排水設備

水道管、排水管、給水タンク、トイレの水洗用設備、浄化槽、スプリンクラー
設備・装置等の給水・排水を主要の用途にもつ建物、地面または地中に
固定された設備をいいます。ただし、洗濯機、浴槽、食洗器等給水・排水
の機能はもつもののその装置内に主として水を貯め活用する設備（以下

「洗濯機・浴槽等設備」といいます。）を除きます。

風水害等
暴風雨、旋風、突風、台風、高潮、高波、洪水、なが雨、豪雨、雪崩れ、降
雪もしくは降ひょうまたはこれらによる地すべりもしくは土砂崩れをいい
ます。

損壊 壊れ、破れ、亀裂、傷、傾斜、変形およびずれをいいます。

床上浸水

居住の用に供する部分の床面（畳敷または板張等のものをいい、土間、
たたきの類を除きます。）をこえる浸水または地盤面（床面が地盤面より
下にある場合はその床面をいいます。）から45cmをこえる浸水により、
日常の生活を営むことができない場合をいい、床面以上に土砂が流入し
た場合を含みます。

地震等 地震もしくは噴火またはこれらによる津波をいいます。
盗難 強盗、窃盗またはこれらの未遂をいいます。
建物 土地に定着して建設され、壁、床および屋根を有するものをいいます。
住宅 日常の生活を営む住居として使用するための建物をいいます。

併用住宅 住宅と事務所・店舗・工場・作業場その他これらに類するもの（以下「事
務所・店舗等部分」といいます。）を兼ねる建物をいいます。

区分所有建物

分譲マンションなど１棟の建物で、構造上区分された数個の部分で、独立
して住居等の用に供され、建物の区分所有等に関する法律（昭和37年４
月４日法律第69号）にもとづき、各部分が所有されているものをいいま
す。

専有部分 建物の区分所有等に関する法律（昭和37年４月４日法律第69号）第２条
第３項に定めるものをいいます。

共用部分 建物の区分所有等に関する法律（昭和37年４月４日法律第69号）第２条
第４項に定めるものをいいます。

専用使用権付共用部分 共同住宅の居住者で構成される管理組合の規約において、専用使用権を
承認された共用部分をいいます。

共同住宅 １棟の建物が１世帯の生活単位となる戸室を２以上有し、各戸室または建
物に付属して各世帯が炊事を行う設備がある建物をいいます。

従物 建物と機能的に一体となった畳、建具その他これらに類するものをいいま
す。

付属設備
建物と接続し、または機能的に一体となった電気設備、ガス設備、冷暖房
設備、厨房設備、給排水設備、浴槽設備その他これらに類するものをいい
ます。

付属工作物 建物敷地内の門、塀・垣（生垣および擁壁の類を除きます。）、カーポートそ
の他これらに類する工作物をいいます。

付属建物
建物敷地内の物置、納屋、車庫およびこれらに類するもので、建物に接し
ないもの、または建物に接し、かつ、建物とは独立した構造を有するもの
をいいます。

家財 日常の生活に使用する家具、衣類、その他の日常生活を営んでいくために
必要なものをいいます。

預貯金証書 預金証書または貯金証書をいい、通帳および預貯金引出し用の現金自動
支払機用カードを含みます。

持ち出し家財

共済の目的である家財のうち、共済契約関係者により共済の目的である
家財を収容する建物から一時的に持ち出された家財をいいます。ただし、
運輸・運送業者または寄託の引受けをする業者に託されている間はこれ
に該当しません。

生計を一にする 日々の消費生活において、各人の収入および支出の全部または一部を共
同して計算することをいいます。ただし、同居であることを要しません。

共済契約関係者 共済契約者およびその人と生計を一にする親族をいいます。

他の契約等 この共済契約の全部または一部と支払責任を同じくする他の共済契約また
は保険契約をいいます。

再取得価額 共済の目的と同一の構造、質、用途、規模、型および能力のものを再築も
しくは再取得、または共済の目的を修復するために要する額をいいます。

共済契約証書 共済契約の成立および内容を証するため、共済契約の内容を記載し、共済
契約者に交付するものをいいます。
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電磁的方法

電子情報処理組織を使用する方法その他情報通信の技術を利用する方法
であって、消費生活協同組合法施行規則（昭和23年９月30日大蔵省・法
務庁・厚生省・農林省令第１号）第53条（電磁的方法）第１項第１号にも
とづくものをいいます。

反社会的勢力
暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない人を含
みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力をい
います。

基本契約 共済契約のもっとも基本となる契約の部分で、特約を付帯する対象となっ
ている主たる部分をいいます。

特約 基本契約とは別に共済金の支払いがあるように、基本契約に付帯すること
ができるものをいいます。

特則 この契約規定の「Ⅰ　一般条項」に規定されている内容と異なる要件を共済
契約に付帯することができるものをいいます。

返戻金 共済契約が解約もしくは解除され、または消滅した場合に払い戻す共済掛
金をいいます。

3. 共済契約者の範囲
　共済契約者は、この会の会員である組合の組合員でなければなりません。
4. 被共済者の範囲
　被共済者は、共済契約者とします。
5. 共済の目的とすることのできる建物
(1)�　共済の目的とすることのできる建物は、つぎの①から④までのすべてをみたす建物とします。こ

の場合の建物とは、その建物が区分所有建物の場合には、専有部分とし、共用部分（共済契約関
係者がもっぱら使用または管理する専用使用権付共用部分を除きます。）は含みません。

	 ①　日本国内の建物
	 ②　共済契約関係者が所有する建物
	 ③�　住宅または併用住宅。ただし、併用住宅でつぎのいずれかに該当する場合には、共済契約関

係者がもっぱら居住している部分に限ります。
		  ア　事務所・店舗等部分の面積が居住部分の面積をこえる場合。
		  イ　事務所・店舗等部分の面積が20坪以上となる場合。
		  ウ　事務所・店舗等部分が、つぎの用途として使用されている場合。
			   a. 	 常時10人以上が業務に従事する事務所
			   b. 	 火薬類専門販売業および再生資源集荷業
			   c. 	 作業員宿舎および簡易宿泊所
			   d. 	 貸座敷、待合、割烹および料亭
			   e. 	 キャバレー、ナイトクラブ、バー、スナック、ビアホールその他これらに類するもの
			   f. 	 映画館、劇場および遊技娯楽場
			   g.	  工場、作業場（常時５人以上が作業に従事するもの）、倉庫および車庫
	 ④　人が居住している建物
(2)�　(1)の④の規定にかかわらず、人が居住していない建物であっても、つぎの①または②のいずれ

かに該当する建物は、あらかじめその旨をこの会に申し込み、この会が承諾した場合には、共済の
目的とすることができます。

	 ①�　この会が認める建築中の建物であって、申込みの日において、建物完成後30日（ただし、こ
の会が認めるものに限り１年）以内に人が入居することが明確になっている建物

	 ②�　申込みの日において、共済契約の発効日または変更承諾日から起算して30日（ただし、この
会が認めるものに限り１年）以内に人が入居することが明確になっている建物

(3)�　(1)の④の規定にかかわらず、人が居住していない建物であっても、第８章「３．通知義務」(2)の規
定にもとづいて、この会が共済契約の継続を承諾した場合には、共済の目的とすることができます。

6. 共済の目的とすることのできる家財
(1)　共済の目的とすることのできる家財は、つぎの①および②をみたす家財とします。
	 ①�　共済契約関係者が居住する日本国内の建物（その建物が共同住宅である場合には、共済契約

関係者の占有する戸室をいいます。）内に収容されている家財。ただし、その建物が併用住宅の
場合、または、その建物に生計を一にしない人と共同で居住している場合には、共済契約関係
者がもっぱら居住する部分に収容されている家財に限ります｡

	 ②�　共済契約関係者が所有する家財
(2)�　(1)の①の規定にかかわらず、「５．共済の目的とすることのできる建物」(2)および(3)の建物内

に収容されている家財は、あらかじめその旨をこの会に申し込み、この会が承諾した場合には、共
済の目的とすることができます。

7. 共済契約締結の単位
(1)�　共済契約は、「５．共済の目的とすることのできる建物」の規定により「共済の目的とすることので

きる建物１棟」（その建物が区分所有建物である場合には、専有部分とします。以下同じです。）、

または、「６．共済の目的とすることのできる家財」の規定により「共済の目的とすることのできる家
財を収容する建物１棟」（その建物が共同住宅である場合には、共済契約関係者の占有する戸室と
します。以下同じです。）ごとに締結します。

(2)�　(1)の「共済の目的とすることのできる建物１棟」が「５．共済の目的とすることのできる建物」(1)
の③ただし書きに規定する併用住宅に該当する場合には、共済契約関係者がもっぱら居住する部
分ごとに締結します。また、(1)の「共済の目的とすることのできる家財を収容する建物１棟」が併
用住宅に該当する場合、または、その建物１棟に生計を一にしない人と共同で居住している場合
には、共済契約関係者がもっぱら居住する部分ごとに締結します。

8. 共済の目的の範囲
　共済の目的の範囲は、別表第３「共済の目的の範囲」に規定し、共済金の種類ごとに、共済の目的で
ある建物および共済の目的である家財の範囲を記載するものとします。
9. 付帯される契約との関係
(1)�　自然災害共済契約は、この会が実施し、共済契約者および共済の目的を共通にする火災共済契

約に付帯して締結しなければその効力を生じないものとします。
(2)�　自然災害共済契約は、付帯される火災共済契約と同口数で締結するものとします。ただし、この

会が特に認める場合には、火災共済契約の２分の１口数以上で、この会が認める口数により共済
契約を締結することができるものとします。

(3)�　付帯される火災共済契約の共済期間の中途において自然災害共済契約を締結する場合の共済
期間の満了日は、付帯される火災共済契約の共済期間の満了日と同一の日とします。

(4)�　自然災害共済契約は、付帯される火災共済契約が共済期間の中途において終了したときまたは
共済期間の満了により終了したときは、同時に終了するものとします。

10. 共済契約の種類
　この会が共済契約の申込みをしようとする人（以下「共済契約申込者」といいます。）と締結できる共
済契約の種類は、別表第４「共済契約の種類」に規定します。
11. 共済契約の申込みと成立
(1)�　共済契約申込者は、共済契約申込書につぎの必要事項を記載し、署名または記名押印のうえ、

この会に提出してください。
	 ①　共済契約の種類
	 ②　基本契約共済金額または口数
	 ③　特約付帯の有無または特約共済金額もしくは特約口数
	 ④　共済掛金額
	 ⑤　共済契約者の氏名、生年月日および住所
	 ⑥　共済の目的の所在地
	 ⑦　共済掛金の払込方法および払込場所
	 ⑧�　共済の目的となるべき建物または共済の目的となるべき家財を収容する建物の延面積、建物

形態、建物構造区分、共済目的区分、耐火基準、建物用途、所有および占有等
	 ⑨　同居する共済契約関係者の人数（以下「同居家族数」といいます。）
	 ⑩　世帯主の氏名および生年月日
	 ⑪　他の契約等の有無
	 ⑫　その他この会が必要と認めた事項
(2)�　(1)の場合には、共済契約申込者は、共済事故の発生の可能性（以下「危険」といいます。）に関

係のある重要な事項のうち、共済契約申込書の記載事項とすることによってこの会が告知を求め
た事項（以下「質問事項」といいます｡）について、事実を正確に告げなければなりません。

(3)�　共済契約申込者は、(1)に規定するもののほか、この会が定める基準により、この会の指定する
書類を提出しなければなりません。
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【建物構造区分について】
建物構造区分にはマンション構造、鉄骨・耐火構造、木造構造の３つの区分があります。

構造区分名称 基　準

マンション構造 つぎの１または２のいずれかに該当する建物
１．　つぎのいずれかに該当する共同住宅
	 (1)　コンクリート造
	 (2)　コンクリートブロック造
	 (3)　れんが造
	 (4)　石造
２．　耐火建築物の共同住宅

鉄骨・耐火構造 マンション構造に該当しない建物であってつぎの１から４までのいずれか
に該当する建物
１．　つぎのいずれかに該当する建物
	 (1)　コンクリート造
	 (2)　コンクリートブロック造
	 (3)　れんが造
	 (4)　石造
	 (5)　土蔵造
	 (6)　鉄骨造
２．　耐火建築物
３．　準耐火建築物
４．　省令準耐火建物

木造構造 「マンション構造」および「鉄骨・耐火構造」に該当しない建物（マンション構
造および鉄骨・耐火構造に該当することの確認ができない建物を含みます。）

上表の用語の定義はそれぞれつぎのとおりです。
(注１) コンクリート造
	� 　すべての柱（付け柱・飾り柱等を除く。）をコンクリート（鉄骨または木材をプレキャスト

コンクリート板または軽量気泡コンクリート板等で被覆したものは含まない。）で造った
建物をいいます。

(注２) コンクリートブロック造
	� 　コンクリートブロック（鉄材補強のものを含む。）を積み重ねて造った建物をいいます。

なお、鉄骨造および木造の外壁にコンクリートブロックを用いたものは含みません。
(注３) れんが造
	� 　れんが（鉄材補強のものを含む。）を積み重ねて造った建物をいいます。なお、鉄骨造

および木造の外壁にれんがを用いたものは含みません。
(注４) 石造
	� 　石材（鉄材補強のものを含む。）を積み重ねて造った建物をいいます。なお、鉄骨造お

よび木造の外壁に石材を用いたものは含みません。
(注５) 土蔵造
	� 　木造軸組構造に土壁を厚く塗り、防火構造とした建物をいいます。
(注６) 鉄骨造
	� 　すべての柱（付け柱・飾り柱等を除きます。）を鉄骨（コンクリート充填鋼管および鉄骨

をモルタル、プレキャストコンクリート板、石膏ボード等で被覆したものを含みます。）
または鋼材を用いて組み立てた建物をいいます。

(注７) 耐火建築物
	� 　建築基準法（昭和25年５月24日法律第201号）第２条第９号の２に定めるものをい

います。
(注８) 準耐火建築物
	� 　建築基準法（昭和25年５月24日法律第201号）第２条第９号の３に定めるものをい

います。
(注９) 省令準耐火建物
	� 　勤労者財産形成促進法施行令第三十六条第二項及び第三項の基準を定める省令（平成

19年３月31日厚生労働省・国土交通省令第１号）第１条第1項第1号ロ(2)に定める耐
火性能を有する構造の建物として、独立行政法人住宅金融支援機構の定める仕様に合致
するものまたは同法人の承認を得たものをいいます。

(4)�　この会は、共済契約の申込みがあったときは、提出された共済契約申込書の内容を審査し、そ
の申込みを承諾するか否かを決定し、その諾否を共済契約申込者に通知します。

(5)�　この会は、申込みの諾否を決定するにあたり必要と認めた場合には、共済の目的となるべき物
についてその構造、用途および周囲の状況等危険の発生に影響する諸般の事情を調査することが
できます。

(6)�　この会が共済契約の申込みを承諾したときの通知は、共済契約証書の交付により行います。

(7)�　共済契約申込者または共済契約者（以下「共済契約者等」といいます。）は、第１回の共済掛金に
相当する金額（以下「初回掛金」といいます。）を、共済契約申込みの日から１か月以内に、この会
に払い込まなければなりません。

(8)�　この会が共済契約の申込みを承諾したときは、共済契約はその申込みの日に成立したものとみ
なし、この会は、つぎのいずれかの日の午前零時から共済契約上の責任を負い、保障を開始します。

	 ①�　この会が初回掛金を受け取った日の翌日
	 ②�　①の規定にかかわらず、この会が、共済契約申込書のうち質問事項に対する回答を受け取る

前に初回掛金を受け取ったときは、質問事項に対する回答の受取日の翌日
	 ③�　この会が特に認める場合であって、かつ、初回掛金を受け取ったときは、共済契約申込みの日

の翌日以後の共済契約申込者が指定する任意の日
(9)�　(8)に規定する日を共済契約の発効日とします。
(10)�　(8)の③の規定により共済契約の発効日を指定した場合には、共済契約者等は、初回掛金を共

済契約の発効日の前日（ただし、付帯される火災共済契約の共済期間の中途において自然災害
共済契約を締結する場合には、この会が定める基準によりこの会が指定する期日）までにこの会
に払い込まなければなりません。

(11)�　この会は、共済契約の申込みを承諾した場合には、初回掛金を共済契約の発効日において第
１回共済掛金として充当します。

(12)�　この会は、共済契約の申込みを承諾しない場合において、初回掛金が払い込まれていたとき
は、遅滞なく初回掛金を共済契約申込者に返還します。

12. 共済契約の申込みの撤回等
(1)�　共済契約者等は、すでに申込みをした共済契約について、申込みの日を含めてその日から８営

業日以内であれば、その申込みの撤回または解除（以下「申込みの撤回等」といいます。）をするこ
とができます。

(2)�　共済契約の申込みの撤回等をするときは、共済契約者等は、書面につぎの必要事項および申込
みの撤回等をする旨を明記し、署名押印のうえ、この会に提出しなければなりません。

	 ①　共済契約の種類
	 ②　申込日
	 ③　共済契約者等の氏名および住所
	 ④　共済の目的の所在地
(3)�　共済契約の申込みの撤回等がされた場合には、当該共済契約は成立しなかったものとします。ま

た、すでに初回掛金が払い込まれているときには、この会は、共済契約者等に初回掛金を返還します。
(4)�　自然災害共済契約は、付帯される火災共済契約の申込みの撤回等がされたことにより、当該火

災共済契約が成立しなかった場合には、成立しなかったものとし、すでに初回掛金が払い込まれて
いるときには、この会は、共済契約者等に初回掛金を返還します。

13. 共済契約の更新
(1)�　この会は、共済期間が満了する共済契約について、満了日までに共済契約者から契約を更新し

ない意思の表示または変更の申し出がされない場合には、満了する共済契約と同一内容で、共済
期間の満了日の翌日（この日を「更新日」とします。）に更新します。

(2)�　(1)の規定にかかわらず、つぎの①に該当する場合には共済契約の更新はできず、つぎの②に該
当する場合には、この会は、共済契約の更新を拒むことができます。

	 ①�　共済契約の更新日において、共済の目的である建物が、「５．共済の目的とすることのできる
建物」の規定により共済の目的とすることのできる建物の範囲外となること、または共済の目的
である家財が、「６．共済の目的とすることのできる家財」の規定により共済の目的とすることの
できる家財の範囲外となること。

	 ②�　共済制度の目的に照らして、この会の共済契約関係者または共済金受取人に対する信頼を損
ない、この共済契約を更新することが適当でないと判断されるつぎのいずれかに該当する事由
があるとき。

	 　ア�　共済契約関係者または共済金受取人が、この会に対して共済金等（保険金その他のいかな
る名称であるかを問わないものとします。）を支払わせることを目的として、共済事故を発生さ
せ、または発生させようとしたとき。

	 　イ�　その他、この会の共済契約関係者または共済金受取人に対する信頼を損なわせるアに相当
する程度の事由があると認められるとき。

(3)�　(1)の規定にかかわらず、この会は、契約規定の改正があったときは、更新日における改正後の
契約規定による内容で、共済契約を更新します。

(4)�　共済契約者が、変更の申し出をする場合には、この会所定の書類につぎの必要事項を記載し、
署名または記名押印のうえ、共済契約が満了する日までにこの会に提出しなければなりません。

	 ①　共済契約の種類
	 ②　基本契約共済金額または口数
	 ③　特約付帯の有無または特約共済金額もしくは特約口数
	 ④　共済掛金額
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	 ⑤　共済契約者の氏名、生年月日および住所
	 ⑥　共済の目的の所在地
	 ⑦　共済掛金の払込方法および払込場所
	 ⑧�　共済の目的となるべき建物または共済の目的となるべき家財を収容する建物の延面積、建物

形態、建物構造区分、共済目的区分、耐火基準、建物用途、所有および占有等
	 ⑨　同居家族数
	 ⑩　世帯主の氏名および生年月日
	 ⑪　他の契約等の有無
	 ⑫　その他この会が必要と認めた事項
(5)�　(4)の場合にあっては、共済契約者は、質問事項について、事実を正確に告げなければなりません。
(6)�　共済契約者は、(4)に規定するもののほか、この会が定める基準により、この会の指定する書類

を提出しなければなりません。
(7)�　この会は、(4)の申し出を承諾した場合には、その内容で更新し、承諾しない場合には、変更の申

し出はなかったものとみなします。
(8)�　 (1)から(7)までの規定にもとづき、この会が承諾した共済契約を、以下「更新契約」といいます。
(9)�　更新契約の初回掛金は、更新日の前日までに、この会に払い込まなければなりません。ただし、

この場合には、満了する共済契約の満了日の翌日から１か月間の払込猶予期間を設けます。
(10)�　(9)の規定にかかわらず、「Ⅵ　掛金口座振替特則条項」に規定する掛金口座振替特則を付帯

した場合には、更新契約の初回掛金の払込猶予期間は、共済契約の満了日の翌日から３か月間
とすることができます。

(11)�　(9)および(10)に規定する更新契約の初回掛金の払込猶予期間は、地震、津波、噴火その他
これらに類する天災によりその払込みが一時困難であると認められる場合には、延長することが
できます。

(12)�　つぎのいずれかに該当する場合には、共済契約は更新されなかったものとします。
	 ①　満了する共済契約に未払込共済掛金があったとき。
	 ②　(9)から(11)までに規定する払込猶予期間内に、初回掛金の払込みがなかったとき。
(13)�　この会は、(1)から(11)までの規定にもとづき共済契約の更新が行われた場合には、共済契約

者に通知します。ただし、(2)の規定により更新ができない場合および(7)の規定にもとづきこの
会が共済契約の変更を承諾しない場合には、満了する共済契約の満了日までに共済契約者に通
知します。

14. 共済期間
(1)�　共済期間は、共済契約の発効日または更新日から１年とします。ただし、この会が特に必要と認

めた場合には、共済期間を１年をこえ15か月未満または３か月以上（自然災害共済契約について
は１か月以上）１年未満とすることができます。

(2)�　(1)のただし書きにいう「１年をこえ15か月未満または３か月以上（自然災害共済契約について
は１か月以上）１年未満」の共済契約については、つぎのように規定します。

	 ①�　３か月以上（自然災害共済契約については１か月以上）１年未満の共済契約を「短期契約」と
いいます。

	 ②　１年をこえ15か月未満の共済契約を「長期契約」といいます。
(3)�　共済契約の発効日が月の１日でない共済契約については、共済期間を共済契約の満了する日

の属する月の末日まで延長します。
15. 共済金受取人
(1)�　共済金受取人は共済契約者です。
(2)�　(1)の規定にかかわらず、共済契約者が死亡した場合の共済金受取人は、共済契約者の相続人

とします。
(3)�　(2)の場合において、共済金受取人が２人以上あるときは、代表者１人を定めなければなりませ

ん。この場合において、その代表者は、他の共済金受取人を代表します。
16. 指定代理請求人
(1)�　指定代理請求人は、共済契約者が受け取ることとなる共済金等を請求することができます。
(2)�　共済契約者は、この会所定の書類によりこの会の承諾を得て、指定代理請求人を指定し、また

は変更することができます。つぎの範囲から共済契約者の代理人となりうる人を１人に限り、指定
してください。

	 ①�　共済契約者の配偶者（内縁関係にある人を含みます。ただし、共済契約者または内縁関係に
ある人に婚姻の届出をしている配偶者がいる場合を除きます。以下同じです。）

	 ②　共済契約者の直系血族
	 ③　共済契約者の兄弟姉妹
	 ④　共済契約者と同居し、または共済契約者と生計を一にする共済契約者の３親等内の親族
(3)�　この会は、(2)の規定により指定代理請求人の指定または変更がされている場合において、その

後共済契約が更新されたときは、引き続き同一内容による指定代理請求人の指定または変更が
あったものとみなします。

第2章　共済金額
1. 基本契約共済金額
(1)　基本契約共済金額
　基本契約１口についての共済金額は、それぞれつぎのとおりとします。

【火災共済契約】
　10万円

【自然災害共済契約】
　共済契約の種類における加入タイプごとおよび共済金の種類ごとに、それぞれつぎのとおりとしま
す。

加入タイプ
共済金の種類

標準
タイプ

大型
タイプ

風水害等共済金 ５万円 ７万円

地震等共済金 ２万円 ３万円

盗難共済金 10万円 10万円

傷害費用共済金 １万円 １万円

(2)　基本契約共済金額の最高限度
【火災共済契約】
　共済の目的ごとの最高限度は、それぞれつぎの金額とします。
	 ①　共済の目的が建物のとき　4,000万円
	 ②　共済の目的が家財のとき　2,000万円

【自然災害共済契約】
　共済金の種類ごとに付帯される火災共済契約の基本契約共済金額につぎの表の③の割合を乗じた
額とし、共済の目的ごとの最高限度は、共済金の種類ごとに④のとおりとします。

共済金の種類

③�　付帯される火災共済契約
の基本契約共済金額に乗ず
る割合

④　最高限度

建 物 家 財

風水害等共済金 70％ 2,800万円 1,400万円

地震等共済金 30％ 1,200万円 600万円

盗難共済金 100％ 4,000万円 2,000万円

傷害費用共済金 10％ 400万円 200万円

(3)　基本契約共済金額の設定
　共済契約者は、(2)の最高限度を上限として、この会が定める建物の標準的な加入額および家財の
標準的な加入額（以下「標準加入額」といいます。）の範囲内で、基本契約共済金額を設定できます。
ただし、共済契約者等から共済金額設定の根拠の提示があり、この会がこれを認めた場合には、(2)の
最高限度を上限として、標準加入額をこえて基本契約共済金額を設定することができます。
(4)　分割して契約する場合
　同一の共済の目的につき、基本契約を分割して締結する場合には、分割されたすべての基本契約
の基本契約共済金額の合計額が、(2)および(3)に規定する額をこえない範囲で基本契約共済金額を
設定することができます。

第3章　共済金の支払い

1. 基本契約共済金
　基本契約によりこの会が支払う共済金の種類はつぎの(1)から(3)までのとおりとします。
(1)　損害共済金

【火災共済契約】
	 ①　火災等共済金
	 ②　風水害等共済金
	 ③　持ち出し家財共済金

【自然災害共済契約】
	 ④　風水害等共済金
	 ⑤　地震等共済金
	 ⑥　盗難共済金
(2)　費用共済金

【火災共済契約】
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	 ①　臨時費用共済金
	 ②　失火見舞費用共済金
	 ③　水道管凍結修理費用共済金
	 ④　バルコニー等修繕費用共済金
	 ⑤　漏水見舞費用共済金
	 ⑥　修理費用共済金
	 ※�　④から⑥までについては、共済の目的である建物または共済の目的である家財を収容する建

物が「マンション構造」の場合に限り支払います。
【自然災害共済契約】
	 ⑦　傷害費用共済金
(3)　特別共済金

【火災共済契約】
	 ①　住宅災害死亡共済金
	 ②　風呂の空だき見舞金
	 ③　付属建物等風水害共済金

【自然災害共済契約】
	 ④　地震等特別共済金
	 ⑤　付属建物等特別共済金
(4)　分割された基本契約がある場合
　同一の共済の目的につき、分割された基本契約がある場合には、分割されたすべての基本契約の
基本契約共済金額を合算し、共済の目的である建物または共済の目的である家財ごとに契約された
ものとして(1)から(3)までの共済金を算出します。
(5)　費用共済金および特別共済金の支払限度
	 (2)および(3)に規定する火災共済契約の費用共済金および特別共済金は、(1)に規定する火災共
済契約の損害共済金と合計して、その合計額が火災共済の基本契約共済金額をこえる場合でも支払
います。
2. 基本契約共済金の支払い
　基本契約共済金の支払いはつぎのとおりです。なお、この章において「損害」とある場合には、消防
または避難に必要な処置を含むものとします。

【火災共済契約】
(1)　火災等共済金（損害共済金）

①�　共済金を支払う事
由（支払事由）

共済の目的につき、共済期間中に発生した火災等により損害が生じた場
合

②　共済金の額

ア�　基本契約共済金額を限度として、共済の目的につき、火災等により
生じた損害の額に相当する額とします。この場合において、損害の額
は、その損害の生じたときの再取得価額に相当する額とします。

イ�　共済の目的である建物について70パーセント以上の損壊または焼
失（以下「全焼」といいます。）となるときは、アの規定にかかわらず建
物の基本契約共済金額を支払います。

ウ�　イの規定により建物の基本契約共済金額を支払う場合、または共済
の目的である家財を収容する建物が全焼となる場合において、共済の
目的である家財がこの会が定める基準により全焼に相当すると認めら
れるときは、アの規定にかかわらず家財の基本契約共済金額を支払い
ます。

　※�　共済の目的である建物または共済の目的である家財を収容する
建物が全焼となる場合の損壊または焼失の率の算出は、第１章「８．
共済の目的の範囲」の規定にかかわらず、建物および従物により行
います。

③�　付属工作物・付属
建物の共済金の額の
限度額

建物の基本契約共済金額に応じて、つぎのアまたはイのいずれかの
額を限度とします。

建物の基本契約共済金額 限度額

ア�　建物の基本契約共済金額が4,000万円
未満で、かつ、建物の標準加入額未満の場
合

建物の基本契約共済
金額の10％

イ�　建物の基本契約共済金額が4,000万円、
または建物の標準加入額以上の場合

建物の標準加入額の
10％

④�　建物の共済金の額
の限度

１回の共済事故につき、建物の基本契約共済金額を限度とします。

⑤�　家財の共済金の額
の限度

１回の共済事故につき、家財の基本契約共済金額を限度とします。

(2)　風水害等共済金（損害共済金）

①�　共済金
を支払う事
由（支払事
由）

共済の目的である建物または共済の目的である家財を収容する建物につき、共済
期間中に風水害等により損害が生じ、つぎのアまたはイのいずれかに該当した場合
ア�　建物の損害の額が10万円をこえる場合。ただし、浸水による損害および建物

外部の損壊をともなわない吹き込み、浸み込み、漏入等による建物内部のみの
損害を除きます。

イ�　建物が床上浸水をこうむった場合

②�　共済金の
額

建物および家財の基本契約共済金額の合計額に、共済の目的である建物または共済
の目的である家財を収容する建物の損害の程度に応じて、つぎの表の割合を乗じて
得た額に相当する額とします。

損害の程度
基本契約共済金額
に乗ずる割合

ア�　建物の70％以上を損壊しまたは流失した場合。損害
の程度はそれにみたないが、残存部分に補修を加えても
なお使用できない場合を含みます。

30％

イ　建物の20％以上70％未満を損壊した場合 15％
ウ　建物の損壊による損害の額が100万円をこえる場合 4％
エ�　建物の損壊による損害の額が50万円をこえ100万円

以下の場合
2％

オ�　建物の損壊による損害の額が20万円をこえ50万円
以下の場合

1％

カ�　建物の損壊による損害の額が10万円をこえ20万円
以下の場合

0.5％

キ　床上浸水
全床面の50％以上にわたる床上浸水の場合

浸水高

150㎝以上 15％
100〜150㎝未満 10％
70〜100㎝未満 7％
40〜70㎝未満 5％
40㎝未満 3％

全床面の50％未満にわたる床上浸水の場合

浸水高
100㎝以上 3％
100㎝未満 1％

ク�　その他この会が、アからキまでと同程度の損害に相当
すると認める場合

アからキまでに相当
する割合

※１　損害の額は、その損害の生じたときの再取得価額に相当する額とします。
※２�　アおよびイの損壊または流失の率の算出は、第１章「８．共済の目的の範囲」

の規定にかかわらず、建物および従物により行います。
※３�　算出した風水害等共済金は、共済の目的ごとに、基本契約共済金額の割合に

より支払います。
※４�　損害が重複する場合には、基本契約共済金額に乗ずる割合がもっとも高い損

害の程度に応じて風水害等共済金を支払います。

③�　共済金の
額の限度

１回の共済事故につき、１世帯ごとに建物および家財の両方を共済の目的とする
場合には300万円、建物または家財のいずれかを共済の目的とする場合には
150万円
※�　共済の目的が建物および家財の両方であり、かつ、基本契約共済金額が1,000

万円をこえるときは基本契約共済金額を1,000万円として、また共済の目的
が建物または家財のいずれかであり、かつ、基本契約共済金額が500万円を
こえるときは基本契約共済金額を500万円として②の計算を行います。

④�　複数の風
水害等によ
る場合

ア�　異なる複数の風水害等により、共済の目的である建物または共済の目的であ
る家財を収容する建物に損害があった場合において、複数の風水害等の間に修
復が行われなかったときの損害の程度の認定は、各風水害等による損害の程
度を合わせたものにより行います。

イ�　アの場合において、これらの複数の風水害等による損害の一部につき、す
でに支払われた共済金があるときは、その額を差し引いて共済金を支払います。
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(3)　持ち出し家財共済金（損害共済金）

①�　共済金を支払う事由
（支払事由）

持ち出し家財につき、日本国内の他の建物（アーケード、地下街、改札口
を有する交通機関の構内等もっぱら通路に利用されているものを除きま
す｡）内において、共済期間中に発生した火災等により損害が生じた場合

②　共済金の額
持ち出し家財に、火災等により生じた損害の額に相当する額とします。こ
の場合において、損害の額は、その損害の生じたときの再取得価額に相
当する額とします。

③　共済金の額の限度
１回の共済事故につき、１世帯ごとに100万円または家財の基本契
約共済金額の20パーセントのうちいずれか小さい額を限度とします。

(4)　臨時費用共済金（費用共済金）

①　共済金を支払う事由
（支払事由）

(1)または(2)の損害共済金が支払われる場合

②　共済金の額
火災等共済金の額または風水害等共済金の額の15パーセントに相当
する額

③　共済金の額の限度 １回の共済事故につき、１世帯ごとに200万円を限度とします。

(5)　失火見舞費用共済金（費用共済金）

①�　共済金を支払う事由
（支払事由）

共済期間中に共済の目的である建物または共済の目的である家財を収
容する建物から発生した火災、破裂および爆発により第三者（共済契約
関係者以外の人をいいます。以下この項目において同じです。）の所有
物に臭気付着以外の損害が生じ、かつ、それにより生じる見舞金等の
費用を共済契約関係者が現実に自己の費用で支払った場合

②　共済金の額
第三者１人（２人以上の第三者が同居の親族の関係に該当する場合に
は、それらの世帯主を第三者１人とします。）あたり40万円を限度と
して、共済契約関係者が現実に自己の費用で第三者に支払った額

③　共済金の額の限度
１回の共済事故につき、１世帯ごとに100万円または基本契約共済
金額の20パーセントのうちいずれか小さい額を限度とします。

(6)　水道管凍結修理費用共済金（費用共済金）

①�　共済金を支払う事由
（支払事由）

共済の目的である専用水道管または水管もしくはこれらに類するものに、
共済期間中に発生した凍結により損壊（パッキングのみに生じた損壊を除
きます。）が生じ、かつ、その損壊についての修理費用を共済契約関係者
が現実に自己の費用で支払った場合
※１�　水道管凍結修理費用共済金を支払うのは、建物の基本契約共済金

額が200万円以上である場合に限ります。
※２�　凍結による損壊に起因して(1)の火災等共済金が支払われる場合に

は、水道管凍結修理費用共済金は支払いません。

②　共済金の額 共済契約関係者が現実に自己の費用で修理を行った額

③　共済金の額の限度 １回の共済事故につき、１世帯ごとに10万円を限度とします。

(7)　バルコニー等修繕費用共済金（費用共済金）【マンション構造の場合に限ります。】

①�　共済金を支払う事由
（支払事由）

共済の目的である建物のうち専用使用権付共用部分に、共済期間中に発
生した火災等により損害が生じ、かつ、その損害につき共同住宅の居住者
で構成される管理組合の規約にもとづく修繕費用を共済契約関係者が現
実に自己の費用で支払った場合。ただし、共済契約関係者に修繕の義務
が生じた場合に限ります。

②　共済金の額 共済契約関係者が現実に自己の費用で支払った額

③　共済金の額の限度
１回の共済事故につき、１世帯ごとに30万円または建物の基本契約共
済金額のうちいずれか小さい額を限度とします。

(8)　漏水見舞費用共済金（費用共済金）【マンション構造の場合に限ります。】

①�　共済金を支払う事由
（支払事由）

共済期間中に共済の目的である建物または共済の目的である家財を収容
する建物から発生した事故（火災、破裂および爆発を除きます｡）により第
三者（共済契約関係者以外の人をいいます。以下この項目において同じ
です。）の所有物に水ぬれ損害が生じ、かつ、それにより生じる見舞金等の
費用を共済契約関係者が現実に自己の費用で支払った場合

②　共済金の額
第三者１人（２人以上の第三者が同居の親族の関係に該当する場合に
は、それらの世帯主を第三者１人とします。）あたり15万円を限度とし
て、共済契約関係者が現実に自己の費用で第三者に支払った額

③　共済金の額の限度
１回の共済事故につき、１世帯ごとに50万円または基本契約共済金額
の20パーセントのうちいずれか小さい額を限度とします。

(9)　修理費用共済金（費用共済金）【マンション構造の場合に限ります。】

①�　共済金を支払う事由
（支払事由）

共済の目的である家財を収容する借用戸室に、共済期間中に発生した
火災等または風水害等により損害が生じ、かつ、その損害につき貸主
との賃貸借契約にもとづく修理費用を共済契約関係者が現実に自己の
費用で支払った場合。ただし、つぎのアおよびイのすべてに該当す
る場合に限ります。
ア　借用戸室が、共済契約関係者の所有でないとき。
イ�　共済契約関係者のうちいずれかの人と、その借用戸室の貸主との

間で賃貸借契約がされているとき。

②　共済金の額 共済契約関係者が現実に自己の費用で支払った額

③　共済金の額の限度
１回の共済事故につき、１世帯ごとに100万円または基本契約共済
金額の20パーセントのうちいずれか小さい額を限度とします。

(10)　住宅災害死亡共済金（特別共済金）

①�　共済金を支払う事由
（支払事由）

(1)または(2)の損害共済金が支払われ、かつ、その事故を直接の原因
として、共済契約関係者が事故の日からその日を含めて180日以内に
死亡した場合

②　共済金の額
死亡した人１人につき、共済の目的について事故が生じた日における
建物および家財の基本契約共済金額の合計額に５パーセントを乗じて
得た額に相当する額

(11)　風呂の空だき見舞金（特別共済金）

①　�共済金を支払う事由
（支払事由）

共済の目的である風呂釜および浴槽が、共済期間中に発生した火災に
いたらない空だきによりつぎのアまたはイのいずれかに該当する場
合
ア　風呂釜かつ浴槽が使用不能となったとき
イ　風呂釜が使用不能となったとき

②　共済金の額
１回の共済事故につき、１世帯ごとにそれぞれつぎの金額
ア　風呂釜かつ浴槽が使用不能となったとき　５万円
イ　風呂釜が使用不能となったとき　２万円

(12)　付属建物等風水害共済金（特別共済金）

①　共済金を支払う事由
（支払事由）

共済の目的である建物のうち付属建物または付属工作物に、共済期間
中に風水害等により損害が生じ、かつ、その損害の額が10万円をこえ
る場合
※１�　付属建物等風水害共済金を支払うのは、建物の基本契約共済金

額が200万円以上である場合に限ります。
※２�　損害の額は、その損害の生じたときの再取得価額に相当する額

とします。

②　共済金の額 １回の共済事故につき、１世帯ごとに２万円
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③�　複数の風水害等に
よる場合

ア�　異なる複数の風水害等により、共済の目的である建物のうち付属
建物または付属工作物に損害があった場合において、複数の風水
害等の間に修復が行われなかったときの損害の程度の認定は、各
風水害等による損害の程度を合わせたものにより行います。

イ�　アの場合において、これらの複数の風水害等による損害につき、
すでに共済金が支払われているときは、付属建物等風水害共済金
を支払いません。

【自然災害共済契約】
(13)　風水害等共済金（損害共済金）

①�　共済金
を支払う事
由（支払事
由）

共済期間中に風水害等により損害が生じ、つぎのアからウまでのいずれかに該当し
た場合。ただし、申込みの日以前に発生した風水害等により、申込みの日の翌日か
ら７日以内の共済期間中に生じた損害に対しては風水害等共済金を支払いません。

（更新契約または共済契約の中途変更において、基本契約共済金額の増額の申し
出がされた場合の増額された部分の基本契約共済金額に対応する共済契約につい
ても同様とします。）
ア�　共済の目的である建物の損害の額が10万円をこえる場合。ただし、浸水によ

る損害および建物外部の損壊をともなわない吹き込み、浸み込み、漏入等によ
る建物内部のみの損害を除きます。

イ�　共済の目的である家財の損害の額が10万円をこえる場合。ただし、浸水によ
る損害および共済の目的である家財を収容する建物外部の損壊をともなわない
吹き込み、浸み込み、漏入等による家財のみの損害を除きます。

ウ�　共済の目的である建物または共済の目的である家財を収容する建物が床上浸
水をこうむった場合

②�　共済金の
額

基本契約共済金額に、共済の目的の損害の程度に応じて、つぎの表の割合を乗じ
て得た額に相当する額とします。この場合において、損害の額は、その損害の生
じたときの再取得価額に相当する額とします。

損害の程度
基本契約共済金額
に乗ずる割合

ア�　建物の70％以上を損壊しまたは流失した場合。損害
の程度はそれにみたないが、残存部分に補修を加えても
なお使用できない場合を含みます。

100％

イ　建物の50％以上70％未満を損壊した場合 70％
ウ　建物の30％以上50％未満を損壊した場合 50％
エ　建物の20％以上30％未満を損壊した場合 30％
オ�　建物の損壊による建物の損害の額または家財の損害の

額が100万円をこえる場合
20％

カ�　建物の損壊による建物の損害の額または家財の損害の
額が50万円をこえ100万円以下の場合

10％

キ�　建物の損壊による建物の損害の額または家財の損害の
額が20万円をこえ50万円以下の場合

４％

ク�　建物の損壊による建物の損害の額または家財の損害の
額が10万円をこえ20万円以下の場合

２％

ケ　床上浸水
全床面の50％以上にわたる床上浸水の場合

浸水高

150㎝以上 50％
100〜150㎝未満 36％
70〜100㎝未満 30％
40〜70㎝未満 20％
40㎝未満 10％

全床面の50％未満にわたる床上浸水の場合

浸水高
100㎝以上 10％
100㎝未満 3％

コ�　その他この会が、アからケまでと同程度の損害に相当
すると認める場合

アからケまでに相当
する割合

※１�　アからエまでの損壊または流失の率の算出は、第１章「８．共済の目的の
範囲」の規定にかかわらず、建物および従物により行います。

※２�　家財を共済の目的とする共済契約の、共済の目的である家財を収容する建
物の損害の程度がアからエまで、またはケに相当するときは、その損害の
程度を、共済の目的である家財の損害の程度とみなします。

※３�　付帯される火災共済契約により共済金が支払われる場合には、付帯される
火災共済契約の共済金を優先して支払います。この場合において、付帯され
る火災共済契約により支払われる共済金の額と風水害等共済金の額の合計額
が損害の額をこえる場合には、この規定にかかわらず、その損害の額から、
付帯される火災共済契約により支払われる共済金を差し引いた残額を風水害
等共済金として支払います。

※４�　損害が重複する場合には、基本契約共済金額に乗ずる割合がもっとも高い
損害の程度に応じて風水害等共済金を支払います。

③　�複数の風
水害等に
よる場合

ア�　異なる複数の風水害等により、共済の目的である建物または共済の目的であ
る家財を収容する建物に損害があった場合において、複数の風水害等の間に修
復が行われなかったときの損害の程度の認定は、各風水害等による損害の程
度を合わせたものにより行います。

イ�　アの場合において、これらの複数の風水害等による損害の一部につき、す
でに支払われた共済金があるときは、その額を差し引いて共済金を支払います。

(14)　地震等共済金（損害共済金）

①　�共済金を支払う事由
（支払事由）

共済期間中に発生した地震等を直接または間接の原因とする焼失、損壊、
埋没または流失により共済の目的である建物または共済の目的である家
財を収容する建物に損害が生じ、その損害の額が100万円をこえる場合

②　共済金の額

基本契約共済金額に共済の目的である建物または共済の目的である家財
を収容する建物の損害の程度に応じて、つぎの表の割合を乗じて得た額
に相当する額とします。この場合において、損害の額は、その損害の生じ
たときの再取得価額に相当する額とします。

損害の程度
基本契約

共済金額に
乗ずる割合

ア�　建物の70％以上を焼失、損壊、埋没または流
失した場合（損害の程度はそれにみたないが、残
存部分に補修を加えてもなお使用できない場合を
含みます。)

100％

イ�　建物の50％以上70％未満を焼失、損壊、埋
没または流失した場合

60％

ウ�　建物の20％以上50％未満を焼失、損壊、埋
没または流失した場合 50％

エ�　建物の焼失、損壊、埋没または流失による損
害の額が100万円をこえる場合 10％

※１�　アからウまでの焼失、損壊、埋没または流失の率の算出は、第１章
「８．共済の目的の範囲」の規定にかかわらず、建物および従物によ
り行います。

※２�　①の規定にかかわらず、共済の目的である建物または共済の目的
である家財を収容する建物の損害の額が100万円をこえないが、共
済の目的である家財の損害の額が100万円をこえる場合には、エの
損害とみなし、共済の目的である家財につき、地震等共済金を支払
います。

③�　複数の地震等による
場合

ア　�72時間以内に生じた複数の地震等により共済の目的に損害があっ
た場合には、１回の地震等による損害とみなします。

イ�　異なる複数の地震等により、共済の目的に損害があった場合にお
いて、複数の地震等の間に修復が行われなかったときの損害の程度
の認定は、各地震等による損害の程度を合わせたものにより行います。

ウ�　イにおいて、これらの複数の地震等による損害の一部につき、す
でに支払われた共済金があるときは、その額を差し引いて共済金を
支払います。
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(15)　盗難共済金（損害共済金）

①�　共済金を支払う事由
（支払事由）

共済期間中に発生した盗難によりつぎのアからウまでのいずれかの損害
が生じ、かつ、共済契約関係者が所轄警察署に被害の届出をした場合
ア�　共済の目的に盗取、損傷または汚損による損害が生じた場合
イ�　日本国内の他の建物（アーケード、地下街、改札口を有する交通機関

の構内等もっぱら通路に利用されているものを除きます。）内において、
持ち出し家財に盗取、損傷または汚損による損害が生じた場合

ウ�　家財が共済の目的である場合において、共済の目的である家財を収
容する建物内において生じた、通貨の１万円以上の盗取または共済契
約関係者の名義の預貯金証書の盗取による損害が生じた場合。ただし、
預貯金証書の盗取については、つぎのすべてをみたす場合に限ります。

　a. �　共済契約関係者が、盗取を知った後ただちに預貯金先あてに被害
の届出をしたこと

　b. �　盗取にあった預貯金証書により、預貯金口座から現金が引き出さ
れたこと

②　共済金の額

ア�　共済の目的につき、盗難により生じた損害の額に相当する額としま
す。この場合において、①のアおよびイの損害の額は、その損害の生
じたときの再取得価額に相当する額とします。

イ�　盗取されたものを回収することができたときは、そのために支出し
た必要な費用は、その盗取されたものの価額を限度としてアの損害の
額に含まれるものとします。

ウ�　①のアおよびイの損害について、付帯される火災共済契約により共
済金が支払われる場合には、付帯される火災共済契約の共済金を優先
して支払います。この場合において、その損害の額が、付帯される火
災共済契約から支払われる共済金をこえるときは、アの規定にかかわ
らず、その損害の額から、付帯される火災共済契約から支払われる共
済金を差し引いた残額を盗難共済金として支払います。

③　共済金の額の限度

１回の共済事故につき、基本契約共済金額を限度とし、かつ、①のイお
よびウの損害については、それぞれつぎのアからウまでの額を限度とし
ます。
ア�　持ち出し家財の盗難
　�　100万円または家財の基本契約共済金額の20パーセントのうち

いずれか小さい額
イ　通貨の盗難 
　　20万円または家財の基本契約共済金額のいずれか低い額
ウ　預貯金証書の盗難 
　　200万円または家財の基本契約共済金額のいずれか低い額

(16)傷害費用共済金（費用共済金）

①�　共済金を支払う事由
（支払事由）

(13)、(14)、(15)①アもしくはウの共済金が支払われる場合、または、付
帯される火災共済契約により(1)もしくは(2)の共済金が支払われる場合
において、その事故を直接の原因として、共済の目的である建物または
共済の目的である家財を収容する建物で共済契約関係者が傷害を受け、
事故の日からその日を含めて180日以内に死亡または別表第１「身体障
害等級別支払割合表」に規定する身体障害の状態になったとき
※�　事故の日からその日を含めて180日以内に身体障害となっていな

い症状であっても、この会が認める場合には、180日以内に身体障害
となったものとみなします。

②　共済金の額

死亡または身体障害の状態になったもの１人につき、共済の目的または
共済の目的である家財を収容する建物について事故が生じた日におけ
る建物および家財の基本契約共済金額の合計額に、その傷害の程度に
応じて、つぎの表の割合を乗じて得た額に相当する額とします。

傷害の程度 基本契約共済金額に乗ずる割合

死亡した場合 100％

別表第１「身体障害等級別支払割
合表」に定める身体障害の状態に
なった場合

100〜4％
（別表第１「身体障害等級別支払
割合表」の支払割合にもとづく）

※1�　傷害費用共済金を支払う場合において、すでに身体障害のあった
共済契約関係者が同一の部位について障害の程度を加重したとき
は、すでにあった身体障害に関するこの会の共済金の支払いの有無
にかかわらず、加重後の身体障害が該当する等級に応じた支払割合
からすでにあった身体障害が該当する等級に応じた支払割合を差し
引いた支払割合によります。

※2�　傷害がつぎの理由により重大となったときは、この会が認める方
法により、その影響がなかった場合に相当する共済金の額を決定し
て支払います。

ア�　すでに存在していた障害もしくは傷病の影響
イ�　当該事故ののちにその原因となった事故と関係なく発生した障害も

しくは傷病の影響
ウ�　正当な理由がなく、傷害を受けた人が治療を行わなかったことまた

は共済契約者もしくは共済金受取人が治療させなかったこと

③　共済金の額の限度

ア�　１回の共済事故につき、１人ごとに基本契約共済金額を限度としま
す。

イ�　同一の事故により支払う傷害費用共済金の額は、１人ごとに通算し
て基本契約共済金額を限度とします。

(17)地震等特別共済金（特別共済金）

①�　共済金を支払
う事由（支払事
由）

共済期間中に発生した地震等を直接または間接の原因とする焼失、損壊、埋没
または流失により共済の目的である建物または共済の目的である家財を収容す
る建物に損害が生じ、その損害の額が、20万円をこえ100万円以下の場合
※�　地震等特別共済金を支払うのは、地震等共済金が支払われない場合であっ

て、かつ、建物および家財の基本契約共済金額が200万円以上である場合
に限ります。

②　共済金の額

１回の共済事故につき、１世帯ごとに、共済金の種類に応じて、つぎのとおり
支払います。
ア　共済契約の種類における加入タイプが標準タイプのとき　３万円
イ　共済契約の種類における加入タイプが大型タイプのとき　4.5万円
※　損害の額は、その損害の生じたときの再取得価額に相当する額とします。

③�　複数の地震等
による場合

ア�　72時間以内に生じた複数の地震等により共済の目的である建物または
共済の目的である家財を収容する建物に損害があった場合には、１回の地
震等による損害とみなします。

イ�　異なる複数の地震等により、共済の目的である建物または共済の目的で
ある家財を収容する建物に損害があった場合において、複数の地震等の間
に修復が行われなかったときの損害の程度の認定は、各地震等による損害
の程度を合わせたものにより行います。

ウ�　これらの複数の地震等による損害につき、すでに共済金が支払われてい
るときは、地震等特別共済金を支払いません。

(18)　付属建物等特別共済金（特別共済金）

①�　共済金を支払
う事由（支払事
由）

共済の目的である建物のうち付属建物または付属工作物が、つぎのアまたはイ
のいずれかに該当する場合
※�　付属建物等特別共済金を支払うのは、共済契約の種類における加入タイ

プが大型タイプで、かつ、建物の基本契約共済金額が200万円以上である
場合に限ります。

ア�　共済期間中に風水害等により損害が生じ、その損害の額が10万円をこえ
る場合。ただし、申込みの日以前に生じた風水害等により、申込みの日の翌
日から７日以内の共済期間中に生じた損害に対しては付属建物等特別共済金
を支払いません。

イ�　共済期間中に発生した地震等を直接または間接の原因とする焼失、損壊、
埋没または流失により損害が生じ、その損害の額が20万円をこえる場合。

②　共済金の額
１回の共済事故につき、１世帯ごとに３万円
※　損害の額は、その損害の生じたときの再取得価額に相当する額とします。

●33 ●34



③�　複数の風水害
等または地震等
による場合

ア�　72時間以内に生じた複数の地震等により、共済の目的のうち付属建物ま
たは付属工作物に損害があった場合には、１回の地震等による損害とみなし
ます。

イ�　異なる複数の風水害等または地震等により、共済の目的のうち付属建物
または付属工作物に損害があった場合において、複数の風水害等または地
震等それぞれの間に修復が行われなかったときの損害の程度の認定は、各
風水害等または各地震等による損害の程度を合わせたものにより行いま
す。

ウ�　これらの複数の風水害等または複数の地震等による損害につき、すでに
共済金が支払われているときは、付属建物等特別共済金を支払いません。

3. 他の契約等がある場合
(1)�　「２．基本契約共済金の支払い」(1)から(9)までおよび(13)から(15)までの共済金を支払うべき

場合において、他の契約等があり、かつ、それぞれの契約につき他の契約等がないものとして算
出した支払責任額の合計額が共済金の種類ごとに規定する支払限度額をこえるときは、この会は、
つぎの①または②により算出した額を基本契約共済金として支払います。ただし、他の契約等がな
いものとして算出したこの会の支払責任額を限度とします。

	 ①　他の契約等から共済金または保険金が支払われていないとき

支払限度額 －
時価額基準の他の契約等によって支
払われるべき共済金または保険金の
合計額

＝ 基本契約
共済金の額

	 ②　他の契約等から共済金または保険金がすでに支払われているとき

支払限度額 －

再取得価額基準の他の
契約等によってすでに
支払われている共済金
または保険金の合計額

－

時価額基準の他の契約
等によって支払われる
べき共済金または保険
金の合計額

＝ 基本契約
共済金の額

(2)　(1)の共済金の種類ごとに規定する支払限度額とは、つぎのとおりとします。

� 共済金の種類 支払限度額

火
災
共
済

①
「２．基本契約共済金の支払い」
(1)の火災等共済金および(2)の
風水害等共済金

損害の額

② 「２．基本契約共済金の支払い」
(3)の持ち出し家財共済金

１回の共済事故につき、100万円（※）または損害の
額のいずれか低い額
※�　他の契約等に、限度額が100万円をこえるもの

がある場合には、これらの限度額のうち最も高い額

③ 「２．基本契約共済金の支払い」
(4)の臨時費用共済金

１回の共済事故につき、200万円（※）
※�　他の契約等に、限度額が200万円をこえるもの

がある場合には、これらの限度額のうち最も高い
額

④ 「２．基本契約共済金の支払い」
(5)の失火見舞費用共済金

１回の共済事故につき、40万円（※）に被災した第三
者の人数を乗じた額。ただし、その額が100万円（※）
をこえるときは100万円
※�　他の契約等に、第三者１人あたり40万円または

限度額が100万円をこえるものがあるときは、こ
れらの限度額のうち最も高い額

⑤
「２．基本契約共済金の支払い」
(6)の水道管凍結修理費用共済
金

１回の共済事故につき、10万円（※）または修理費用
の額のいずれか低い額
※�　他の契約等に、限度額が10万円をこえるものが

ある場合には、これらの限度額のうち最も高い額

⑥
「２．基本契約共済金の支払い」
(7)のバルコニー等修繕費用共
済金

１回の共済事故につき、30万円（※）または修繕費用
の額のいずれか低い額
※�　他の契約等に、限度額が30万円をこえるものが

ある場合には、これらの限度額のうち最も高い額

⑦ 「２．基本契約共済金の支払い」
(8)の漏水見舞費用共済金

１回の共済事故につき、15万円（※）に被災した第三
者の人数を乗じた額。ただし、その額が50万円（※）
をこえる場合には50万円
※�　他の契約等に、第三者１人あたり15万円または

限度額が50万円をこえるものがある場合には、こ
れらの限度額のうち最も高い額

⑧ 「２．基本契約共済金の支払い」
(9)の修理費用共済金

１回の共済事故につき、100万円( ※ )または修理費
用の額のいずれか低い額
※　他の契約等に、限度額が100万円をこえるもの
がある�場合には、これらの限度額のうち最も高い額

自
然
災
害
共
済

⑨

「２．基本契約共済金の支払い」
(13)の風水害等共済金、(14)
の地震等共済金、および(15)
①アの盗難共済金

損害の額

⑩ 「２．基本契約共済金の支払い」
(15)①イの盗難共済金

１回の共済事故につき、100万円( ※ )または損害の
額のいずれか低い額
※　他の契約等に、限度額が100万円をこえるもの
がある場合には、これらの限度額のうち最も高い額

⑪ 「２．基本契約共済金の支払い」
(15)①ウの盗難共済金

通貨

１回の共済事故につき、20万円（※）また
は損害の額のいずれか低い額
※�　他の契約等に、限度額が20万円をこ

えるものがある場合には、これらの限度
額のうち最も高い額

預貯金
証書

１回の共済事故につき、200万円（※）また
は損害の額のいずれか低い額
※　他の契約等に、限度額が200万円をこ
えるものがある場合には、これらの限度額
のうち最も高い額

(3)�　(1)の場合において、火災共済契約と自然災害共済契約の双方に支払責任があるときは、「他の
契約等がないものとして算出したこの会の支払責任額」を、「他の契約等がないものとして算出し
た火災共済契約の支払責任額と自然災害共済契約の「２．基本契約共済金の支払い」(13)および
(15)に規定する支払責任額との合計額」と読み替え、火災共済契約と自然災害共済契約の双方か
ら支払う基本契約共済金を算出します。

4. 基本契約共済金支払い後の基本契約共済金額
　この会が基本契約共済金を支払った場合においても、第７章「８．共済契約の消滅」(1)の①および
(2)の規定により共済契約が消滅する場合を除き、基本契約共済金額は、変わりません。
5. 基本契約共済金を支払わない場合
(1)�　この会は、火災共済契約において、つぎの①から⑪までのいずれかの事由により生じた損害に

対しては、基本契約共済金を支払いません。
	 ①�　共済契約者、共済の目的の所有者もしくは共済金受取人またはこれらの人の法定代理人の故

意または重大な過失
	 ②　火災等または風水害等に際しての共済の目的の紛失または盗難
	 ③�　共済の目的である家財（持ち出し家財を除きます。）が、共済の目的である家財を収容する建

物外にある間に生じた火災等または風水害等
	 ④　置き忘れ、紛失その他の共済契約関係者の管理下にない持ち出し家財の火災等
	 ⑤�　直接原因であるか間接原因であるかを問わず、戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、

武装反乱その他これらに類似の事変または暴動（群衆または多数の人の集団の行動により全国
または一部の地区において著しく平穏が害され、治安維持上重大な事態と認められる状態をい
います。以下同じです。）

	 ⑥　直接原因であるか間接原因であるかを問わず、地震等
	 ⑦�　直接原因であるか間接原因であるかを問わず、核燃料物質（使用済燃料を含みます。以下同

じです。）もしくは核燃料物質により汚染された物（原子核分裂生成物を含みます。以下同じで
す。）の放射性、爆発性その他の有害な特性またはこれらの特性による事故

	 ⑧　⑦以外の放射線照射または放射能汚染
	 ⑨　⑤から⑧までの事由により発生した事故の延焼または拡大
	 ⑩　発生原因がいかなる場合でも、⑤から⑧までの事由による事故の延焼または拡大
	 ⑪　⑤から⑧までの事由に伴う秩序の混乱
(2)�　この会は、自然災害共済契約において、つぎの①から⑪までのいずれかの事由により生じた損

害に対しては、「２．基本契約共済金の支払い」(13)から(15)まで、(17)および(18)の共済金を支
払いません。

	 ①�　共済契約者、共済の目的の所有者もしくは共済金受取人またはこれらの人の法定代理人の故
意または重大な過失

	 ②�　風水害等、地震等または火災等に際しての共済の目的の紛失または盗難
	 ③�　共済の目的である家財（持ち出し家財を除きます。）が、共済の目的である家財を収容する建

物外にある間に生じた風水害等、地震等または盗難
	 ④�　家財の置き忘れもしくは紛失、または置引き、車上ねらい（搭乗者のいない車両をねらった窃

盗をいいます。）、もしくはその他共済契約関係者の管理下にない持ち出し家財の盗難
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	 ⑤�　持ち出し家財である自転車および原動機付自転車（道路運送車両法（昭和26年６月1日法律
第185号）第２条第３項で定めるものをいいます。）の盗難

	 ⑥�　直接原因であるか間接原因であるかを問わず、戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、
武装反乱その他これらに類似の事変または暴動（群衆または多数の人の集団の行動により全国
または一部の地区において著しく平穏が害され、治安維持上重大な事態と認められる状態をい
います。以下同じです。）

	 ⑦�　直接原因であるか間接原因であるかを問わず、核燃料物質（使用済燃料を含みます。以下同
じです。）もしくは核燃料物質により汚染された物（原子核分裂生成物を含みます。以下同じで
す。）の放射性、爆発性その他の有害な特性またはこれらの特性による事故

	 ⑧　⑦以外の放射線照射または放射能汚染
	 ⑨　⑥から⑧までの事由により発生した事故の延焼または拡大
	 ⑩　発生原因がいかなる場合でも、⑥から⑧までの事由による事故の延焼または拡大
	 ⑪　⑥から⑧までの事由に伴う秩序の混乱
(3)�　この会は、自然災害共済契約において、地震等が発生した日から10日を経過した後に生じた損

害に対しては、「２．基本契約共済金の支払い」(14)、(17)および(18)の共済金を支払いません。
(4)�　この会は、自然災害共済契約において、つぎの①から③までのいずれかの事由に該当する場合

には、「２．基本契約共済金の支払い」(16)の共済金を支払いません。
	 ①�　共済契約関係者もしくは共済金受取人等またはこれらの人の法定代理人の故意または重大な

過失もしくは犯罪行為により生じた死亡および身体障害
	 ②　(2)の⑥から⑪までの事由が発生した場合に生じた死亡および身体障害
	 ③�　原因がいかなる場合でも、頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰・背痛で他覚症状の

ないもの
6. 自然災害共済についての留意事項
(1)�　総支払限度額の設定
	 ①�　この会は、他の自然災害共済実施生協（自然災害共済を共同で実施する生協をいいます。以

下同じです。）との間で、１回の風水害等によりすべての自然災害共済実施生協が支払う共済金
の額および１回の地震等によりすべての自然災害共済実施生協が支払う共済金の額に、共同し
て支払限度額（以下「総支払限度額」といいます。）を設けます。

	 ②　①の総支払限度額は、総会の議決を要します。
	 ③�　連続して生じた複数の風水害等は、これらを一括して１回の風水害等とみなします。ただし、

つぎのアまたはイのいずれかに該当する場合を除きます。
		  ア　被災地域がまったく重複しない場合
		  イ�　被災地域は重複するが、個々の風水害等によりその地域に損害が発生した時刻の間隔が

72時間をこえる場合
	 ④�　72時間以内に生じた複数の地震等は、これらを一括して１回の地震等とみなします。ただし、

被災地域がまったく重複しない場合には、異なる地震等とみなします。
(2)�　大規模災害発生時における共済金の削減等
	 ①�　１回の風水害等または１回の地震等につき、共済契約にもとづき支払うべき、それぞれつぎ

のアおよびイの所定の共済金の総額が、この会の負担限度額をこえる場合には、この会は、共
済金を削減することができます。

		  ア　風水害等
		  　　風水害等共済金、傷害費用共済金、付属建物等特別共済金
		  イ　地震等
		  　　地震等共済金、傷害費用共済金、地震等特別共済金、付属建物等特別共済金
	 ②　①のこの会の負担限度額は、つぎの算式により算出されます。

この会の支払うべき
所定の共済金総額

× 自然災害共済実施生協が定
める総支払限度額自然災害共済実施生協の

支払うべき所定の共済金総額

	 ③�　①の規定により共済金を削減する場合の各契約ごとの支払共済金は、つぎの算式により算出
されます。

各契約ごとの支払うべき
所定の共済金の額 × 

自然災害共済実施生協が
定める総支払限度額

自然災害共済実施生協の
支払うべき所定の共済金総額

(3)�　異常に災害が発生した場合の共済金の分割、繰り延べ、削減等
	� 　風水害等または地震等が異常に発生し、この共済事業にかかる異常危険準備金を取り崩しても

なお、共済契約にもとづき支払うべき所定の共済金を支払うことができない場合には、この会は

(1)および(2)の規定にかかわらず、総会の議決を経て、共済金の分割払い、支払いの繰り延べま
たは削減をすることができます。

(4)�　共済金の削減の場合の概算払い
	� 　この会は、(2)および(3)にもとづき共済金を削減して支払うおそれがあるときは、支払う共済金

の一部を概算払いし、支払うべき共済金が確定した後に、その差額を支払うことができます。

第4章　共済金等の請求、支払時期および支払場所

1. 事故発生のときの義務および義務違反
(1)�　共済契約関係者は、事故が発生したことを知ったときは、つぎの①から⑤までの事項を履行しな

ければなりません。
	 ①　損害の発生およびその拡大の防止につとめること。
	 ②　つぎの事項を遅滞なく、この会に通知すること。
		  ア　事故発生の状況
		  イ�　他の契約等の有無および内容（すでに他の契約等から共済金または保険金の支払いを受け

た場合には、その事実を含みます。）
	 ③�　第三者に損害賠償の請求（共同不法行為等の場合における連帯債務者相互間の求償を含み

ます。）をすることができる場合には、その権利の保全または行使に必要な手続きをすること。
	 ④�　①から③までのほか、この会が特に必要とする書類または証拠となるものを求めた場合には、

遅滞なくこれを提出すること。
	 ⑤� 共済の目的について損害が生じたことを知った場合には、この会が行うつぎの事項に協力する

こと。
		  ア　損害が生じた共済の目的またはその敷地内を調査すること。
		  イ　共済契約関係者の所有物の全部もしくは一部を調査することまたはそれらを移転すること。
(2)�　共済契約関係者が、正当な理由がなく(1)の規定に違反した場合には、この会はつぎの①から③

までの金額を差し引いて共済金を支払います。
		  ①�　(1)の①に違反したときは、発生およびその拡大を防止することができたと認められる損害

の額
		  ②�　(1)の②、④および⑤に違反したときは、そのことによりこの会がこうむった損害の額
		  ③�　(1)の③に違反したときは、第三者に損害賠償の請求をすることにより取得することができ

たと認められる額
(3)�　共済契約関係者が(1)の④の書類に故意に事実でないことまたは事実と異なることを記載し、も

しくはその書類もしくは証拠を偽造しもしくは変造した場合には、この会は、それによりこの会がこ
うむった損害の額を差し引いて共済金を支払います。

2. 共済金等の請求、支払時期および支払場所
(1)�　共済金の請求権は、共済事故が生じたときから発生し、これを行使することができるものとしま

す。
(2)�　共済金受取人は、別表第５「各共済金請求の提出書類」に規定する請求書類をこの会に提出し

て、共済金を請求してください。
(3)�　この会は、事故の内容または損害の額等に応じ、共済金受取人に対して、(2)に規定する書類以

外の書類もしくは証拠の提出、またはこの会が行う調査への協力を求めることができます。この場
合において、共済金受取人は、この会が求めた書類または証拠を速やかに提出し、必要な協力を
しなければなりません。

(4)�　共済金受取人が、正当な理由がなく(3)の規定に違反した場合、または(2)もしくは(3)の書類に
事実でないこともしくは事実と異なることを記載し、もしくはその書類もしくは証拠を偽造しもしく
は変造した場合には、この会は、それによってこの会がこうむった損害の額を差し引いて共済金を
支払います。

(5)�　この会は、共済金の請求を受けた場合には、必要な請求書類がすべてこの会に到着した日の翌
日以後30日以内に、事故発生の状況、事故の原因、傷害の内容、共済金が支払われない事由の
有無、共済金を算出するための事実、共済契約の効力の有無その他この会が支払うべき共済金の
額を確定するために必要な事項の調査（以下「必要な調査」といいます。）を終えて、この会の指定
した場所で共済金を共済金受取人に支払うものとします。ただし、必要な調査のため特に日時を
要する場合において、つぎの①から⑦までのいずれかに該当するときは、その旨をこの会が共済
金受取人に通知し、必要な請求書類がすべてこの会に到着した日の翌日以後、つぎの①から⑦ま
でに規定する期間内（複数に該当するときは、そのうち最長の期間）に共済金を共済金受取人に支
払うものとします。

①
災害救助法（昭和22年10月18日法律第118号）が適用された災害の被災地域
において調査を行う必要があるとき

60日
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②
医療機関、検査機関その他の専門機関による診断・鑑定・審査等の結果について
照会を行う必要があるとき

90日
③

この会ならびに共済契約者および共済金受取人以外の個人または機関に対して客
観的事実、科学的知見または専門的見地からの意見もしくは判断を求めるための
確認が必要なとき

④
後遺障害の内容およびその程度を確認するための医療機関による診断、後遺障害
の認定にかかる専門機関による審査等の結果について照会を行う必要があるとき

120日

⑤
弁護士法（昭和24年６月10日法律第205号）その他法令にもとづく照会が必要
なとき

180日
⑥

警察、検察、消防その他の公の機関による調査・捜査の結果について照会を行う
必要があるとき

⑦

災害対策基本法（昭和36年11月15日法律第223号）にもとづき設置された中
央防災会議において専門調査会が設置された首都直下地震、東海地震、東南海・
南海地震またはこれらと同規模の損害が発生するものと見込まれる広域災害が発
生したとき

360日

(6)�　この会が必要な調査を行うにあたり、共済契約関係者が正当な理由がないのに当該調査を妨げ、
またはこれに応じなかった場合（必要な協力を行わなかった場合を含みます。）には、これによりそ
の調査が遅延した期間について、(5)に規定する期間に算入しないものとし、また、その調査が遅延
した期間は共済金を支払わないものとします。

(7)�　この会は、共済掛金の返還の請求または返戻金の請求の原因となる事実が発生した日または必
要な請求書類がすべてこの会に到着した日のいずれか遅い日の翌日以後30日以内に、この会の
指定した場所で共済契約者に支払うものとします。

３．指定代理請求人または代理請求人による共済金等の代理請求
(1)�　指定代理請求人が指定されている共済契約において、共済契約者が共済金等（いかなる名称で

あるかを問いません。また、返戻金および共済掛金の返還を含みます。以下、この項目において
同じです。）を請求できないつぎの①または②のいずれかの特別な事情がある場合には、指定代理
請求人が別表第５「各共済金請求の提出書類」に規定する書類を提出して、共済金等を請求するこ
とができます。

	 ①　共済金等の請求を行う意思表示が困難であるとこの会が認めたとき。
	 ②�　その他①に準じる状態（共済契約者が死亡した場合を除きます。）であるとこの会が認めたとき。
(2)�　(1)の共済金等の請求を行う場合、指定代理請求人は、請求時において第１章「16．指定代理

請求人」(２)に定める範囲内のいずれかの人であることを要します。
(3)�　共済契約者に共済金等を請求できない(1)に定める特別な事情があり、かつ、つぎの①から③ま

でのいずれかをみたす場合には、代理請求人が別表第５「各共済金請求の提出書類」に規定する
書類を提出して、この会の承諾を得て、共済金等を請求することができます。

	 ①�　指定代理請求人が共済金等請求時に第１章「16．指定代理請求人」(２)に定める範囲外である
とき。

	 ②�　指定代理請求人が指定されていないとき（指定代理請求人の指定が撤回されている場合、ま
たは指定代理請求人が死亡している場合を含みます。）。

	 ③�　指定代理請求人に共済金等を請求できない特別な事情があるとき（なお、「特別な事情」とは、
共済金等の請求を行う意思表示が困難であるとこの会が認めたときをいいます。以下、(4)にお
いて同じです。）。

(4)�　(3)の共済金等の請求を行う場合、代理請求人は、請求時においてつぎの①または②のいずれ
かの人であることを要します。

	 ①　共済契約者と同居し、または共済契約者と生計を一にする共済契約者の配偶者
	 ②�　①に規定する人がいない場合、または①に規定する人に共済金等を請求できない特別な事情

がある場合には、共済契約者と同居し、または共済契約者と生計を一にする共済契約者の３親
等内の親族

(5)�　(1)から(4)までの規定にかかわらず、つぎの①から③までのいずれかに該当する場合には、指
定代理請求人または代理請求人は共済金等を請求することができません。

	 ①�　共済契約者の代理人に、共済金等の請求に関する代理権または同意権が付与されている登
記があるとき。

	 ②�　指定代理請求人または代理請求人が、故意または重大な過失により共済事故を生じさせたと
き。

	 ③�　指定代理請求人または代理請求人が、故意または重大な過失により、共済契約者を(1)の①
または②の状態に該当させたとき。

(6)�　この会は、(1)から(5)までの規定により共済金等を指定代理請求人または代理請求人に支払っ
た場合には、その後重複して当該共済金等の請求を受けても、共済金を支払いません。

第5章　共済掛金の払込み

1. 共済掛金の払込み
(1)　共済掛金の払込方法は、月払、半年払、年払または一括払とします。
(2)�　長期契約または短期契約の共済掛金の払込方法および払い込むべき共済掛金の額については、

この会が定めるところによります。
(3)�　共済掛金の払込方法が月払または半年払である共済契約の第２回以後の共済掛金は、払込方

法別応当日の前日までに払い込まなければなりません。
(4)　�(3)で払い込むべき共済掛金は、払込方法別応当日からその翌払込方法別応当日の前日までの

期間に対応する共済掛金とします。
(5)�　この会は、(3)の規定にかかわらず、共済掛金の払込方法が月払または半年払である共済契約の

第２回以後の共済掛金の払込みについて、払込方法別応当日の前日の属する月の末日（以下「払
込期日」といいます｡）までとすることができます。

2. 共済掛金の払込場所
(1)　共済掛金は、この会の事務所またはこの会の指定する場所に払い込まなければなりません。
(2)�　共済契約者等は、「Ⅵ　掛金口座振替特則条項」に規定する掛金口座振替特則を付帯することに

より、当該共済契約の共済掛金をこの会の指定した金融機関等を通じて口座振替により払い込む
こと（以下「口座振替扱」といいます。）ができます。

(3)�　共済契約者等は、「Ⅶ　クレジットカード払特則条項」に規定するクレジットカード払特則を付帯す
ることにより、当該共済契約の初回掛金を、指定するクレジットカード発行会社（以下「カード会社」
といいます。）を通じて、当該カード会社の発行するクレジットカード（以下「クレジットカード」といい
ます。）により、払い込むこと（以下「クレジットカード扱」といいます。）ができます。

第6章　共済掛金払込みの猶予期間および共済契約の失効

1. 共済掛金の払込猶予期間
(1)�　この会は、第２回以後の共済掛金の払込みについて、払込期日の翌日から１か月間の払込猶予

期間を設けます。
(2)�　(1)の規定にかかわらず、掛金口座振替特則を付帯した場合には、第２回以後の共済掛金の払

込猶予期間については、払込期日の翌日から３か月間となります。
(3)�　地震、津波、噴火その他これらに類する天災によりその払込みが一時困難であると認められる

場合には、この会は、(1)および(2)に規定する払込猶予期間を延長することができます。
2. 共済契約の失効
　共済掛金の払込猶予期間内に共済掛金が払い込まれない場合は、共済契約は、つぎのときに効力
を失い、共済契約は消滅します。この場合、この会はその旨を共済契約者に通知します。
(1)　発効日または更新日が月の１日である共済契約については、払込期日の翌日の午前零時
(2)　発効日が月の１日でない共済契約については、払込期日の属する月の発効応当日の午前零時
3. 共済掛金払込猶予期間中の共済金の支払い
(1)�　この会は、共済掛金の払込猶予期間中に共済事故が発生し、共済金の請求を受けた場合におい

て、未払込共済掛金があるときは、共済金から未払込共済掛金の全額を差し引いて支払うこと（以
下「共済金の差額支払い」といいます。）ができるものとします。

(2)�　(1)の規定にかかわらず、未払込共済掛金の全額が共済金の額をこえているとき、または共済契
約者の申し出により共済金の差額支払いを行わないときは、共済契約者は、未払込共済掛金の全
額を払い込まなければなりません。なお、払込猶予期間中に未払込共済掛金の全額の払込みがさ
れない場合は、この会は、共済金を支払いません。

第7章　共済契約の取消し、無効、解除および消滅

1. 詐欺等による共済契約の取消し
(1)�　この会は、共済契約者の詐欺または強迫によって、共済契約を締結した場合には、当該共済契

約を取り消すことができます。
(2)　(1)の規定による取消しは、共済契約者に対する通知により行います。
(3)�　(2)において、共済契約者の所在不明、死亡その他の理由で共済契約者に通知できない場合に

は、共済金受取人または共済契約者の推定相続人（以下「共済金受取人等」といいます。）に対する
通知により行うことができます。なお、共済金受取人等が２人以上いるときは、共済金受取人等の
１人に対する通知により行うことができます。また、共済金請求権のうえに質権設定されている契
約であるときは、質権者に対する通知により行うことができます。

2. 共済金の不法取得目的による無効
　この会は、共済契約者が共済金を不法に取得する目的または他人に共済金を不法に取得させる目
的をもって共済契約の締結をした場合には、その共済契約を無効とし、共済掛金を返還しません。ま
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た、すでに支払われた共済金および返戻金の返還を請求します。
3. 共済契約の無効
(1)�　つぎの①から⑩までのいずれかに該当する場合には、共済契約の全部または一部を無効としま

す。
	 ①�　共済契約の発効日または更新日において、共済の目的である建物が、第１章「５．共済の目的とす

ることのできる建物」の規定により共済の目的とすることのできる建物の範囲外であるとき、または
共済の目的である家財が、第１章「６．共済の目的とすることのできる家財」の規定により共済の目
的とすることのできる家財の範囲外であるときは、その範囲外となる部分に対応する共済契約。

	 ②�　共済契約の発効日において、共済の目的である建物または共済の目的である家財を収容する
建物について、70パーセント以上の損壊、焼失または流失が発生していたとき。

	 ③�　大規模地震対策特別措置法（昭和53年６月15日法律第73号）第９条（警戒宣言等）第１項に
もとづく地震災害に関する警戒宣言（以下「警戒宣言」といいます。）が発せられたときは、同法第３
条（地震防災対策強化地域の指定等）第１項の規定により地震防災対策強化地域として指定され
た地域のうち、当該警戒宣言にかかる地域内に所在する共済の目的について当該警戒宣言が発
せられた時から同法第９条（警戒宣言等）第３項の規定にもとづく地震災害に関する警戒解除宣
言が発せられた日（当該警戒宣言にかかる大規模な地震が発生した場合は、財務大臣が地震保険
審査会の議を経て告示により指定する日）までの間に、申し込まれた自然災害共済契約。ただし、
更新契約または共済契約の中途変更において、基本契約共済金額の増額の申し出がされた場合
には、その増額された部分の基本契約共済金額に対応する共済契約とします。

	 ④�　基本契約の共済金額が、第２章「１．基本契約共済金額」(2)および(3)に規定する最高限度を
こえていたときは、そのこえた部分の共済金額に対応する共済契約

	 ⑤�　自然災害共済契約の共済金額が、付帯される火災共済契約の共済金額をこえていたときは、
そのこえた部分の共済金額に対応する共済契約

	 ⑥�　共済契約の発効日、更新日または変更承諾日において、「Ⅱ　借家人賠償責任特約条項」にお
ける第１章「１．借家人賠償責任特約締結の要件」に規定する要件をみたしていないときは、対
応する借家人賠償責任特約

	 ⑦�　借家人賠償責任特約の共済金額が、「Ⅱ　借家人賠償責任特約条項」における第２章「１．借家
人賠償責任特約共済金額」に規定する最高限度をこえていたときは、そのこえた部分の共済金
額に対応する借家人賠償責任特約

	 ⑧�　第１章「７．共済契約締結の単位」に規定する建物１棟およびそこに収容される共済の目的で
ある家財につき、複数の類焼損害保障特約が締結されていたときは、重複して締結する類焼損
害保障特約

	 ⑨�　同一の共済契約者により同一の共済の目的である家財に複数の盗難保障特約が付帯されて
いたときは、重複して締結する盗難保障特約

	 ⑩　共済契約者の意思によらないで共済契約の申込みがされていたとき
(2)�　この会は、(1)の場合において、当該共済契約の共済掛金の全部または一部を共済契約者に返

還します。この場合において、当該共済契約が更新されたものであり、かつ、それ以前の共済契約
が(1)の①から⑩までの規定のいずれかに該当するときは、３年間分を限度として共済契約の共済
掛金を返還するものとします。

(3)�　この会は、(1)の規定により共済契約が無効であった場合には、すでに支払われた共済金および
返戻金の返還を請求することができます。

4. 共済契約の解約
(1)�　共済契約者は、いつでも将来に向かって共済契約を解約することができます。ただし、共済金請

求権のうえに質権が設定されている場合の解約権は、質権者の同意を得た後でなければ行使でき
ません。

(2)�　解約する場合には、この会所定の書類に解約の日などの必要事項を記入し、署名押印のうえ、
この会に提出してください。

(3)�　解約の効力は、(2)の解約の日または(2)の書面がこの会に到達した日のいずれか遅い日の翌日
の午前零時から生じます。

5. 重大事由による共済契約の解除
(1)�　この会は、つぎの①から④までのいずれかに該当する場合には、共済契約（共済契約者でない

共済契約関係者または共済契約者でない共済金受取人が③のみに該当した場合はその人にかか
る部分に限ります。以下この項目ならびに「11．返戻金の払戻し」において同じです。）を将来に向
かって解除することができます。

	 ①�　この共済契約にもとづく共済金の請求および受領に際し、共済金受取人が詐欺行為を行い、
または行おうとしたとき。

	 ②�　共済契約関係者が、この会に、この共済契約にもとづく共済金を支払わせることを目的として、
共済事故を発生させ、または発生させようとしたとき。

	 ③　共済契約関係者または共済金受取人が、つぎのいずれかに該当するとき。
		  ア　反社会的勢力に該当すると認められること。

		  イ�　反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与をしていると認め
られること。

		  ウ　反社会的勢力を不当に利用していると認められること。
		  エ�　法人である場合において、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、またはその法人の経

営に実質的に関与していると認められること。
		  オ�　その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること。
	 ④�　①から③までのいずれかに該当するほか、この会の共済契約関係者または共済金受取人に対

する信頼を損ない、この共済契約の存続を困難とする重大な事由があるとき。
(2)�　(1)の規定により共済契約を解除した場合においては、その解除が共済事故発生ののちになさ

れたときであっても、この会は、(1)の①から④までに規定する事実が発生した時から解除された時
までに発生した共済事故にかかる共済金を支払いません。また、すでに共済金を支払っていたとき
は、共済金の返還を請求します。

(3)�　(2)の規定にかかわらず、共済契約関係者または共済金受取人が(1)の③のいずれかに該当する
ことにより、(1)の規定による解除がなされた場合には、(2)の規定は、つぎの共済金については適
用しません。

	 ①　(1)の③のいずれにも該当しない共済金受取人に支払われるべき共済金
	 ②�　(1)の③のいずれかに該当する共済金受取人に生じた共済事故にかかる「Ⅱ　借家人賠償責任

特約条項」における第３章「１．借家人賠償責任特約共済金の支払い」(4)の損害賠償共済金
(4)�　(1)の規定による解除は、共済契約者に対する通知により行います。
(5)�　(4)において、共済契約者の所在不明、死亡その他の理由で共済契約者に通知できない場合は、

共済金受取人等に対する通知により行うことができます。なお、共済金受取人等が２人以上いると
きは、共済金受取人等の１人に対する通知により行うことができます。また、共済金請求権のうえ
に質権設定されている契約であるときは、質権者に対する通知により行うことができます。

6. 告知義務違反による共済契約の解除
(1)�　共済契約者が、共済契約締結または第１章「13．共済契約の更新」(4)から(7)までの規定によ

る更新もしくは第８章「４．共済契約の中途変更」(1)から(4)までの規定による変更の当時（以下、
この項目において「共済契約締結時」といいます。）、故意または重大な過失により質問事項につい
て、事実を告げず、または事実でないことを告げた場合には、この会は将来に向かって解除するこ
とができます。

(2)�　(1)の規定にかかわらず、つぎの①から③までのいずれかに該当する場合には、共済契約を解除
することができません。

	 ①�　共済契約締結時において、この会が(1)の事実を知っていたとき、または過失により知らなかっ
たとき。

	 ②�　この会のために共済契約の締結の媒介を行うことができる人（この会のために共済契約の締
結の代理を行うことができる人を除きます。以下「共済媒介者」といいます。）が、共済契約者が
事実の告知をすることを妨げたとき。

	 ③�　共済媒介者が、共済契約者に対し、事実の告知をせず、または事実でないことの告知をする
ことを勧めたとき。

(3)�　(2)の②および③の規定は、共済媒介者の行為がなかったとしても共済契約者が(1)の事実の告
知をせず、または事実でないことの告知をしたと認められる場合には、適用しません。

(4)�　(1)の規定により共済契約を解除した場合において、その解除が共済事故発生ののちにされた
ときであっても、この会は、解除の原因となった事実が発生したときから解除されたときまでに発
生した共済事故にかかる共済金を支払いません。また、すでに共済金を支払っていたときは、共済
金の返還を請求します。ただし、共済契約者が、当該共済事故の発生が解除の原因となった事実
によらなかったことを証明した場合は除きます。

(5)�　(1)の規定による解除権は、つぎの①または②のいずれかに該当する場合には、消滅します。
	 ①　この会が解除の原因を知ったときから解除権を１か月間行使しなかったとき。
	 ②　この会が共済契約の申込みの承諾を共済契約者等に通知してから５年を経過したとき。
(6)�　(1)の規定による解除は、共済契約者に対する通知により行います。
(7)�　(6)において、共済契約者の所在不明、死亡その他の理由で共済契約者に通知ができない場合

は、共済金受取人等に対する通知により行うことができます。なお、共済金受取人等が２人以上い
るときは、共済金受取人等の１人に対する通知により行うことができます。また共済金請求権のう
えに質権設定されている契約であるときは、質権者に対する通知により行うことができます。

7. 通知義務による共済契約の解除
(1)�　第８章「３．通知義務」(1)の②、③、④、⑥および⑦の事実の発生により危険増加（質問事項につ

いての危険が高くなり、この共済契約で定められている共済掛金がその危険を計算の基礎として
算出される共済掛金に不足する状態にあることをいいます。）が生じた場合において、共済契約者
が故意または重大な過失により事実の発生を遅滞なく通知しなかったときは、この会は、共済契約
を将来に向かって解除することができます。

(2)�　(1)の規定による解除権は、つぎの①または②のいずれかに該当する場合には、消滅します。

●41 ●42



	 ①　この会が解除の原因を知ったときから解除権を１か月間行使しなかったとき。
	 ②　危険増加が生じたときから5年を経過したとき。
(3)�　(1)の規定により共済契約を解除した場合において、その解除が共済事故発生ののちにされた

ときであっても、この会は、危険が増加したときから解除されたときまでに発生した共済事故にか
かる共済金を支払いません。また、すでに共済金を支払っていたときは、共済金の返還を請求しま
す。ただし、共済契約者が、当該共済事故の発生が危険増加をもたらした事実によらなかったこと
を証明した場合は除きます。

(4)�　(1)の規定にかかわらず、第８章「３．通知義務」(1)の②、③、④、⑥および⑦の事実の発生によ
り危険増加が生じ、この共済契約の引受範囲をこえることとなったときは、この会は共済契約の全
部または一部を将来に向かって解除することができます。

(5)�　(4)の規定により共済契約を解除した場合において、その解除が共済事故による損害発生のの
ちにされたときであっても、この会は、危険増加が生じたときから解除されたときまでに発生した
共済事故にかかる共済金を支払いません。また、すでに共済金を支払っていたときは、共済金の
返還を請求します。

(6)�　(1)および(4)の規定による解除は、共済契約者に対する通知により行います。
(7)�　(6)において共済契約者の所在不明、死亡その他の理由で共済契約者に通知できない場合は、

共済金受取人等に対する通知により行うことができます。なお、共済金受取人等が２人以上いると
きは、共済金受取人等の１人に対する通知により行うことができます。また共済金請求権のうえに
質権設定されている契約であるときは、質権者に対する通知により行うことができます。

8. 共済契約の消滅
(1)�　共済の目的につき、つぎの①から③までのいずれかの事実が発生した場合において、当該事実

の発生したときに共済契約は消滅します。
	 ①　滅失
	 ②　解体
	 ③�　共済契約関係者以外の人への譲渡（法令にもとづく収用または買収による所有権の移転を含

みます。）。ただし、親族または共済契約の発効日もしくは更新日において共済契約関係者であっ
た人への譲渡につき、第８章「１．共済契約による権利義務の承継」(1)および(2)の規定にもと
づき、この会が共済契約による権利義務の承継を認めた場合を除きます。

(2)�　共済の目的である建物または共済の目的である家財を収容する建物について、70パーセント
以上の損壊、焼失または流失が発生した場合において、当該事実の発生したときに共済契約は消
滅します。

9. 付帯される自然災害共済契約との関係
　火災共済契約に自然災害共済契約が付帯されている場合において、火災共済契約が共済期間の中
途において終了したときまたは共済期間の満了により終了したときは、付帯される自然災害共済契約
も同時に終了します。
10. 取消しの場合の共済掛金の返還および共済金等の取扱い
　この会は、「１．詐欺等による共済契約の取消し」の規定により、共済契約を取り消した場合には共済
掛金を返還しません。また、すでに支払われた共済金および返戻金の返還を請求します。
11.返戻金の払戻し
(1)�　この会は、つぎの①から③までのいずれかに該当する場合には、当該共済契約の未経過共済期

間（１か月にみたない端数日を切り捨てます。以下この項目において同じです。）に対する返戻金を
共済契約者に払い戻します。

	 ①�　「４．共済契約の解約」「５．重大事由による共済契約の解除」「６．告知義務違反による共済契約
の解除」「７．通知義務による共済契約の解除」「８．共済契約の消滅」(1)の②または③の規定によ
り、共済契約が解約され、解除され、または消滅したとき。

	 ②�　火災共済契約については、「８．共済契約の消滅」(1)の①または(2)の規定により共済契約が
消滅し、かつ、第３章「２．基本契約共済金の支払い」(1)または(2)の共済金が支払われないとき。

	 ③�　自然災害共済契約については、「８．共済契約の消滅」(1)の①または(2)の規定により共済契約
が消滅し、かつ、第３章「２．基本契約共済金の支払い」(13)から(15)までの共済金が支払われない
とき。

(2)�　(1)の規定により払い戻す共済掛金の額は、すでに収入した共済掛金の額から既経過共済期間
（１か月にみたない端数日は切り上げます。以下同じです。）の共済掛金の額を差し引いた額とし、
その既経過共済期間の共済掛金の額についてはつぎのとおりとします。

	 ①　既経過共済期間の月数が６か月未満のとき
		  　月払共済掛金の額×既経過共済期間の月数
	 ②　既経過共済期間の月数が６か月以上12か月未満のとき
		  　半年払共済掛金の額＋月払共済掛金の額×（既経過共済期間の月数－６）
	 ③　既経過共済期間の月数が12か月以上のとき
		  　年払共済掛金の額＋月払共済掛金の額×（既経過共済期間の月数－12）
(3)�　(1)の規定にかかわらず、共済契約が消滅した場合であっても、火災共済契約については第３章

「２．基本契約共済金の支払い」(1)または(2)の共済金が支払われたとき、また、自然災害共済契
約については第３章「２．基本契約共済金の支払い」(13)から(15)までの共済金が支払われたとき
には、この会は、当該共済契約の未経過共済期間に対する返戻金を共済契約者に払い戻しません。

12. 消滅の場合の未払込共済掛金の精算
　「８．共済契約の消滅」(1)の①または(2)の規定により共済契約が消滅し、かつ、共済金を共済契約
者または共済金受取人に支払う場合において、当該共済契約に未払込共済掛金があるときは、共済掛
金の払込猶予期間中であっても、その金額を共済金から差し引きます。

第8章　共済契約の変更

1. 共済契約による権利義務の承継
(1)�　共済契約者は、この会の承諾を得て、共済契約による権利義務を第三者に承継させることがで

きます。ただし、この場合のあらたに共済契約者となるべき人は、承継の申し出の日において共済
の目的との関係がつぎの①または②のいずれかに該当する人でなければなりません。

	 ①　共済の目的の所有者
	 ②　①の人と生計を一にする親族
(2)�　共済契約者が「３．通知義務」(1)の⑤の規定にもとづき共済の目的の譲渡につきこの会に通知す

る場合において、その共済の目的の譲渡が親族または共済契約の発効日もしくは更新日において
共済契約関係者であった人への譲渡であるときは、共済契約者は、(1)の規定にもとづき、この会
の承諾を得て、共済契約による権利義務を承継させることができます。

(3)�　共済契約者が死亡した場合には、相続人がこの会の承諾を得て、共済契約による権利義務を承
継することができます。

(4)�　共済契約者が死亡してから当該共済期間の満了日までに(3)の規定による承継手続がなされな
かった場合において、その共済契約は、その満了日の翌日の午前零時に消滅します。

(5)�　(1)および(3)の規定により共済契約者になる人は、この会の会員である組合の組合員とならな
ければなりません。

2. 氏名または住所の変更
　共済契約者は、つぎの（1）から（3）までについて変更がある場合には、遅滞なくこの会の定める書
式により、その旨をこの会に通知しなければなりません。
(1)　共済契約者の氏名、住所または住居表示
(2)　共済の目的の所在地の住居表示
(3)　第１章「16．指定代理請求人」(2)に規定する指定代理請求人の氏名
3. 通知義務
(1)�　共済契約者は、つぎの①から⑨までのいずれかの事由が発生した場合には、遅滞なく、この会

の定める書式によりその旨をこの会に通知しなければなりません。ただし、その事実がなくなった
後は、この限りではありません。

	 ①　他の契約等を締結すること。
	 ②�　共済の目的である建物または共済の目的である家財を収容する建物の用途もしくは構造を変

更し、または当該建物を改築し、もしくは増築すること。
	 ③�　共済の目的である建物または共済の目的である家財を収容する建物を、継続して30日以上

空家または無人とすること。ただし、第１章「５．共済の目的とすることのできる建物」(2)の①ま
たは②の規定により１年以内に人が入居することを条件として、この会が共済の目的として承諾
した建物にあっては、１年をこえて空家または無人とすること。

	 ④　共済の目的を移転または変更すること。
	 ⑤�　共済の目的である建物につき、滅失し、解体し、もしくは共済契約関係者以外の人に譲渡する

こと、または共済の目的である家財を収容する建物につき、滅失し、もしくは解体すること。
	 ⑥�　共済の目的である建物または共済の目的である家財を収容する建物につき当該共済契約が対

象とする共済事故以外による損害が生じたこと。ただし、その損害が軽微である場合は除きます。
	 ⑦�　②から⑥までの事由以外で、共済の目的である建物が、第１章「５．共済の目的とすることの

できる建物」の規定により共済の目的とすることのできる建物の範囲外となること、または共済
の目的である家財が、第１章「６．共済の目的とすることのできる家財」の規定により共済の目的
とすることのできる家財の範囲外となること。

	 ⑧　共済の目的である家財を収容する建物に居住する同居家族数が変更となること。
	 ⑨�　借家人賠償責任特約を付帯する共済契約にあっては、「Ⅱ　借家人賠償責任特約条項」におけ

る第１章「１．借家人賠償責任特約締結の要件」に規定する要件をみたさなくなること。
(2)�　この会は、(1)の通知を受けて、第７章「７．通知義務による共済契約の解除」(4)の規定を適用せ

ず共済契約の継続を承諾するときは、その旨を共済契約者に通知します。この場合において、通
知の内容が(1)の③の事由の発生である場合には、この会は、この会が定める基準により当該建物
の適正な維持管理ができると認められる場合に限り、共済契約の継続を承諾します。

(3)�　共済契約者は、この会が(1)の事由の発生に関する事実の確認のために行う共済の目的の検査
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を正当な理由がないのに拒み、または妨げてはなりません。
4. 共済契約の中途変更
(1)�　共済契約者は、共済期間の中途において「２．氏名または住所の変更」および「３．通知義務」に規

定する内容以外の証書記載の内容の変更の申し出をする場合には、この会の定める書式により必
要となる事項を記載し、署名押印のうえこの会に提出しなければなりません。

(2)�　(1)の場合にあっては、共済契約者は、質問事項について、事実を正確に告げなければなりません。
(3)�　共済契約者は、(1)に規定するもののほか、この会が定める基準により、この会の指定する書類

を提出しなければなりません。
(4)�　この会は、(1)の申し出の内容を審査し、その申し出を承諾するか否かを決定し、その諾否を共

済契約者に通知します。この場合において、承諾しない場合には、変更の申し出はなかったものと
みなします。

(5)�　(1)の申し出をこの会が承諾した場合には、変更承諾日から変更の効力を生じるものとします。
5. 共済掛金の返還または追徴
(1)�　共済期間の中途において、「３．通知義務」または「４．共済契約の中途変更」にもとづいて共済契

約を変更し、共済掛金の額が変更となるときには、この会は、未経過期間に対する変更前の共済
契約にもとづく共済掛金の額と変更後の共済契約にもとづく共済掛金の額との差を計算し、その
額を返還し、または追徴します。

(2)�　(1)に規定する未経過期間は、「３．通知義務」にもとづく通知の日の翌日または「４．共済契約の
中途変更」にもとづく変更承諾日からその直後の払込方法別応当日の前日までの期間とします。た
だし、１か月にみたない端数日を切り捨てます。

(3)�　(1)の規定にもとづき、この会が、追徴となる共済掛金（「追加共済掛金」といいます。以下同じ
です。）を請求した場合において、共済契約者は、この会が定める基準によりこの会が指定する期
日までに追加共済掛金を払い込まなければなりません。

(4)�　この会は、(3)のこの会が指定する期日までに追加共済掛金の全額の払込みがない場合は、共済
契約を将来に向かって解除することができます。

(5)�　(2)に規定する未経過期間に共済事故が発生し、共済金の請求を受けた場合において、(3)のこ
の会が指定する期日までに追加共済掛金の全額の払込みがされないときは、共済契約の変更がさ
れなかったものとして、変更前の共済契約にもとづく共済金を支払います。

(6)�　この会の規定する共済掛金の額が、共済期間の中途で改正された場合であっても、この会は、
当該共済契約の共済期間が満了するまでは、共済掛金の返還または追徴を行いません。

6. インターネット扱
　共済契約者は、「Ⅷ　インターネット特則条項」に規定するインターネット特則を付帯することによ
り、書面の提出に代えて電磁的方法で共済契約の保全（「Ⅷ　インターネット特則条項」における「３．
共済契約の保全」に規定する事項をいいます。以下同じです。）の手続をすることができます（以下「イ
ンターネット扱」といいます。）。

第9章　雑　則

1. 期間の計算
(1)　この契約規定において月または年をもって期間をいう場合には、期間の初日を算入します。
(2)�　この契約規定において月または年をもって期間をいう場合の期間の満了日は、この契約規定に

おいて、特に規定のあるときを除き、その起算の日の当該応当日の前日とします。
(3)�　応当日において､該当する月に応当する日がない場合には、その月の末日を応当日とみなします。
2. 時　効
(1)�　この会は、共済金受取人が共済事故の発生した日の翌日から起算して、共済金の請求手続を３

年間行わなかった場合には、共済金を支払う義務を免れます。
(2)�　この会は、共済契約者が共済掛金の返還または返戻金の請求の原因となる事実が発生した日の

翌日から起算して、その請求手続を３年間行わなかった場合には、共済掛金を返還する義務また
は返戻金を払い戻す義務を免れます。

(3)�　共済金受取人は、この会が共済金の返還の原因となる事実が発生した日の翌日から起算して、
その請求手続を３年間行わなかった場合には、共済金返還の義務を免れます。

(4)�　共済契約者は、この会が共済掛金または返戻金の返還の原因となる事実が発生した日の翌日か
ら起算して、その請求手続を３年間行わなかった場合には、共済掛金または返戻金を返還する義
務を免れます。

3. 残存物および盗難品の権利の帰属
(1)�　この会が共済金を支払った場合でも、共済の目的の残存物について共済契約者および共済金受

取人が有する所有権その他の物権は、この会がこれを取得する旨の意思表示をしない限り、この
会に移転しません。

(2)�　盗取された共済の目的について、この会が第３章「２．基本契約共済金の支払い」(15)の共済金
を支払う前にその共済の目的が回収された場合には、第３章「２．基本契約共済金の支払い」(15)

の②イの費用を除き、盗取の損害は生じなかったものとみなします。
(3)�　この会は、盗取された共済の目的について、第３章「２．基本契約共済金の支払い」(15)の①ア

およびイの共済金を支払った場合には、この会が支払った共済金の額の共済の目的の価額に対す
る割合に応じて、その共済の目的について共済契約者および共済金受取人が有する所有権その他
の物権を取得します。

(4)�　盗取された共済の目的について、第３章「２．基本契約共済金の支払い」(15)の①アおよびイの
共済金を支払った後に、その盗取された共済の目的が発見された場合には、共済金受取人は、支
払いを受けた共済金から盗取された共済の目的を回収するために支出した費用を控除した残額を
この会に支払って、その共済の目的の所有権その他の物権を取得することができます。

4. 代　位
(1)�　損害が生じたことにより共済金受取人が損害賠償請求権その他の債権（共同不法行為等の場合

における連帯債務者相互間の求償権を含みます。）を取得した場合において、この会がその損害に
対して共済金を支払ったときは、その債権はこの会に移転します。ただし、移転するのはつぎのい
ずれかの額を限度とします。

	 ①　この会が損害の額の全額を共済金として支払った場合
		  　共済金受取人が取得した債権の全額
	 ②　①以外の場合
		  　共済金受取人が取得した債権の額から、共済金が支払われていない損害の額を差し引いた額
(2)�　(1)の②の場合において、この会に移転せずに共済金受取人が引き続き有する債権は、この会

に移転した債権よりも優先して弁済されるものとします。
(3)�　共済金受取人は、この会が取得する(1)の債権または(2)の債権の保全および行使ならびにその

ためにこの会が必要とする証拠および書類の入手に協力しなければなりません。この場合におい
て、この会に協力するために必要な費用は、この会の負担とします。

5. 質入れをする場合
　共済金を請求する権利を質入れする場合には、この会の承諾を受けるものとします。
6. 事業の休止または廃止
　この会は、この共済事業の全部または一部を休止し、または廃止する場合には、その理由および当
該事業の休止または廃止に伴う共済契約の処理方法について、あらかじめ、厚生労働大臣に届け出る
ものとします。
7. 管轄裁判所
　この共済契約における共済金等の請求等に関する訴訟については、この会の主たる事務所の所在
地または共済契約者あるいは共済金受取人の住所地を管轄する日本国内にある地方裁判所をもっ
て、合意による管轄裁判所とします。
8. 身体障害等級別支払割合表の変更
(1)�　別表第１「身体障害等級別支払割合表」中の「障害等級」欄および「身体障害」欄は、施行規則別表

第１「障害等級表」（以下「障害等級表」といいます。）中の「障害等級」欄および「身体障害」欄によるも
のとし、当該施行規則が改正され、障害等級表の内容が変更された場合には、共済事故発生時にお
いて現に効力を有する同障害等級表中の「障害等級」欄および「身体障害」欄によるものとします。

(2)�　(1)の規定にかかわらず、この会が、特に必要と認めた場合には、厚生労働大臣の認可を得て、
将来に向かって、別表第１「身体障害等級別支払割合表」を変更することができます。ただし、この
場合には、この会は、共済契約者にあらかじめその旨を通知します。

(3)�　(2)の通知があり、共済契約者が別表第１「身体障害等級別支払割合表」の変更を承諾しないと
きには、(2)の規定により変更した「身体障害等級別支払割合表」が適用される日の前日までに、そ
の旨をこの会に通知してください。

(4)�　この会は、共済契約者から(3)の通知があったときには、当該共済契約者の共済契約は、(2)の
規定により変更した「身体障害等級別支払割合表」が適用される日の前日をもって解約されたもの
とみなします。

(5)�　この会は、(3)の通知がなされないまま、(2)の規定により変更した「身体障害等級別支払割合
表」が適用される日を経過したときは、共済契約者が「身体障害等級別支払割合表」の変更を承諾
したものとみなします。

9. 通知の方法
　共済契約者または共済金受取人等に対するこの会の通知は、つぎの住所または住居表示に発すれ
ば足りるものとします。
(1)　第１章「11．共済契約の申込みと成立」(1)の⑤の住所
(2)　第１章「13．共済契約の更新」(4)の⑤の住所
(3)　第８章「２．氏名または住所の変更」による通知を受けた場合その住所または住居表示
(4)　第８章「３．通知義務」(1)の④による通知を受けた場合はその住所または住居表示
10. 定めのない事項の取扱い
　この契約規定に規定していない事項については、日本国法令にしたがいます。
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Ⅱ　借家人賠償責任特約条項

第1章　借家人賠償責任特約の締結

1. 借家人賠償責任特約締結の要件
　借家人賠償責任特約は、その申込みが、基本契約に付帯してなされた場合であり、かつ、つぎの(1)
から(3)までのすべてに該当する場合に限り、締結するものとします。
(1)　借用戸室が基本契約家財を収容するとき。
(2)　借用戸室が共済契約関係者の所有でないとき。
(3)�　被共済者とその借用戸室の貸主（転貸人を含みます。以下同じです。）との間で、借用戸室の賃

貸借契約または使用貸借契約がされているとき。
2. 借家人賠償責任特約における定義
(1)　この特約において使用する用語の定義は、つぎのとおりとします。

用　語 定　義

借用戸室 被共済者が借用する建物の戸室をいいます。この場合において、借用戸
室を有する建物が併用住宅のときは、もっぱら居住する部分をいいます。

基本契約家財 共済の目的である家財をいいます。

(2)�　この特約において、以下の用語の定義は、「Ⅰ　一般条項」における第１章「２．定義」の用語の定
義にかかわらず、つぎのとおりとします。

用　語 定　義

代理請求人 被共済者が共済金を請求できない場合に、共済金の代理請求をすることが
できる人をいいます。

3. 被共済者の範囲
　この特約における被共済者は、「Ⅰ　一般条項」における第１章「４．被共済者の範囲」の規定にかかわ
らず、借用戸室の借主とします。ただし、借用戸室の借主は共済契約関係者でなければなりません。
4. 共済金受取人
　この特約における共済金受取人は、「Ⅰ　一般条項」における第１章「15．共済金受取人」の規定にか
かわらず、被共済者とします。

第2章　借家人賠償責任特約共済金額

1. 借家人賠償責任特約共済金額
(1)　借家人賠償責任特約１口についての共済金額は、10万円とします。
(2)　借家人賠償責任特約共済金額の最高限度は4,000万円とします。
(3)�　同一の借用戸室について、借家人賠償責任特約を分割して締結する場合には、分割されたすべ

ての借家人賠償責任特約共済金額の合計額が、(2)の額をこえない範囲で借家人賠償責任特約共
済金額を設定することができます。

第3章　借家人賠償責任特約共済金の支払い

1. 借家人賠償責任特約共済金の支払い
(1)　共済金を支払う事由（支払事由）
　共済期間中に発生した被共済者の責に帰すべき事由に起因するつぎの①から③までのいずれかの
事故により、基本契約家財を収容する借用戸室が損壊または焼失した場合において、被共済者が借
用戸室についてその貸主に対して法律上の損害賠償責任を負担することによってこうむる損害に対し
て、共済金を支払います。
	 ①　火災
	 ②　破裂または爆発
	 ③�　給排水設備または洗濯機・浴槽等設備の事故に伴う漏水、放水またはいっ水による水ぬれ（以

下「漏水等」といいます。）
(2)　借家人賠償責任特約共済金の種類は、つぎのとおりとします。
	 ①　損害賠償共済金
	 ②　賠償費用共済金
(3)�　同一の借用戸室につき、分割された借家人賠償責任特約がある場合には、分割されたすべての

借家人賠償責任特約の借家人賠償責任特約共済金額を合算し、同一の借用戸室ごとに契約された
ものとして共済金を算出します。

(4)　損害賠償共済金

①　共済金の額

ア　被共済者が借用戸室の貸主に支払うべき損害賠償金とします。
イ�　アの規定にかかわらず、(1)の事故に起因して、「Ⅰ　一般条項」にお

ける第３章「２．基本契約共済金の支払い」(9)の修理費用共済金が支払
われる場合には、アに規定する損害賠償共済金からその額を差し引い
た額を支払います。

ウ�　アの損害賠償金は、判決により支払いを命ぜられた訴訟費用または
判決日までの遅延損害金を含み、また、損害賠償金を支払うことによ
り共済金受取人が代位取得する物がある場合には、その価額を差し引
いたものとします。

②�　共済金の額の限度 １回の共済事故につき、借家人賠償責任特約共済金額を限度とします。

(5)　賠償費用共済金

①　共済金の額

この会が支払う賠償費用共済金の額は、つぎのアからウまでの費用の
合計額とします。ただし、イおよびウの費用は、(4)①の損害賠償金の
額が、借家人賠償責任特約の共済金額をこえる場合は、共済金額の損害
賠償金の額に対する割合により支払います。
ア�　被共済者が第４章「１．事故発生のときの義務および義務違反」(1)

の①に規定する損害の発生または拡大の防止のために要した費用のう
ち、この会が必要または有益であったと認める費用および第４章「１．
事故発生のときの義務および義務違反」(1)の③の手続のために必要
な費用

イ�　損害賠償責任の解決について、被共済者がこの会の書面による同
意を得て支出した訴訟費用、弁護士報酬、仲裁、和解または調停に要
した費用

ウ�　損害賠償責任の解決について、被共済者がこの会の書面による同
意を得て支出した示談交渉に要した費用

②�　共済金の額の限度 １回の共済事故につき、借家人賠償責任特約共済金額を限度とします。

2. 他の契約等がある場合
(1)�　この会が「１．借家人賠償責任特約共済金の支払い」(2)に規定する共済金を支払うべき場合に

おいて、他の契約等があり、かつ、それぞれの契約につき他の契約等がないものとして算出した支
払責任額の合計額が損害の額をこえるときは、この会は、つぎの①または②により算出した額を借
家人賠償責任特約共済金として支払います。ただし、他の契約等がないものとして算出したこの
会の支払責任額を限度とします。

	 ①　他の契約等から共済金または保険金が支払われていないとき
		  　他の契約等がないものとして算出したこの会の支払責任額
	 ②　他の契約等から共済金または保険金がすでに支払われているとき

損害の額 － 他の契約等によってすでに支払われている
共済金または保険金の合計額 ＝ 借家人賠償責任特約

共済金の額

3. 借家人賠償責任特約共済金を支払わない場合
(1)�　この会は、借用戸室がつぎの①から⑩までのいずれかの事由により損壊または焼失したことによ

り被共済者がこうむった損害に対しては借家人賠償責任特約共済金を支払いません。
	 ①　共済契約者、被共済者もしくは共済金受取人またはこれらの人の法定代理人の故意
	 ②　共済契約者、被共済者または共済金受取人の心神喪失または指図
	 ③　借用戸室の改築、増築または取りこわし等の工事
	 ④�　直接原因であるか間接原因であるかを問わず、戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、

武装反乱その他これらに類似の事変または暴動
	 ⑤　直接原因であるか間接原因であるかを問わず、風水害等または地震等
	 ⑥�　直接原因であるか間接原因であるかを問わず、核燃料物質もしくは核燃料物質により汚染さ

れた物の放射性、爆発性その他の有害な特性またはこれらの特性による事故
	 ⑦　⑥以外の放射線照射または放射能汚染
	 ⑧　④から⑦までの事由により発生した事故の延焼または拡大
	 ⑨　発生原因がいかなる場合でも、④から⑦までの事由による事故の延焼または拡大
	 ⑩　④から⑦までの事由に伴う秩序の混乱
(2)�　この会は、被共済者がつぎの①または②に規定する損害賠償責任を負担することによりこうむっ

た損害に対しては借家人賠償責任特約共済金を支払いません。
	 ①�　被共済者と借用戸室の貸主との間に損害賠償に関する特別の約定がある場合において、その

約定により加重された損害賠償責任
	 ②　被共済者が借用戸室を貸主に引き渡した後に発見された損傷、汚損に起因する損害賠償責任
4. この会による援助
　この会は、必要と認めた場合には、借用戸室の貸主からの損害賠償の請求につき被共済者の求め
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により援助および助言を行うことができます。

第4章　借家人賠償責任特約共済金の請求

1. 事故発生のときの義務および義務違反
(1)�　共済契約者または被共済者は、事故が発生したことを知ったときは、つぎの事項を履行しなけれ

ばなりません。
	 ①　損害の発生および拡大の防止につとめること。
	 ②　つぎの事項を遅滞なく、この会に通知すること。
		  ア�　事故発生の日時、場所、事故の状況ならびにこれらの事項について証人となる人があると

きはその人の住所、氏名または名称
		  イ　借用戸室の貸主の住所および氏名または名称
		  ウ　損害賠償の請求を受けたときは、その内容
		  エ�　他の契約等の有無および内容（すでに他の契約等から共済金または保険金の支払いを受け

た場合には、その事実を含みます。）
	 ③　�第三者に対し損害賠償の請求（共同不法行為等の場合における連帯債務者相互間の求償を含

みます。）をすることができる場合には、その権利の保全または行使に必要な手続をすること。
	 ④�　損害賠償の請求を受けた場合において、その全部または一部を承諾しようとするときは、あら

かじめ、この会の承諾を得ること。
	 ⑤�　損害賠償に関する訴訟を提起されたとき、または提起しようとするときは、ただちに書面によ

りこの会へ通知すること。
	 ⑥�　①から⑤までのほか、この会が特に必要とする書類または証拠となるものを求めた場合には、

遅滞なくこれを提出し、またはこの会が行う損害の調査に協力すること。
(2)�　共済契約者または被共済者が、正当な理由がなく(1)の規定に違反した場合には、この会はつぎ

の①から④までの金額を差し引いて共済金を支払います。
	 ①�　(1)の①に違反したときは、発生およびその拡大を防止することができたと認められる損害の額。
	 ②　(1)の②、⑤および⑥に違反したときは、そのことによりこの会がこうむった損害の額。
	 ③�　(1)の③に違反したときは、第三者に損害賠償の請求をすることにより取得することができた

と認められる額。
	 ④�　(1)の④に違反したときは、損害賠償責任がないと認められる額。
(3)�　共済契約者または被共済者が(1)の⑥の書類に故意に事実でないことまたは事実と異なること

を記載し、もしくはその書類もしくは証拠を偽造しもしくは変造した場合には、この会は、それによ
りこの会がこうむった損害の額を差し引いて共済金を支払います。

２．借家人賠償責任特約共済金の請求権の発生
　この特約にかかる共済金の請求権は、被共済者が損害賠償請求権者に対して負担する法律上の損害
賠償責任の額について、被共済者と損害賠償請求権者との間で、判決が確定したとき、または裁判上の
和解、調停もしくは書面による合意が成立したときから発生し、行使することができるものとします。
３．代理請求人による借家人賠償責任特約共済金の代理請求
(1)�　被共済者が共済金を請求できないつぎの①または②に定める特別な事情がある場合には、代理

請求人が別表第５「各共済金請求の提出書類」を提出して、この会の承諾を得て、共済金を請求す
ることができます。

	 ①　共済金の請求を行う意思表示が困難であるとこの会が認めたとき。
	 ②　①に準じる状態（被共済者が死亡した場合を除きます。）であるとこの会が認めたとき。
(2)�　(1)の共済金の請求を行う場合、代理請求人は、請求時においてつぎの①または②に定めるい

ずれかの人であることを要します。
	 ①　被共済者と同居し、または被共済者と生計を一にする被共済者の配偶者
	 ②�　①に規定する人がいない場合、または①に規定する人に共済金を請求できない特別な事情が

ある場合（なお、「特別な事情」とは、共済金等の請求を行う意思表示が困難であるとこの会が認
めたときをいいます。）には、被共済者と同居し、または被共済者と生計を一にする被共済者の３
親等内の親族

(3)�　(1)および(2)の規定にかかわらず、つぎの①から③までのいずれかに該当する場合には、代理
請求人は共済金を請求することができません。

	 ①�　被共済者の代理人に、共済金の請求に関する代理権または同意権が付与されている登記があ
るとき。

	 ②　代理請求人が、故意または重大な過失により、共済事故を生じさせたとき。
	 ③�　代理請求人が、故意または重大な過失により、被共済者を(1)の①または②の状態に該当さ

せたとき。
(4)�　この会は、(1)および(2)の規定により共済金を代理請求人に支払った場合には、その後重複して

共済金の請求を受けても支払いません。

第5章　雑 則

1. 準　用
　この特約について定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、「Ⅰ　一般条項」に
かかる規定を準用します。この場合においてつぎの用語は以下のとおり読み替えます。
(1)�　「Ⅰ　一般条項」における第１章「11．共済契約の申込みと成立」(2)および(3)の規定中、「共済

契約申込者」とあるのは「共済契約申込者または被共済者になる人」に読み替えます。
(2)　つぎの規定中、「共済契約者」とあるのは「共済契約者または被共済者」と読み替えます。
	 ①　「Ⅰ　一般条項」第１章
		  ア　「13．共済契約の更新」(5)および(6)
	 ②　「Ⅰ　一般条項」第７章
		  ア　「１．詐欺等による共済契約の取消し」(1)
		  イ　「６．告知義務違反による共済契約の解除」(1)から(4)まで
		  ウ　「７．通知義務による共済契約の解除」(1)および(3)
	 ③　「Ⅰ　一般条項」第８章
		  ア　「３．通知義務」(1)および(3)
		  イ　「４．共済契約の中途変更」(2)および(3)

Ⅲ　類焼損害保障特約条項

第1章　類焼損害保障特約の締結

1. 類焼損害保障特約締結の要件
(1)�　類焼損害保障特約は、その申込みが、基本契約に付帯してなされた場合に限り締結するものと

します。
(2)�　共済契約関係者は、「Ⅰ　一般条項」における第１章「７．共済契約締結の単位」に規定する建物１

棟およびそこに収容される共済の目的である家財につき、複数の類焼損害保障特約は締結できま
せん。

２．類焼損害保障特約における定義
(1)�　この特約において使用する用語の定義は、つぎのとおりとします。

用　語 定　義

類焼保障被共済者
類焼保障対象物の所有者であり、「３．類焼保障被共済者の範囲」に規定す
る人をいいます。

類焼保障対象物 「４．類焼保障対象物の範囲」に規定するものをいいます。
基本契約建物 別表第３「共済の目的の範囲」に規定する共済の目的である建物をいいます。
基本契約家財 別表第３「共済の目的の範囲」に規定する共済の目的である家財をいいます。
基本契約家財を収容
する建物

別表第３「共済の目的の範囲」に規定する建物をいいます。

基本契約建物に収容
する家財

別表第３「共済の目的の範囲」に規定する家財をいいます。

他契約優先支払規定
他の契約等がある場合に、損害の額から他の契約等によって支払われるべ
き共済金または保険金の額を差し引いた残額を類焼損害共済金または類焼
損害保険金として支払う旨を定めた規定をいいます。

(2)�　この特約において、以下の用語の定義は「Ⅰ　一般条項」における第１章「２．定義」の用語の定義
にかかわらず、それぞれ以下のとおりとします。

用　語 定　義

代理請求人
類焼保障被共済者が共済金を請求できない場合に、共済金の代理請求をす
ることができる人をいいます。

他の契約等
類焼保障対象物の全部または一部を保障の対象とし、類焼保障被共済者の
全部または一部が共済金または保険金の受取人となる共済契約または保
険契約をいいます。

３．類焼保障被共済者の範囲
(1)�　類焼保障被共済者は、類焼保障対象物の所有者とします。ただし、２人以上の類焼保障被共済

者が同居の親族の関係に該当する場合にはそれらの世帯主を、また、類焼保障対象物が区分所有
建物の共用部分である場合には管理組合または管理組合法人を、類焼保障被共済者とみなして、
第３章「１．類焼損害共済金の支払い」から「３．複数の類焼保障被共済者がある場合の類焼損害共
済金の支払額」までの規定を適用します。

(2)�　(1)の場合において、類焼保障被共済者が類焼保障被共済者としての権利を取得し、義務を負
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担するのは、事故による損害が発生した場合に限ります。ただし、第４章「１．事故発生のときの義
務および義務違反」に規定する類焼保障被共済者としての権利を取得し、義務を負担するのは事故
が発生した場合とします。

４．類焼保障対象物の範囲
(1)�　類焼保障対象物とは、つぎの①から③までのいずれかに該当する建物およびこれらに収容される

家財をいいます。
	 ①　人が居住している住宅または併用住宅
	 ②　常時、居住の用に供しうる状態にある別荘（営業用の貸別荘を除きます。）
	 ③　常時、居住の用に供しうる状態にある空家（建売業者等が所有する売却用の空家を除きます。）
(2)�　(1)の建物には、つぎの①から④までのものを含みます。
	 ①　従物
	 ②　付属設備
	 ③　付属工作物
	 ④　付属建物
(3)�　(1)および(2)の規定にかかわらず、つぎの①から⑤までの建物は、類焼保障対象物に含まれませ

ん。
	 ①　基本契約建物
	 ②　基本契約家財を収容する建物
	 ③�　共済契約関係者の所有する建物（当該建物が共有である場合には、共済契約関係者以外の人

の共有持分を含む。ただし、当該建物が区分所有建物である場合には、共用部分のうち共済契約
関係者以外の人の共有持分を除きます。）

	 ④�　建築中または取り壊し中の建物（損害が発生したときに、世帯が現実に生活を営んでいたもの
を除きます。）

	 ⑤�　国もしくは地方公共団体またはこれらに類する法人の所有する建物（区分所有建物である場合
には、共用部分のうちこれらの人以外の人の共有持分を除きます。）

(4)　(1)の規定にかかわらず、つぎの①から⑪までの家財は、類焼保障対象物に含まれません。
	 ①　基本契約家財
	 ②�　基本契約建物に収容される家財。なお、基本契約建物が借用戸室を有している場合には、借用

戸室またはこれに収容される家財から事故が発生した時におけるその借用戸室に収容される家財
とします。

	 ③　共済契約関係者が所有、使用または管理する家財
	 ④　家財を収容する建物内で現実に生活を営んでいる人以外の人が所有権を有する家財
	 ⑤�　通貨、預貯金証書、有価証券、印紙、切手、クレジットカード、ローンカード、電子マネー（決済

手段に使用される、通貨の先払い等によって金銭価値がデータ化されたものをいいます。）その
他これらに類する物

	 ⑥　貴金属、宝石・宝玉および貴重品ならびに書画、彫刻物その他の美術品
	 ⑦　稿本、設計図、図案、ひな形、鋳型、模型、証書、帳簿その他これらに類する物
	 ⑧　営業用の商品、半製品、原材料、器具備品、設備その他これらに類する物
	 ⑨�　自動車（道路運送車両法昭和26年６月1日法律第185号）第２条第２項で定めるものをいい

ます。）およびその付属品
	 ⑩　動物、植物等の生物
	 ⑪　データ、ソフトウェアまたはプログラム等の無体物
５．共済金受取人
　この特約における共済金受取人は、「Ⅰ　一般条項」における第１章「15．共済金受取人」の規定にか
かわらず類焼保障被共済者とします。

第2章　類焼損害保障特約共済金額

１．類焼損害保障特約共済金額
　１億円とします。

第3章　類焼損害共済金の支払い

１．類焼損害共済金の支払い

(1)�　共済金を支払う事
由（支払事由）

類焼保障対象物につき、共済期間中に、つぎの①から④までのいずれ
かから発生した火災、破裂または爆発（共済契約関係者以外の人の所有
物で共済契約関係者以外の人が占有する部分から発生した火災、破裂ま
たは爆発を除きます。）により損害（滅失、損傷または汚損をいい、消防
または避難に必要な処置を含みます。ただし、煙損害または臭気付着の
損害を除きます。以下この章において同じです。）が生じた場合

①　基本契約建物
②　基本契約建物に収容される家財
③　基本契約家財
④　基本契約家財を収容する建物
※�　基本契約建物が借用戸室を有している場合には、(1)の規定中「共済

契約関係者以外の人の所有物」とあるのは「共済契約関係者および共
済契約関係者の許諾を得て基本契約建物に居住する人以外の人の所有
物」と読み替えます。

(2)　共済金の額
類焼保障対象物につき、火災、破裂または爆発により生じた損害の額に
相当する額とします。この場合において、損害の額は、その損害の生じ
たときの再取得価額に相当する額とします。

(3)�　共済金の額の限度

①　１回の共済事故につき、支払限度額を限度とします。
②�　支払限度額は、類焼損害保障特約共済金額とします。ただし、この

会が類焼損害共済金を支払った場合には、その共済事故が生じたとき
以後の共済期間に対しては、類焼損害保障特約共済金額からすでに支
払った類焼損害共済金の額の合計額を差し引いた額とします。

２．他の契約等がある場合
(1)�　この会が「１．類焼損害共済金の支払い」に規定する共済金を支払うべき場合において、他の契

約等があるときは、この会は、つぎの算式により算出した額を類焼損害共済金として支払います。
ただし、他の契約等がないものとして算出したこの会の支払責任額を限度とします。

損害の額 － 他の契約等によって支払われるべき共済金ま
たは保険金の合計額 ＝ 類焼損害

共済金の額

　なお、他の契約等によって支払われるべき共済金または保険金の合計額には、事故が発生したこと
によって発生する費用に対する共済金または保険金を含みません。以下、この特約において同様とし
ます。
(2)　他契約優先支払規定を有する他の契約等がある場合
　(1)に規定する他の契約等の中に他契約優先支払規定を有する他の契約等がある場合において、そ
れぞれの契約につき他の契約等がないものとして算出した支払責任額の合計額が、損害の額をこえる
ときは、つぎの算式によって算出した額を類焼損害共済金として支払います。ただし、他の契約等が
ないものとして算出したこの会の支払責任額を限度とします。

損害の額 －

他契約優先支払規定を有
する他の契約等によって
すでに支払われている共
済金または保険金の合計
額

－

他契約優先支払規定を有し
ない他の契約等によって支
払われるべき共済金または
保険金の合計額

＝ 類焼損害
共済金の額

３．複数の類焼保障被共済者がある場合の類焼損害共済金の支払額
(1)�　１回の共済事故において複数の類焼保障被共済者がある場合には、それぞれの類焼保障被共

済者に対して、「１．類焼損害共済金の支払い」(3)の②に規定する支払限度額を類焼保障被共済者
数で除した額を限度に、「１．類焼損害共済金の支払い」および「２．他の契約等がある場合」の規定
によって算出した額を類焼損害共済金として支払います。

(2)�　(1)の規定によって算出したそれぞれの類焼保障被共済者に対する類焼損害共済金の合計額が
「１．類焼損害共済金の支払い」(3)の②に規定する支払限度額にみたない場合で、かつ、(1)の規
定によって算出した類焼損害共済金の額が「１．類焼損害共済金の支払い」および「２．他の契約等
がある場合」の規定によって算出した額にみたない類焼保障被共済者（以下「追加支払対象被共済
者」といいます。）があるときは、その追加支払対象被共済者に対して、つぎの算式により算出した
類焼損害共済金を追加して支払います。ただし、いかなる場合でもこの会の支払うべき類焼損害
共済金の額は、「１．類焼損害共済金の支払い」および「２．他の契約等がある場合」の規定によって
算出した額を限度とします。
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「１．類 焼 損 害
共 済 金 の 支 払
い」(3)の②に
規 定 す る支 払
限度額

そ れ ぞ れ の類
焼 保 障 被 共 済
者に対する(1)
の 規 定 に よ っ
て算出した類焼
損 害 共 済 金 の
合計額

− ×

それぞれの追加支
払対象被共済者に
対する「１．類焼損
害 共 済 金 の 支 払
い」および「２．他
の契約等がある場
合」の規定によって
算出した額

−

そ れ ぞ れ の追
加支払対象被共
済 者 に 対 す る
(1) の 規 定 に
よって算出した
類焼損害共済金
の額

＝

そ
の
追
加
支
払
対
象
被
共
済
者
に
対
し
て

追
加
し
て
支
払
う
類
焼
損
害
共
済
金
の
額

それぞれの追加支
払対象被共済者に
対する「１．類焼損
害 共 済 金 の 支 払
い」および「２．他
の契約等がある場
合」の規定によって
算出した額の合計
額

−

そ れ ぞ れ の追
加支払対象被共
済 者 に 対 す る
(1) の 規 定 に
よって算出した
類焼損害共済金
の額の合計額

(3)�　この会は、(1)および(2)の規定にもとづき類焼損害共済金の額を算定することになる場合にお
いて、その額についてこの会と類焼保障被共済者との間で意見が一致しないときは、この会の費
用により、それぞれの類焼保障被共済者の同意を得て、民事調停法（昭和26年６月９日法律第
222号）にもとづく調停の手続を行います。

４．類焼損害共済金を支払わない場合
　この会は、つぎの(1)から(10)までのいずれかの事由により生じた損害に対しては、類焼損害共済
金を支払いません。
(1)　共済契約関係者またはこれらの人の法定代理人の故意
(2)�　類焼保障被共済者またはその法定代理人の故意、重大な過失または法令違反。ただし、他の類

焼保障被共済者が受け取る金額については除きます。なお、類焼保障被共済者が法人である場合
には、その理事、取締役または法人の業務を執行するその他の機関と読み替えます。

(3)�　類焼保障被共済者でない人が類焼損害共済金の全部または一部を受け取るべき場合において
は、その人またはその人の法定代理人の故意、重大な過失または法令違反。ただし、他の人が受
け取るべき金額については除きます。なお、その人が法人である場合には、その理事、取締役ま
たは法人の業務を執行するその他の機関と読み替えます。

(4)�　直接原因であるか間接原因であるかを問わず、戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、
武装反乱その他これらに類似の事変または暴動

(5)　直接原因であるか間接原因であるかを問わず、地震等
(6)�　核燃料物質もしくは核燃料物質によって汚染された物の放射性、爆発性その他の有害な特性ま

たはこれらの特性による事故
(7)　(6)以外の放射線照射または放射能汚染
(8)　(4)から(7)までの事由により発生した事故の延焼または拡大
(9)　発生原因がいかなる場合でも、(4) から(7)までの事由による事故の延焼または拡大
(10)　(4)から(7)までの事由に伴う秩序の混乱

第4章　類焼損害共済金の請求、支払時期および支払場所

１．事故発生のときの義務および義務違反
(1)�　共済契約関係者または類焼保障被共済者は、事故が発生したことを知ったときは、つぎの①か

ら⑤までの事項を行わなければなりません。
	 ①　共済契約関係者または類焼保障被共済者は、損害の発生および拡大の防止につとめること。
	 ②�　共済契約関係者は、類焼保障対象物について損害が生じたことを知った場合には、つぎの事

項を遅滞なく通知すること。
		  ア　損害発生の状況
		  イ�　他の契約等の有無および内容（すでに他の契約等から共済金または保険金の支払いを受け

ている場合には、その事実を含みます。以下この項目において同じです。）
	 ③�　共済契約関係者は、類焼保障対象物について損害が生じたことを知った場合には、類焼保障

被共済者に対し、この共済契約の内容を遅滞なく通知すること。
	 ④�　類焼保障被共済者は、類焼保障対象物について損害が生じたことを知った場合には、つぎの

事項を遅滞なく通知すること。
		  ア　損害発生の状況
		  イ　他の契約等の有無および内容

	 ⑤�　共済契約関係者または類焼保障被共済者は、類焼保障対象物について損害が生じたことを
知った場合には、この会が行うつぎの事項に協力すること。

		  ア�　損害が生じた類焼保障対象物もしくは類焼保障対象物の敷地内を調査することまたはそれ
らに収容されていた類焼保障被共済者の所有物の全部もしくは一部を調査することもしくは
一時他に移転すること。

		  イ�　類焼損害共済金の支払いを目的とした類焼保障対象物にかかる損害および他の契約等の
内容の調査

(2)�　共済契約関係者または類焼保障被共済者が、正当な理由がなく(1)の規定に違反した場合には、
つぎの①および②の金額を差し引いて類焼損害共済金を支払います。

	 ①�　(1)の①に違反したときは、発生およびその拡大を防止することができたと認められる損害の額。
	 ②　(1)の②から⑤までに違反したときは、この会がこうむった損害の額。
２．類焼損害共済金の請求、支払時期および支払場所
(1)�　この会に対するこの特約にかかる共済金の請求権は、第３章「１．類焼損害共済金の支払い」に

規定する損害が生じたときから発生し、これを行使することができるものとします。
(2)�　類焼保障被共済者は、別表第５「各共済金請求の提出書類」で規定する書類を提出することによ

り共済金を請求するものとします。
(3)�　この会は、事故の内容または損害の額等に応じ、共済契約者または類焼保障被共済者に対して、

(2)に規定する書類以外の書類もしくは証拠の提出、または調査への協力を求めることができま
す。この場合において、共済契約者または類焼保障被共済者は、この会が求めた書類または証拠
を速やかに提出し、必要な協力をしなければなりません。

(4)�　共済契約者または類焼保障被共済者が、正当な理由がなく(3)の規定に違反した場合、または
(2)もしくは(3)の書類に事実でないことまたは事実と異なることを記載し、もしくはその書類もし
くは証拠を偽造しもしくは変造した場合には、この会がこうむった損害の額を差し引いて共済金を
支払います。

(5)�　この会は、類焼損害共済金の請求を受けた場合には、必要な請求書類がすべてこの会に到着し
た日の翌日以後30日以内に、事故発生の状況、事故の原因、共済金が支払われない事由の有無、
共済金を算出するための事実、共済契約の効力の有無その他この会が支払うべき共済金の額を
確定するために必要な事項の調査（以下、この項目において「必要な調査」といいます。）を終えて、
この会の指定した場所で共済金を共済金受取人に支払うものとします。ただし、必要な調査のた
め特に日時を要する場合において、つぎの①から⑤までのいずれかに該当するときは、その旨をこ
の会が共済金受取人に通知し、必要な請求書類がすべてこの会に到着した日の翌日以後、それぞ
れに掲げる期間内（複数に該当するときは、そのうち最長の期間）に共済金を共済金受取人に支払
います。

①
災害救助法（昭和22年10月18日法律第118号）が適用された災害の被災地域
において調査を行う必要があるとき

60日

②
検査機関その他の専門機関による診断・鑑定・審査等の結果について照会を行う
必要があるとき

90日
③

この会ならびに共済契約者および共済金受取人以外の個人または機関に対して客
観的事実、科学的知見または専門的見地からの意見もしくは判断を求めるための
確認が必要なとき

④
弁護士法（昭和24年６月10日法律第205号）その他法令にもとづく照会が必要
なとき

180日
⑤

警察、検察、消防その他の公の機関による調査・捜査の結果について照会を行う
必要があるとき

(6)�　この会は、つぎの場合において、(5)の規定中「必要な請求書類がすべてこの会に到着した日」と
あるのを、つぎのとおり読み替えて適用します。

	 ①�　第３章「３．複数の類焼保障被共済者がある場合の類焼損害共済金の支払額」(1)の共済金の
支払いについては、「必要な請求書類がすべてこの会に到着した日または類焼保障被共済者数
の確定日のいずれか遅い日」

	 ②�　第３章「３．複数の類焼保障被共済者がある場合の類焼損害共済金の支払額」(2)の共済金の
支払いについては、「すべての類焼保障被共済者に対して第３章「３．複数の類焼保障被共済者
がある場合の類焼損害共済金の支払額」(1)の規定による共済金の支払を完了した日」

(7)�　この会が必要な調査を行うにあたり、共済契約関係者または類焼保障被共済者が正当な理由が
ないのに当該調査を妨げ、またはこれに応じなかった場合（必要な協力を行わなかった場合を含み
ます。）には、これにより当該調査が遅延した期間について、(5)に規定する期間に算入しないものと
し、また、その調査が遅延した期間は共済金を支払わないものとします。

３．共済掛金払込猶予期間中の共済金の支払い
　この会は、「Ⅰ　一般条項」における第６章「３．共済掛金払込猶予期間中の共済金の支払い」に規定
する期間中に共済事故が発生し、共済金の請求を受けた場合でも、未払込共済掛金の全額の払込み
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がされないときは、共済金を支払いません。
４．代理請求人による類焼損害共済金の代理請求
(1)�　類焼保障被共済者が共済金を請求できないつぎの①または②に定める特別の事情がある場合

には、代理請求人が別表第５「各共済金請求の提出書類」に規定する書類を提出して、この会の承
諾を得て、共済金を請求することができます。

	 ①　共済金の請求を行う意思表示が困難であるとこの会が認めたとき。
	 ②�　①に準じる状態（類焼保障被共済者が死亡した場合を除きます。）であるとこの会が認めたとき。
(2)�　(1)の共済金の請求を行う場合、代理請求人は、請求時においてつぎの①または②に定めるい

ずれかの人であることを要します。
	 ①�　類焼保障被共済者と同居し、または類焼保障被共済者と生計を一にする類焼保障被共済者の

配偶者
	 ②�　①に規定する人がいない場合、または①に規定する人に共済金を請求できない特別な事情が

ある場合（なお、「特別な事情」とは、共済金等の請求を行う意思表示が困難であるとこの会が認
めたときをいいます。）には、類焼保障被共済者と同居し、または類焼保障被共済者と生計を一
にする類焼保障被共済者の３親等内の親族

(3)�　(1)および(2)の規定にかかわらず、つぎの①から③までのいずれかに該当する場合には、代理
請求人は共済金を請求することができません。

	 ①�　類焼保障被共済者の代理人に、共済金の請求に関する代理権または同意権が付与されてい
る登記があるとき。

	 ②�　代理請求人が、故意または重大な過失により、共済事故を生じさせたとき。
	 ③�　代理請求人が、故意または重大な過失により、類焼保障被共済者を(1)の①または②の状態

に該当させたとき。
(4)�　この会は、(1)および(2)の規定により共済金を代理請求人に支払った場合には、その後重複して

共済金の請求を受けても支払いません。

第5章　雑　則

１．残存物の権利の帰属
　この会が共済金を支払った場合でも、類焼保障対象物の残存物について類焼保障被共済者が有する
所有権その他の物権は、この会がこれを取得する旨の意思表示をしない限り、この会に移転しません。
２．類焼損害保障特約の代位
(1)�　損害が生じたことにより類焼保障被共済者が損害賠償請求権その他の債権を取得した場合にお

いて、この会がその損害に対して類焼損害共済金を支払ったときは、その債権はこの会に移転しま
す。ただし、移転するのはつぎの①または②のいずれかの額を限度とします。

	 ①　この会が損害の額の全額を類焼損害共済金として支払った場合
		  　類焼保障被共済者が取得した債権の全額
	 ②　①以外の場合
		�  　類焼保障被共済者が取得した債権の額から、類焼損害共済金が支払われていない損害の額

を差し引いた額
(2)�　(1)の②の場合において、この会に移転せずに類焼保障被共済者が引き続き有する債権は、こ

の会に移転した債権よりも優先して弁済されるものとします。
(3)�　共済契約者および類焼保障被共済者は、この会が取得する(1)の債権または(2)の債権の保全

および行使ならびにそのためにこの会が必要とする証拠および書類の入手に協力しなければなり
ません。この場合において、協力するために必要な費用は、この会の負担とします。

３．代位求償権不行使
　「２．類焼損害保障特約の代位」の規定により類焼保障被共済者が共済契約関係者に対して有する権
利をこの会が取得した場合には、この会は、これを行使しないものとします。
４．準　用
　この特約について定めのない事項については、この特約の趣旨に反しないかぎり、基本契約にかか
る規定を準用します。

Ⅳ　盗難保障特約条項

第１章　盗難保障特約の締結

1. 盗難保障特約締結の要件
(1)�　盗難保障特約は、その申込みが、基本契約に付帯してなされた場合であり、かつ、その基本契

約が家財を共済の目的としている場合に限り、締結するものとします。
(2)�　基本契約家財について、同一の共済契約者により分割された基本契約がある場合には、共済契

約者はいずれか１つの基本契約にのみ盗難保障特約を締結することができます。

２．盗難保障特約における定義
(1)�　この特約において使用する用語の定義は、つぎのとおりとします。

用　語 定　義
基本契約家財 別表第３「共済の目的の範囲」に規定する共済の目的である家財をいいます。
盗難 強盗、窃盗またはこれらの未遂をいいます。

第２章　盗難保障特約共済金額

１．盗難保障特約共済金額
　300万円とします。

第３章　盗難共済金の支払い

１．盗難共済金の支払い

(1)�　共済金を支払う事
由（支払事由）

共済期間中に発生した盗難によりつぎの①から③までのいずれかの損
害が生じ、かつ、共済契約関係者が所轄警察署に被害の届出をした場合
①　基本契約家財に盗取、損傷または汚損による損害が生じた場合
②�　日本国内の他の建物（アーケード、地下街、改札口を有する交通機

関の構内等もっぱら通路に利用されているものを除きます。）内にお
いて、持ち出し家財に盗取、損傷または汚損による損害が生じた場合

③�　基本契約家財を収容する建物内において生じた、通貨の１万円以上
の盗取または共済契約関係者の名義の預貯金証書の盗取による損害が
生じた場合。ただし、預貯金証書の盗取については、つぎのすべて
をみたす場合に限ります。

　ア�　共済契約関係者が、盗取を知った後ただちに預貯金先あてに被
害の届出をしたこと

　イ�　盗取にあった預貯金証書により、預貯金口座から現金が引き出さ
れたこと

(2)�　共済金の額

①�　盗難共済金の額は、盗難により生じた損害の額に相当する額とします。
この場合において、(1)の①および②の損害の額は、その損害の生じ
たときの再取得価額に相当する額とします。

②�　盗取されたものを回収することができたときは、そのために支出
した必要な費用は、その盗取されたものの価額を限度として(1)の損
害の額に含まれるものとします。

③�　(1)の①または②の損害について、火災等共済金または持ち出し家
財共済金に規定する共済金が支払われる場合には、火災等共済金また
は持ち出し家財共済金を優先して支払います。この場合において、そ
の損害の額が、支払われる火災等共済金または持ち出し家財共済金を
こえるときは、①の規定にかかわらず、その損害の額から、火災等
共済金または持ち出し家財共済金を差し引いた残額を盗難共済金とし
て支払います。

(3)�　共済金の額の限度

①�　１回の共済事故につき、盗難保障特約共済金額を限度とし、かつ、(1)
の②および③による損害については、それぞれつぎのアからウまで
の額を限度とします。

　ア　持ち出し家財の盗難　60万円
　イ　通貨の盗難　20万円
　ウ　預貯金証書の盗難　200万円
②�　基本契約家財につき、分割された基本契約がある場合で、かつ、

その分割された基本契約に盗難保障特約が付帯されている場合には、
１回の共済事故につき、この会が支払う盗難共済金の合計額は、つぎ
の額を限度とします。ただし、この場合においても、当該盗難保障特
約において支払う盗難共済金の額は①に規定する額を限度とします。

　ア　(1)の①の損害については、各盗難保障特約共済金額の合計額
　イ�　(1)の②および③の損害については、(3)の①のアからウまでに

規定する額

２．他の契約等がある場合
(1)�　この会が「１．盗難共済金の支払い」に規定する共済金を支払うべき場合において、他の契約等

があり、かつ、それぞれの契約につき他の契約等がないものとして算出した支払責任額の合計額
が支払限度額をこえるときは、この会は、つぎの①または②により算出した額を盗難共済金として
支払います。ただし、他の契約等がないものとして算出したこの会の支払責任額を限度とします。

	 ①　他の契約等から共済金または保険金が支払われていないとき
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支払
限度額 － 時価額基準の他の契約等によって支払われるべき

共済金または保険金の合計額 ＝ 盗難共済金の額

	 ②　他の契約等から共済金または保険金がすでに支払われているとき

支払
限度額 －

再取得価額基準の他の契
約等によってすでに支払
われている共済金または
保険金の合計額

－
時価額基準の他の契約等に
よって支払われるべき共済
金または保険金の合計額

＝ 盗難共済金の額

(2)�　(1)の共済金の種類ごとに規定する支払限度額とは、つぎのとおりとします。

共済金の種類 支払限度額

① 「１．盗難共済金の支払
い」(1)①の共済金 損害の額

② 「１．盗難共済金の支払
い」(1)②の共済金

１回の共済事故につき、60万円( ※ )または損害の額のいずれか
低い額
※�　他の契約等に、限度額が60万円をこえるものがある場合には、

これらの限度額のうち最も高い額

③
「１．盗難共済
金 の 支 払 い 」
(1)③の共済金

通貨

１回の共済事故につき、20万円( ※ )または損害の額のいずれか
低い額
※�　他の契約等に、限度額が20万円をこえるものがある場合には、

これらの限度額のうち最も高い額

預貯金
証書

１回の共済事故につき、200万円( ※ )または損害の額のいずれか
低い額
※�　他の契約等に、限度額が200万円をこえるものがある場合には、

これらの限度額のうち最も高い額

３．盗難共済金を支払わない場合
　この会は、つぎのいずれかの事由により生じた損害に対しては、盗難共済金を支払いません。
(1)　�共済契約者、共済の目的の所有者もしくは共済金受取人またはこれらの人の法定代理人の故意

または重大な過失
(2)　火災等または風水害等に際しての共済の目的の紛失または盗難
(3)�　共済の目的である家財（持ち出し家財を除きます。）が基本契約家財を収容する建物外にある間

に生じた盗難
(4)�　置き忘れ、紛失、置引き、車上ねらい（搭乗者のいない車両をねらった窃盗をいいます。）その他

の共済契約関係者の管理下にない持ち出し家財の盗難
(5)�　持ち出し家財である自転車および原動機付自転車（道路運送車両法（昭和26年６月１日法律第

185号）第２条第３項で定めるものをいいます。）の盗難
(6)�　直接原因であるか間接原因であるかを問わず、戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、

武装反乱その他これらに類似の事変または暴動
(7)�　直接原因であるか間接原因であるかを問わず、地震等
(8)�　直接原因であるか間接原因であるかを問わず、核燃料物質もしくは核燃料物質により汚染され

た物の放射性、爆発性その他の有害な特性またはこれらの特性による事故
(9)�　(8)以外の放射線照射または放射能汚染
(10)　(6)から(9)までの事由により発生した事故の拡大
(11)　発生原因がいかなる場合でも、(6)から(9)までの事由による事故の拡大
(12)　(6)から(9)までの事由に伴う秩序の混乱

第４章　雑　則
１．盗難品の権利の帰属
(1)�　盗取された共済の目的について、この会が第３章「１．盗難共済金の支払い」の共済金を支払う

前にその共済の目的が回収された場合には、第３章「１．盗難共済金の支払い」(2)の②の費用を
除き、盗取の損害は生じなかったものとみなします。

(2)�　この会は、盗取された共済の目的について、第３章「１．盗難共済金の支払い」(1)の①および②の共
済金を支払った場合には、この会が支払った共済金の額の共済の目的の価額に対する割合に応じて、
その共済の目的について共済契約者および共済金受取人が有する所有権その他の物権を取得します。

(3)�　盗取された共済の目的について、この会が第３章「１．盗難共済金の支払い」(1)の①および②の
共済金を支払った後に、その盗取された共済の目的が発見された場合には、共済金受取人は、支
払いを受けた共済金から盗取された共済の目的を回収するために支出した費用を控除した残額を
この会に支払って、その共済の目的の所有権その他の物権を取得することができます。

２．準　用
　この特約について定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、基本契約にかかる

規定を準用します。

Ⅴ　風水害等不担保特則条項

1. 風水害等不担保特則の適用
　この特則は、風水害等による損害を不担保とする場合に適用します。
２．風水害等不担保特則の締結
(1)�　この特則は、共済契約を締結または更新する際、もしくは共済期間中途において、共済契約者

等から申し出があった場合に限り、この会の承諾を得て、付帯することができます。
(2)�　この特則を付帯するには、共済の目的である建物または共済の目的である家財を収容する建物

が、マンション構造でなければなりません。
３．風水害等による損害の不担保
(1)�　この特則を付帯する火災共済契約においては、この会は、「Ⅰ　一般条項」における第３章「２．基

本契約共済金の支払い」(2)、(9)および(12)の規定にかかわらず、それぞれに規定する風水害等
共済金、風水害等により損害が生じたことによる修理費用共済金および付属建物等風水害共済金
を支払いません。

(2)�　この特則を付帯する自然災害共済契約においては、この会は、「Ⅰ　一般条項」における第３章「２．
基本契約共済金の支払い」(13)および(18)の規定にかかわらず、それぞれに規定する風水害等
共済金、風水害等により損害が生じたことによる付属建物等特別共済金を支払いません。

４．分割された契約がある場合
　この特則は、「Ⅰ　一般条項」における第１章「７．共済契約締結の単位」に規定する建物１棟およびそ
こに収容される共済の目的である家財につき締結するこの契約規定にもとづくすべての基本契約に、
付帯するものとします。

Ⅵ　掛金口座振替特則条項

１．掛金口座振替特則の適用
　この特則は、共済掛金の払込みを口座振替扱とする場合に適用します。
２．掛金口座振替特則の締結
(1)�　この特則は、共済契約を締結する際または掛金払込期間中において、共済契約者等から申し出

があったときに限り、この会の承諾を得て、付帯することができます。
(2)　この特則を付帯するには、つぎの条件のすべてをみたさなければなりません。
	 ①�　共済契約者等の指定する口座（以下「指定口座」といいます｡）が、この会と共済掛金の口座振

替の取扱いを提携している金融機関等（以下「取扱金融機関等」といいます｡）に設置されている
こと。

	 ②�　共済契約者等が取扱金融機関等に対し、指定口座からこの会の口座へ共済掛金の口座振替
を委託すること。

３．口座振替扱による共済掛金の払込み
(1)�　初回掛金を口座振替扱により払い込む場合の初回掛金は、「Ⅰ　一般条項」における第１章「11．

共済契約の申込みと成立」(7)の規定にかかわらず、この会が初回掛金を初めて指定口座からこの
会の口座に振り替えようとした日までに、指定口座から共済掛金相当額をこの会の口座に振り替
えることにより払い込まれなければなりません。この場合、指定口座から初回掛金の振替ができな
かったときは、当該共済契約の申込みはなかったものとして取り扱います。

(2)�　第２回以後の共済掛金は、「Ⅰ　一般条項」における第５章「１．共済掛金の払込み」(3)および(5)
の規定にかかわらず、払込期日の属する月中のこの会の定めた日（以下「振替日」といいます。ただ
し、この日が取扱金融機関等の休業日に該当する場合は翌営業日を振替日とします｡）に、指定口
座から共済掛金相当額をこの会の口座に振り替えることにより払い込まれなければなりません。

(3)�　(1)および(2)の場合において、指定口座から引き落としがなされたときに、共済掛金の払込み
があったものとします。

(4)�　同一の指定口座から２件以上の共済契約（この会の実施する他の共済事業による共済契約を含
みます｡）の共済掛金を振り替える場合には､この会は、これらの共済契約にかかる共済掛金を合算
した金額を振り替えるものとし、共済契約者は、この会に対して、これらの共済契約のうちの一部
の共済契約にかかる共済掛金の振替を指定できません。

(5)�　共済契約者は、あらかじめ共済掛金相当額を指定口座に預け入れておかなければなりません。
(6)�　この特則により払い込まれた共済掛金については、共済掛金領収証の発行を省略します。
４．口座振替不能の場合の扱い
(1)�　月払契約の振替日における指定口座の残高が払い込むべき共済掛金の金額にみたなかったた

め、第２回以後の共済掛金の払込みができなかった場合において、２回分以上の未払込共済掛金
があったときは、その未払込共済掛金の全額の口座振替を行うものとします。

(2)�　(1)の規定による共済掛金の口座振替が不能のときは、共済契約者は、共済掛金の払込猶予期
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間の満了する日までに、未払込共済掛金の全額をこの会またはこの会の指定した場所に払い込ま
なければなりません。

５．指定口座の変更等
(1)�　共済契約者は､指定口座を同一の取扱金融機関等の他の口座に変更することができます。また、

指定口座を設置している取扱金融機関等を他の取扱金融機関等に変更することができます。この
場合、共済契約者は、あらかじめその旨をこの会および当該取扱金融機関等に申し出なければな
りません。

(2)�　共済契約者が口座振替扱による共済掛金の払込みを停止する場合には、あらかじめその旨をこ
の会および当該取扱金融機関等に申し出て、他の共済掛金の払込方法に変更しなければなりませ
ん。

(3)�　取扱金融機関等が共済掛金の口座振替の取扱いを停止した場合には、この会は、その旨を共済
契約者に通知します。この場合、共済契約者は指定口座を他の取扱金融機関等に変更しなければ
なりません。

６．掛金口座振替特則の消滅
　つぎの(1)から(3)までのいずれかに該当する場合には、この特則は消滅します。
(1)　「２．掛金口座振替特則の締結」(2)に規定する条件に該当しなくなったとき。
(2)　共済契約者が「７．振替日の変更」の規定による振替日の変更を承諾しないとき。
(3)　共済契約者が口座振替扱による共済掛金の払込みを停止したとき。
７．振替日の変更
　この会または取扱金融機関等の事情により、この会は､将来に向かって振替日を変更することがあり
ます。この場合、この会は、その旨をあらかじめ共済契約者に通知します。
 

Ⅶ　クレジットカード払特則条項

１．クレジットカード払特則の適用
　この特則は、初回掛金の払込みをクレジットカード払扱いとする場合に適用します。
２．クレジットカード払特則の締結
(1)�　この特則は、共済契約締結の際に、共済契約者等から申し出があったときに限り、この会の承諾

を得て、付帯することができます。
(2)�　この特則を付帯するには、当該共済契約者とカード会社が会員規約等によりクレジットカードの

使用を認めた人が同一でなければなりません。
３．共済掛金の受領
(1)�　初回掛金をクレジットカードにより払い込む場合において、この会が、カード会社へ当該クレジッ

トカードの有効性および利用限度額内であること等を確認し（以下「有効性等の確認」といいま
す。）、クレジットカードによる支払いを承諾したときには、承諾した日をこの会が初回掛金を受け
取った日とみなします。

(2)�　(1)の場合において、カード会社へ当該クレジットカードの有効性等の確認を行い、この会がクレ
ジットカードによる支払いを承諾した日から、８営業日以内にこの会に共済契約申込書が提出され
ないときには、当該共済契約について申込みがなかったものとします。

(3)�　この会が、カード会社へ当該クレジットカードの有効性等の確認を行った後でも、つぎの①およ
び②のいずれにも該当する場合には、当該共済掛金を受け取ったものとはみなしません。

	 ①�　この会がカード会社から共済掛金相当額を領収できないとき。ただし、共済契約者等がクレジッ
トカードを使用し、カード会社に共済掛金相当額をすでに支払っている場合を除きます。

	 ②�　共済契約者等がカード会社に共済掛金相当額を支払っていないとき。
(4)　この特則により払い込まれた共済掛金については、共済掛金領収証の発行を省略します。
４．クレジットカード扱における返戻金等の払戻方法
　「３．共済掛金の受領」(1)において、この会が受け取った共済掛金にかかる共済契約について、共済
契約が無効、解約、解除または消滅となった場合で、共済掛金の返還または払戻しが生じる場合には、
この会は、カード会社から共済掛金相当額が領収された後に共済契約者に返還し、または払い戻しま
す。

Ⅷ　インターネット特則条項

１．インターネット特則の適用
　この特則は、インターネット扱による共済契約の保全を実施する場合に適用します。
２．インターネット特則の締結
(1)�　この特則は、共済期間の中途において、共済契約者から申し出があったときに限り、この会の承

諾を得て、その申し出のつど、付帯することができます。
(2)�　共済契約者は、この特則を付帯するにあたっては、この会が定める基準をみたさなければなりま

せん。

３．共済契約の保全
(1)�　共済契約者は、つぎの①から③までに規定する事項については、この会所定の書類またはこの

会が定める書式に代えて、電磁的方法によりこの会に通知することができます。
	 ①�　「Ⅰ　一般条項」における第８章「２．氏名または住所の変更」に規定する事項中、(1)に定める住

所の変更
	 ②�　「Ⅵ　掛金口座振替特則条項」における「５．指定口座の変更等」の(1)に規定する指定口座の

変更
	 ③　その他この会が認めた事項
(2)　(1)に規定する共済契約の保全手続は、つぎの①および②のとおりです。
	 ①�　共済契約者は、この会がインターネットを媒介として提示した契約情報画面等に(1)の①から

③までに規定する通知事項を入力し、この会に送信します。
	 ②�　この会は①で入力された事項の受信をもって、共済契約者から通知があったものとみなしま

す。この場合、この会は入力された事項の受信を確認したうえで、通知を受け付けた旨を電磁
的方法で共済契約者に通知します。

４．電磁的方法
　この特則に規定するもののほか、電磁的方法の実施のための手続について、必要な事項は、別に定
める基準によります。
５．重複の回避
　インターネット扱による当該の共済契約の保全の手続を使用することが「Ⅰ　一般条項」による共済
契約の保全の手続と重複するときは、この特則条項の規定を適用します。
６．インターネット特則の消滅
　つぎの(1)または(2)の場合には、この特則は消滅します。
(1)�　共済契約者からの申し出に応じて、この特則に規定する当該の共済契約の保全の手続を終了し

たとき。
(2)　電磁的方法が不可能なとき。
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 個人賠償責任共済事業　契約規定

　「ご契約のしおり」に記載されたこの契約規定は、個人賠償責任共済事業規約にもとづき、共済契約
の内容となるべき重要な事項を定めたものです。個人賠償責任共済の共済契約について、ご加入か
らお支払いまでの大切な事柄を記載していますので、ご一読いただき、共済契約証書とともに大切に
保管していただきますよう、お願いいたします。
　この契約規定は2017年２月１日から一斉に適用します。
　ただし、Ⅰ　一般条項　第１章共済契約の締結　11. 共済契約の更新(4)の規定は、2017年２月
１日以後に発効する共済契約（更新契約を含みます。）から適用します。
　なお、つぎの規定については、共済事故が2017年２月１日以後に発生した場合に適用します。
　ア　　Ⅰ　一般条項　第３章基本契約共済金の支払い

趣　旨

　個人賠償責任共済では、日常生活における偶然な事故により、他人を死傷させたり、他人の財物に
損害を与えて、被共済者が法律上の損害賠償責任を負った場合を保障します。

Ⅰ　一般条項

第1章　共済契約の締結

1．共済契約の締結
　個人賠償責任共済の共済契約の契約内容は、この契約規定によります。
2．定　義
　この契約規定において使用する用語の定義は、つぎのとおりとします。

用　語 定　義

共済契約者 全国労働者共済生活協同組合連合会（以下「この会」といいます。）と共済
契約を結び、契約上の権利と義務を有する人をいいます。

被共済者 この共済契約によりてん補することとされる損害を受ける人をいいます。
また、「主たる被共済者」とは、共済契約証書に記載された人をいいます。

代理請求人 被共済者が共済金を請求できない場合に、共済金の代理請求をすること
ができる人をいいます。

共済契約の発効日 申し込まれた共済契約の保障が開始される日をいいます。

共済契約の更新日 共済契約の共済期間が満了したときに従来の契約に代えて、新たな共済
契約の保障が開始される日をいいます。

発効応当日 共済契約の発効日または更新日に対応する日をいいます。

払込方法別応当日 共済掛金の払込方法に応じた１年ごと、半年ごとまたは１月ごとの共済契
約の発効日または更新日に対応する日をいいます。

共済契約証書 共済契約の成立および内容を証するため、共済契約の内容を記載し、共
済契約者に交付するものをいいます。

共済事故（支払事由） 共済金が支払われる事由をいいます。

法律上の
損害賠償責任 民法等法律にもとづく損害賠償責任をいいます。

日本国内

日本国政府が統治権を有する領土、領空および領海をいいます。なお、
領海とは、領海及び接続水域に関する法律（昭和52年5月2日法律第30
号）第1条（領海の範囲）および付則に定める海域をいい、領空とは、領土
および領海の上空をいいます。ただし、国内旅客定期航路事業の船舶の
場合にあっては、その航路の全域を領海とみなします。国内旅客定期航
空運送事業の旅客機もこれに準じます。

身体の障害 傷害、疾病、後遺障害または死亡をいいます。

財物の破損 �財物の滅失、損傷または汚損をいいます。

住宅
主たる被共済者の居住している住宅（単身赴任の場合において、この会
が定める要件をみたしたときは、赴任元を含みます。）をいい、この住宅
の敷地内の動産および不動産を含みます。
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病院・診療所
「病院」とは、医療法（昭和23年７月30日法律第205号）第１条の５（定
義）第１項に定める病院をいい、「診療所」とは、同法同条第２項に定める
診療所をいいます。

入院

医師または歯科医師による治療が必要であり、かつ、自宅等での治療ま
たは通院による治療によっては治療の目的を達することができないため、
病院または患者の収容施設を有する診療所に入り、常に医師または歯科
医師の管理下において治療に専念することをいいます。

生計を一にする 日々の消費生活において、各人の収入および支出の全部または一部を共
同して計算することをいいます。ただし、同居であることを要しません。

損害賠償請求権者
この会に対して損害賠償を直接請求できる人をいい、偶然な事故による
身体の障害または財物の破損について、被共済者が法律上の損害賠償責
任を負担することとなった相手方をいいます。

電磁的方法

電子情報処理組織を使用する方法その他情報通信の技術を利用する方法
であって、消費生活協同組合法施行規則（昭和23年9月30日大蔵省・
法務庁・厚生省・農林省令第1号）第53条（電磁的方法）第1項第1号にも
とづくものをいいます。

反社会的勢力
暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない人を含
みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力をい
います。

返戻金 共済契約が解約もしくは解除され、または消滅した場合に払い戻す共済
掛金をいいます。

基本契約 共済契約のもっとも基本となる契約の部分をいいます。

特則 この契約規定の「Ⅰ　一般条項」に規定されている内容と異なる要件を共済
契約に付帯することができるものをいいます。

3．共済契約者の範囲
	 　共済契約者は、この会の会員である組合の組合員でなければなりません。
4．主たる被共済者
	� 　主たる被共済者は、「6. 付帯される契約との関係」に規定する付帯される契約の被共済者でな

ければなりません。
5．被共済者の範囲
(1)�　被共済者は、つぎの①から④までのいずれかに該当する人とします。ただし、責任無能力者は含

みません。
	 ①　主たる被共済者
	 ②�　主たる被共済者の配偶者（内縁関係にある人を含みます。ただし、主たる被共済者または内

縁関係にある人に婚姻の届出をしている配偶者がいる場合を除きます。以下、この項目におい
て同じです。）

	 ③　主たる被共済者またはその配偶者と生計を一にする同居の親族
	 ④�　主たる被共済者またはその配偶者と生計を一にする別居の未婚（これまでに婚姻歴がないこ

とをいいます。）の子
(2)�　(1)における主たる被共済者と主たる被共済者以外の被共済者との続柄は、損害の原因となっ

た事故発生時におけるものをいいます。
6．付帯される契約との関係
(1)�　共済契約は、この会が別に定める共済契約（以下「付帯される契約」といいます。）に付帯して締

結しなければその効力を生じないものとします。
(2)�　共済契約者は付帯される契約の共済契約者と同一とします。また、主たる被共済者は、付帯さ

れる契約の被共済者と同一とします。
(3)�　付帯される契約の共済期間の中途において共済契約を締結する場合の共済期間の満了日は、

付帯される契約の共済期間の満了日と同一の日とします。
(4)�　共済契約を締結した後、付帯される契約が終了した場合は、付帯される契約の終了事由を共済

契約の終了事由とし、共済契約は同時に終了します。
7．基本契約共済金の種類
	� 　基本契約によりこの会が支払う基本契約共済金の種類はつぎの①および②のとおりとします。
	 ①　損害賠償共済金
	 ②　賠償費用共済金
8．共済契約の申込みと成立
(1)�　共済契約申込者は、共済契約申込書につぎの必要事項を記載し、署名または記名押印のうえこ

の会に提出してください。
	 ①　付帯される契約の種類
	 ②　共済掛金額

	 ③　共済掛金の払込方法および払込場所
	 ④　共済契約者の氏名、生年月日および住所
	 ⑤　主たる被共済者の氏名および生年月日
	 ⑥　申込日
	 ⑦�　偶然な事故により法律上の損害賠償責任を負担することによる損害を保障する他の契約また

は特約（以下「他の契約等」といいます。）の有無
	 ⑧　その他この会が必要と認めた事項
(2)�　(1)の場合には、共済契約申込者または主たる被共済者になる人は、共済事故の発生の可能性

に関係のある重要な事項のうち、この会が書面で行う被共済者の他の契約等に関して告知を求め
た事項（以下「質問事項」といいます。）について、この会の指定する書面により事実を正確に告げ
なければなりません。

(3)�　この会は、共済契約の申込みがあったときは、提出された共済契約申込書の内容を審査し、そ
の申込みを承諾するか否かを決定し、その諾否を共済契約申込者に通知します。この会が共済契
約の申込みを承諾したときの通知は、共済契約証書の交付により行います。

(4)�　共済契約申込者または共済契約者（以下「共済契約者等」といいます。）は、「Ⅳ　インターネット
特則条項」に規定するインターネット特則を付帯することにより、書面の提出に代えて電磁的方法
で共済契約の申込み、共済契約の更新および共済契約の保全（「Ⅳ　インターネット特則条項」に
おける「6. 共済契約の保全」に規定する事項をいいます。以下同じです。）の手続をすることができ
ます（以下「インターネット扱」といいます。）。

(5)�　共済契約者等は、第1回の共済掛金に相当する金額（以下「初回掛金」といいます。）を、共済契
約申込みの日から1か月以内に、この会に払い込まなければなりません。

(6)�　この会が共済契約の申込みを承諾したときは、共済契約はその申込みの日に成立したものとみ
なし、この会は、つぎのいずれかの日の午前零時から共済契約上の責任を負い、保障を開始します。

	 ①　この会が初回掛金を受け取った日の翌日
	 ②�　①の規定にかかわらず、この会が、共済契約申込書のうち質問事項に対する回答を受け取る

前に初回掛金を受け取ったときは、質問事項に対する回答の受取日の翌日
	 ③�　この会が特に認める場合であり、かつ、初回掛金を受け取ったときは、共済契約申込みの日の

翌日以後の共済契約申込者が指定する任意の日
(7)�　(6)に規定する日を共済契約の発効日とします。
(8)�　(6)の③の規定により共済契約の発効日を指定した場合には、共済契約者等は、初回掛金を共

済契約の発効日の前日（ただし、付帯される契約の共済期間の中途において共済契約を締結する
場合には、この会が定める基準によりこの会が指定する期日）までにこの会に払い込まなければな
りません。

(9)�　この会は、共済契約の申込みを承諾した場合には、初回掛金を共済契約の発効日において第1
回の共済掛金に充当します。

(10)�　この会は、共済契約の申込みを承諾しない場合において、初回掛金が払い込まれていたとき
は、遅滞なく初回掛金を共済契約申込者に返還します。

9．共済契約の申込みの撤回等
(1)�　共済契約者等は、すでに申込みをした共済契約について、申込みの日を含めてその日から8営

業日以内であれば、その申込みの撤回または解除（以下「申込みの撤回等」といいます。）をするこ
とができます。

(2)�　共済契約の申込みの撤回等をするときは、共済契約者等は、書面につぎの必要事項および申込
みの撤回等をする旨を明記し、署名押印のうえ、この会に提出しなければなりません。

	 ①　付帯される共済契約の種類
	 ②　申込日
	 ③　共済契約者等の氏名および住所
	 ④　主たる被共済者の氏名
(3)�　共済契約の申込みの撤回等がされた場合には、当該共済契約は成立しなかったものとします。

また、すでに初回掛金が払い込まれているときには、この会は、共済契約者等に初回掛金を返還し
ます。

10．共済期間
(1)�　共済期間は、共済契約の発効日または更新日から1年とします。ただし、この会が特に必要と認

めた場合には、共済期間を1年をこえ15か月未満または1か月以上1年未満とすることができま
す。

(2)�　(1)のただし書きにいう「１年をこえ15か月未満または１か月以上１年未満」の共済契約につい
ては、つぎのように規定します。

	 ①　１か月以上１年未満の共済契約を「短期契約」といいます。
	 ②　１年をこえ15か月未満の共済契約を「長期契約」といいます。
(3)�　共済契約の発効日が月の1日でない共済契約については、共済期間を共済契約の満了する日

の属する月の末日まで延長します。
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11．共済契約の更新
(1)�　この会は、共済期間が満了する共済契約について、満了日までに共済契約者から共済契約を更

新しない意思の表示または変更の申し出がされない場合には、満了する共済契約と同一内容で、
共済期間の満了日の翌日（この日を「更新日」とします｡）に更新します。

(2)�　(1)の規定にかかわらず、この会は、契約規定の改正があったときには、更新日における改正後
の契約規定による内容で、共済契約を更新します。

(3)�　(1)の規定にかかわらず、更新日において、付帯される契約を更新しない場合には共済契約の更
新はできません。

(4)�　共済制度の目的に照らして、この会の共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき人に
対する信頼を損ない、この共済契約を更新することが適当でないと判断されるつぎの①または②
のいずれかに該当する事由があるときには、この会は、共済契約の更新を拒むことができます。

	 ①�　共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき人が、この会に対して共済金等（保険金
その他のいかなる名称であるかを問わないものとします。）を支払わせることを目的として、共
済事故を発生させ、または発生させようとしたとき。

	 ②�　その他、この会の共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき人に対する信頼を損な
わせる①に相当する程度の事由があると認められるとき。

(5)�　共済契約者が、更新時において変更の申し出をする場合には、共済契約申込書につぎの必要事
項を記載し、署名または記名押印のうえ、共済契約が満了する日までにこの会に提出しなければな
りません。

	 ①　付帯される契約の種類
	 ②　共済掛金額
	 ③　共済掛金の払込方法および払込場所
	 ④　共済契約者の氏名、生年月日および住所
	 ⑤　主たる被共済者の氏名および生年月日
	 ⑥　申込日
	 ⑦　他の契約等の有無
	 ⑧　その他この会が必要と認めた事項
(6)�　(5)の場合にあっては、共済契約者または主たる被共済者は、質問事項について、この会の指定

する書面により事実を正確に告げなければなりません。
(7)�　この会は、(5)の申し出を承諾した場合には、その内容で更新し、承諾しない場合には、変更の申

し出はなかったものとみなします。
(8)�　(1)から(7)までの規定にもとづき、この会が承諾した共済契約を、以下「更新契約」といいます。
(9)�　更新契約の初回掛金は、更新日の前日までに、この会に払い込まなければなりません。ただし、

この場合には、満了する共済契約の満了日の翌日から1か月間の払込猶予期間を設けます。
(10)�　(9)の規定にかかわらず、「Ⅱ　掛金口座振替特則条項」に規定する掛金口座振替特則を付帯し

た場合には、更新契約の初回掛金の払込猶予期間は、共済契約の満了日の翌日から3か月間と
することができます。

(11)�　地震、津波、噴火その他これらに類する天災により更新契約の初回掛金の払込みが一時困難
であると、この会が認める場合には、この会は、(9)および(10)に規定する払込猶予期間を延長
することができます。

(12)�　つぎの①または②のいずれかに該当する場合には、共済契約は更新されなかったものとしま
す。

	 ①　満了する共済契約に未払込共済掛金があったとき。
	 ②�　(9)から(11)までに規定する払込猶予期間内に、更新契約の初回掛金の払込みがなかったと

き。
(13)�　この会は、(1)から(11)までの規定にもとづき共済契約の更新が行われた場合には、その旨を

共済契約者に通知します。ただし、(3)または(4)により更新ができない場合および(7)にもとづき
この会が共済契約の変更を承諾しない場合には、満了する共済契約の満了日までに共済契約者
に通知します。

第2章　共済金額

1．基本契約共済金額
　基本契約共済金額は、損害賠償共済金および賠償費用共済金のそれぞれについて、1回の事故に
つき1億円とします。

第3章　基本契約共済金の支払い

1．事故発生のときの義務について
(1)�　被共済者について、「2. 基本契約共済金の支払い」に規定する事故により、他人の身体の障害

または他人の財物の破損が発生したことを知ったときは、共済契約者、被共済者または共済金を
受け取るべき人は、次表の「事故発生時の義務」を履行しなければなりません。共済契約者、被共
済者または共済金を受け取るべき人が、正当な理由がなくこれらの規定に違反した場合は、次表の

「義務違反の場合の取扱い」に規定する金額を差し引いて共済金を支払います。

事故発生時の義務
義務違反の場合の取扱い

以下の金額を差し引いて共済金を支
払います。

①	 損害の発生または拡大の防止につとめること。 発生または拡大を防止することがで
きたと認められる損害の額

②	� つぎのアからウを遅滞なく、この会に通知すること。
この場合において、この会が書面による通知を求め
たときはこれに応じなければなりません。

	 ア�　事故発生の日時、場所および事故の状況ならび
にこれらの事項について証人となる人があるとき
はその人の住所、氏名または名称

	 イ　被害者の住所、氏名、年齢および職業
	 ウ　損害賠償の請求を受けた場合は、その内容

事故発生時の義務に違反したことに
よりこの会がこうむった損害の額

③	� 損害賠償の請求についての訴訟を提起し、または提
起された場合には、遅滞なくこの会に通知すること。

④	� 他の契約等の有無および内容（すでに他の契約等から
共済金または保険金の支払いを受けた場合には、そ
の事実を含みます。）について遅滞なくこの会に通知
すること。

⑤	� この会が特に必要とする書類または証拠となるもの
を求めた場合には、遅滞なくこれを提出し、または
この会が行う損害の調査に協力すること。

⑥	� 第三者に損害賠償の請求（共同不法行為等の場合にお
ける連帯債務者相互間の求償を含みます。右欄にお
いても同じです。）をすることができる場合には、そ
の権利の保全または行使に必要な手続をすること。

第三者に損害賠償の請求をすること
により取得することができたと認め
られる額

⑦	� 損害賠償の請求を受けた場合には、あらかじめこの
会の承諾を得ないで、その全部または一部を承諾し
ないこと。ただし、被害者に対する応急手当または
護送その他緊急措置を除きます。

損害賠償責任がないと認められる
額

(2)�　共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき人が、(1)の②または⑤の書類に故意に事実
と異なることを記載し、またはその書類や証拠を偽造または変造した場合には、この会は、それに
よりこの会がこうむった損害の額を差し引いて共済金を支払います。

2．基本契約共済金の支払い
　基本契約共済金の支払いはつぎのとおりです。

基本契約
共済金 共済金を支払う場合（支払事由） 共済金

の額

(1)
損
害
賠
償
共
済
金

　この会は、日本国内において共済期間中に発生したつぎの①または②のい
ずれかに該当する偶然な事故（以下「事故」といいます。）により、他人の身体
の障害または他人の財物の破損について、被共済者が法律上の損害賠償責任
を負うことによりこうむる損害に対して、被共済者が損害賠償請求権者に支払
うべき損害賠償金を損害賠償共済金として支払います。
①　住宅の所有、使用または管理に起因する事故
②�　被共済者の日常生活（住宅以外の不動産の所有、使用または管理を除きま

す。）に起因する事故

上
限
１
億
円
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(2)
賠
償
費
用
共
済
金

　事故が発生した場合において、損害賠償共済金のほか、つぎの①から⑦に
該当する場合の費用の合計額について、賠償費用共済金として支払います。

①
〜
⑦
合
計
で
上
限
１
億
円

①�　被共済者が「1. 事故発生のときの義務について」(1)の①に規定する損害
の発生または拡大の防止のために要した費用のうち、この会が必要または
有益であったと認める費用および「1. 事故発生のときの義務について」(1)
の⑥の手続のために必要な費用。

②�　被共済者が損害の発生または拡大の防止のために必要または有益と認め
られる手段を講じた後に法律上の損害賠償責任のないことが判明した場合、
その手段を講じたことにより要した費用のうち、応急手当、護送、診療、
看護その他緊急措置のために要した費用およびあらかじめこの会の書面に
よる同意を得て支出した費用。

③�　損害賠償責任の解決について、被共済者がこの会の書面による同意を得
て支出した訴訟費用、弁護士報酬または仲裁、和解もしくは調停に要した
費用。

④�　損害賠償責任の解決について、被共済者がこの会の書面による同意を得
て支出した示談交渉に要した費用。

⑤�　損害賠償責任の解決について、被共済者の行う折衝または示談について、
被共済者がこの会の要求に従い、協力するために要した費用。

⑥�　第4章「4. この会による解決」(2)の規定により被共済者がこの会に協力
するために要した費用。

⑦�　事故による他人の身体の障害について、被共済者が法律上の損害賠償責
任を負う場合で、被共済者が臨時に支出した費用（以下「対人臨時費用」とい
います。）。

　対人臨時費用は、つぎのアおよびイに該当する場合の費用とし、この会は、
1回の事故により身体の障害をこうむった人1名につき、それぞれ規定する
額を支払います。ただし、イについては、1回の事故につき1回とします。

ア�　身体の障害をこうむっ
た人が右記の い ず れか
に該当するとき。

a. �事故を直接の原因として死亡
したとき。 10万円

b. �事故を直接の原因として病院
または診療所に10日以上入
院したとき。

2万円

イ�　身体の障害をこうむった人に対して被共済者が謝罪等を
したとき。 3000円

3．基本契約共済金の計算
(1)�　この会が1回の事故につき支払う基本契約共済金の額は、つぎの算式により算出される額とし

ます。

① 被共済者が損害賠償請
求権者に対して負担する法
律上の損害賠償責任の額
ただし、基本契約共済金
額を上限とします。

＋

② 「2. 基本契約共済金の
支払い」(2)賠償費用共済
金の①から⑦に規定する
費用
ただし、基本契約共済金
額を上限とします。

−

③ 被共済者が損害賠償請
求権者へ損害賠償金を支
払ったことにより代位取
得するものがあるときは、
その価額

(2)�　この会は、(1)に規定する共済金のほか、第4章「4. この会による解決」(1)にもとづく訴訟また
は被共済者がこの会の書面による同意を得て行った訴訟の判決による遅延損害金を支払います。

4．基本契約共済金を支払わない場合（免責事由）
(1)�　つぎの①から⑨までのいずれかに該当する損害賠償責任を負うことによりこうむった損害に対し

ては、基本契約共済金を支払いません。
	 ①　被共済者がその職務に従事することに起因する損害賠償責任
	 ②�　もっぱら被共済者の職務に使用される動産または不動産（住宅の一部がもっぱら被共済者の

職務に使用される場合は、その部分を含みます。）の所有、使用または管理に起因する損害賠償
責任

	 ③　被共済者と同居または生計を一にする親族に対する損害賠償責任
	 ④�　被共済者の使用人（家事使用人として使用する人を除きます。）が、被共済者の業務に従事中

にこうむった身体の障害に起因する損害賠償責任
	 ⑤�　被共済者が損害賠償に関し、他人との間に約定を締結しているときは、その約定により加重さ

れた損害賠償責任
	 ⑥�　被共済者が所有、使用または管理する財物の破損について、その財物に対し正当な権利を有

する者に対して負担する損害賠償責任
	 ⑦　被共済者の心神喪失に起因する損害賠償責任
	 ⑧　被共済者または被共済者の指図による暴行または殴打に起因する損害賠償責任
	 ⑨�　航空機、船舶・車両（原動力がもっぱら人力であるものを除きます。）、銃器（空気銃を除きま

す。）の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任
(2)�　この会は、つぎの①から⑧までのいずれかにより生じた損害に対しては、基本契約共済金を支払

いません。
	 ①　共済契約者、被共済者またはこれらの人の法定代理人の故意
	 ②�　戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変または

暴動（群衆または多数の者の集団の行動により全国または一部の地区において著しく平穏が害
され、治安維持上重大な事態と認められる状態をいいます。）

	 ③　地震もしくは噴火またはこれらによる津波
	 ④�　核燃料物質（使用済燃料を含みます。以下同じです。）もしくは核燃料物質により汚染された物

（原子核分裂生成物を含みます。）の放射性、爆発性その他の有害な特性またはこれらの特性
による事故

	 ⑤　④に規定した以外の放射線照射または放射能汚染
	 ⑥�　②から⑤までの事由により発生した事故の拡大（事故の形態や規模等が大きくなることをい

い、延焼を含みます。）
	 ⑦�　発生原因がいかなる場合でも、事故の②から⑤までの事由による拡大（事故の形態や規模等

がこれらの事由より大きくなることをいい、延焼を含みます。）
	 ⑧　②から⑤までの事由に伴う秩序の混乱
5．他の契約等がある場合
(1)�　被共済者について、他の契約等がある場合において、それぞれの契約につき他の契約等がない

ものとして算出した支払責任額の合計額が、損害の額（ただし、「2. 基本契約共済金の支払い」(2)
⑦に規定する対人臨時費用は除きます。以下、この項目において同じです。）をこえるときは、この
会は、つぎの①または②に規定する額を基本契約共済金として支払います。

区分 限度額

① �他の契約等から共済金または保険金が支
払われていないとき

他の契約等がないものとして算出したこの会の支
払責任額

② �他の契約等から共済金または保険金が支
払われたとき

「損害の額」−「�他の契約等から支払われた共済金
または保険金の合計額」

ただし、他の契約等がないものとして算出したこ
の会の支払責任額を限度とします。

(2)�　(1)の損害の額は、それぞれの契約に免責金額の適用がある場合には、そのうちもっとも低い免
責金額を差し引いた額とします。

第4章　共済金等の請求、支払時期および支払場所

1．共済金等の請求、支払時期および支払場所
(1)�　この会に対する共済金請求権は、被共済者が損害賠償請求権者に対して負担する法律上の損害

賠償責任の額について、被共済者と損害賠償請求権者との間で、判決が確定した時、または裁判
上の和解、調停もしくは書面による合意が成立した時から発生し、これを行使できるものとします。

(2)�　被共済者または共済金を受け取るべき人は、別表第6「共済金および損害賠償額請求の提出書
類」に規定する請求書類をこの会に提出して、共済金を請求してください。

(3)�　(2)の場合において、共済金を受け取るべき人が2名以上ある場合は、代表者1名を定めなけ
ればなりません。この場合において、その代表者は、他の共済金を受け取るべき人を代表します。

(4)�　(3)の場合において、共済金を受け取るべき人の代表者が定まらない場合またはその所在が不
明である場合には、この会が共済金を受け取るべき人の1人に対して行ったことは、他の人に対し
ても効力を生じます。

(5)�　この会は、事故の内容または損害の額等に応じ、共済契約者、被共済者または共済金を受け取
るべき人に対して、別表第6「共済金および損害賠償額請求の提出書類」に規定する請求書類以外
の書類もしくは証拠の提出またはこの会が行う調査への協力を求めることができます。この場合に
は、この会が求めた書類または証拠を速やかに提出し、必要な協力をしなければなりません。

(6)�　共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき人が、正当な理由がなく(5)の規定に違反し
た場合、または、(2)または(5)に規定する書類に事実でないことや事実と異なることを記載し、もし
くはその書類や証拠を偽造し、もしくは変造した場合には、この会は、それによりこの会がこうむっ
た損害の額を差し引いて共済金を支払います。

(7)�　この会は、共済金の請求を受けた場合には、必要な請求書類がすべてこの会に到着した日の翌
日以後30日以内に、事故発生の状況、事故の原因、損害の内容、共済金が支払われない事由の
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有無、共済金を算出するための事実、共済契約の効力の有無その他この会が支払うべき共済金の
額を確定するために必要な事項の調査（以下「必要な調査」といいます。）を終えて、この会の指定
した場所で共済金を被共済者または共済金を受け取るべき人に支払うものとします。ただし、必要
な調査のため特に日時を要する場合において、つぎの①から⑧までのいずれかに該当するときは、
その旨をこの会が被共済者または共済金を受け取るべき人に通知し、必要な請求書類がすべてこ
の会に到着した日の翌日以後、つぎの①から⑧までに規定する期間内（複数に該当するときは、そ
のうち最長の期間）に共済金を被共済者または共済金を受け取るべき人に支払います。ただし、払
込猶予期間中に共済掛金の払込みがされない場合は、この会は、共済金を支払いません。

① 災害救助法（昭和22年10月18日法律第118号）が適用された災害の
被災地域において調査を行う必要があるとき 60日

② 医療機関、検査機関その他の専門機関による診断・鑑定・審査等の結果に
ついて照会を行う必要があるとき

90日
③

この会ならびに共済契約者、被共済者および共済金を受け取るべき人以
外の個人または機関に対して客観的事実、科学的知見または専門的見地
からの意見もしくは判断を求めるための確認が必要なとき

④
後遺障害の内容およびその程度を確認するための医療機関による診断、
後遺障害の認定にかかる専門機関による審査等の結果について照会を行
う必要があるとき

120日

⑤ 弁護士法（昭和24年6月10日法律第205号）その他法令にもとづく照
会が必要なとき

180日⑥ 警察、検察、消防その他の公の機関による調査・捜査の結果について照
会を行う必要があるとき

⑦ 必要な調査を日本国内において行うための代替的な手段がない場合で、
日本国外における調査を行う必要があるとき

⑧

災害対策基本法（昭和36年11月15日法律第223号）にもとづき設置
された中央防災会議において専門調査会が設置された首都直下地震、東
海地震、東南海・南海地震またはこれらと同規模の損害が発生するもの
と見込まれる広域災害が発生したとき

360日

(8)�　この会が必要な調査を行うにあたり、共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき人が
正当な理由なく当該調査を妨げ、もしくはこれに応じなかった場合（必要な協力を行わなかった場
合を含みます。）には、これにより調査が遅延した期間について、(7)の期間に算入しないものとし、
また、その調査が遅延した期間は共済金を支払わないものとします。

(9)�　この会は、共済掛金の返還の請求または返戻金の請求の原因となる事実が発生した日または必
要な請求書類がすべてこの会に到着した日のいずれか遅い日の翌日以後30日以内に、この会の
指定した場所で共済契約者に支払います。

２．代理請求人による代理請求
(1)�　被共済者が共済金を請求できないつぎの①または②に定める特別な事情がある場合には、代理

請求人が別表第6「共済金および損害賠償額請求の提出書類」で定める請求書類を提出して、この
会の承諾を得て、共済金を請求することができます。

	 ①�　共済金の請求を行う意思表示が困難であるとこの会が認めたとき。
	 ②�　その他①に準じる状態（被共済者が死亡した場合を除きます。）であるとこの会が認めたとき。
(2)�　(1)の共済金の請求を行う場合、代理請求人は、請求時においてつぎの①から③までのいずれ

かの人であることを要します。
	 ①�　被共済者と同居し、または被共済者と生計を一にする被共済者の配偶者（法律上の配偶者に

限ります。以下、この項目において同じです。）
	 ②�　①に規定する人がいない場合、または①に規定する人に共済金を請求できない特別な事情

がある場合（なお、「特別な事情」とは、共済金等の請求を行う意思表示が困難であるとこの会
が認めたときをいいます。以下、③において同じです。）には、被共済者と同居し、または被共
済者と生計を一にする被共済者の３親等内の親族

	 ③�　①および②に規定する人がいない場合、または①および②に規定する人に共済金を請求でき
ない特別な事情がある場合には、①に規定する人以外の配偶者または②に規定する人以外の３
親等内の親族

(3)�　(1)および(2)の規定にかかわらず、つぎの①から③までのいずれかに該当する場合には、代理
請求人は共済金を請求することができません。

	 ①�　被共済者の代理人に、共済金の請求に関する代理権または同意権が付与されている登記があ
るとき。

	 ②�　代理請求人が、故意または重大な過失により、共済事故を生じさせたとき。
	 ③�　代理請求人が、故意または重大な過失により、被共済者を(1)の①または②の状態に該当さ

せたとき。

(4)�　この会は、(1)から(3)までの規定により代理請求人からの共済金の請求に対して、共済金を支
払った場合には、その後重複して共済金の請求を受けても、これを支払いません。

3．この会による援助
	� 　被共済者が第3章「2. 基本契約共済金の支払い」(1)に規定する事故（被共済者に対する損害賠

償請求に関する訴訟が日本国外の裁判所に提起された場合を除きます。）にかかわる損害賠償の
請求を受けた場合には、この会は、被共済者の負担する法律上の損害賠償責任の内容を確定する
ため、この会が被共済者に対して支払責任を負う限度において、被共済者の行う折衝、示談または
調停もしくは訴訟の手続について協力または援助を行います。

4．この会による解決
(1)�　この会は、被共済者が第3章「2. 基本契約共済金の支払い」(1)に規定する事故（被共済者に対

する損害賠償請求に関する訴訟が日本国外の裁判所に提起された場合を除きます。）にかかわる損
害賠償の請求を受け、かつ、被共済者がこの会の解決条件に同意している場合、またはこの会が、
損害賠償請求権者から「5. 損害賠償額の請求、支払時期および支払場所」の規定にもとづく損害
賠償額の支払いの請求を受けた場合には、この会が被共済者に対して支払責任を負う限度におい
て、この会の費用により、被共済者の同意を得て、被共済者のために、折衝、示談または調停もし
くは訴訟の手続(弁護士の選任を含みます。以下、この項目において同じです。) を行います。ただ
し、第3章「2. 基本契約共済金の支払い」(1)に規定する事故の発生が共済掛金の払込猶予期間
内であり、かつ、当該共済掛金が払い込まれていない場合を除きます。

(2)�　(1)の場合には、被共済者はこの会の求めに応じ、その遂行についてこの会に協力しなければな
りません。

(3)�　この会は、(1)の規定にかかわらず、つぎの①から③までのいずれかに該当する場合は、折衝、
示談または調停もしくは訴訟の手続を行いません。

	 ①�　1回の事故につき、被共済者が負担する法律上の損害賠償責任の総額が、基本契約共済金額
を明らかにこえる場合

	 ②　損害賠償請求権者が、この会と直接、折衝することに同意しない場合
	 ③　正当な理由がなくて被共済者が(2)に規定する協力を拒んだ場合
5．損害賠償額の請求、支払時期および支払場所
(1)�　第3章「2. 基本契約共済金の支払い」(1)に規定する事故により被共済者の負担する法律上の

損害賠償責任が発生した場合は、損害賠償請求権者は、この会が被共済者に対して支払責任を負
う限度において、この会に対して(3)に規定する損害賠償額の支払いを請求することができます。
ただし、第3章「2. 基本契約共済金の支払い」(1)に規定する事故の発生が共済掛金の払込猶予
期間内であり、かつ、当該共済掛金が払い込まれていない場合を除きます。

(2)�　この会は、つぎの①から④までのいずれかに該当する場合に、損害賠償請求権者に対して(3)に
規定する損害賠償額を支払います。ただし、１回の事故につき、支払うべき共済金の額（同一の事
故について、すでに支払った損害賠償共済金または損害賠償額がある場合は、その全額を差し引
いた額とします。）を限度とします。

	 ①�　被共済者が損害賠償請求権者に対して負担する法律上の損害賠償責任の額について、被共
済者と損害賠償請求権者との間で、判決が確定した場合または裁判上の和解もしくは調停が成
立した場合

	 ②�　被共済者が損害賠償請求権者に対して負担する法律上の損害賠償責任の額について、被共
済者と損害賠償請求権者との間で、書面による合意が成立した場合

	 ③�　損害賠償請求権者が被共済者に対する損害賠償請求権を行使しないことを被共済者に対して
書面で承諾した場合

	 ④�　法律上の損害賠償責任を負担すべきすべての被共済者について、つぎのアまたはイのいずれ
かに該当する事由があった場合

	 　ア　被共済者またはその法定相続人の破産または生死不明
	 　イ　被共済者が死亡し、かつ、その法定相続人がいないこと
(3)�　「4. この会による解決」およびこの項目の損害賠償額とは、つぎの算式により算出された額をい

います。
	� 　「損害賠償額」＝「被共済者が損害賠償請求権者に対して負担する法律上の損害賠償責任の額」−

「被共済者が損害賠償請求権者に対してすでに支払った損害賠償金の額」
(4)�　損害賠償請求権者の損害賠償額の請求が被共済者の損害賠償共済金の請求と競合した場合

は、この会は、損害賠償請求権者に対して優先して損害賠償額を支払います。
(5)�　(2)または(7)の規定にもとづきこの会が損害賠償請求権者に対して損害賠償額の支払いを行っ

た場合は、その金額の限度においてこの会が被共済者に、その被共済者のこうむる損害に対して、
損害賠償共済金を支払ったものとみなします。

(6)�　1回の事故につき、被共済者が負担する法律上の損害賠償責任の総額（同一の事故について、
すでにこの会が支払った損害賠償共済金または損害賠償額がある場合は、その全額を含みます。）
が基本契約共済金額をこえると認められるときは、損害賠償請求権者は(1)の規定による請求権を
行使することはできず、また、この会は(2)の規定にかかわらず損害賠償額を支払いません。ただ
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し、つぎの①から③までのいずれかに該当する場合を除きます。
	 ①　(2)の④に規定する事実があった場合
	 ②�　損害賠償請求権者が被共済者に対して、第3章「2. 基本契約共済金の支払い」(1)に規定す

る事故にかかわる損害賠償の請求を行う場合において、いずれの被共済者またはその法定相続
人とも折衝することができないと認められるとき。

	 ③�　この会への損害賠償額の請求について、すべての損害賠償請求権者と被共済者との間で、書
面による合意が成立したとき。

(7)�　(2)にかかわらず、(6)の②または③に該当する場合は、この会は、損害賠償請求権者に対して損
害賠償額を支払います。ただし、１回の事故につき、支払うべき共済金の額（同一の事故について、
すでに支払った損害賠償共済金または損害賠償額がある場合は、その全額を差し引いた額としま
す。）を限度とします。

(8)�　この項目の規定により、損害賠償請求権者が損害賠償額の支払いを請求する場合には、別表第
6「共済金および損害賠償額請求の提出書類」に規定する請求書類を提出しなければなりません。

(9)�　この会は、事故の内容または損害の額等に応じ、損害賠償請求権者に対して、別表第6「共済金
および損害賠償額請求の提出書類」に規定する請求書類以外の書類もしくは証拠の提出またはこ
の会が行う調査への協力を求めることができます。この場合は、この会が求めた書類または証拠
を速やかに提出し、必要な協力をしなければなりません。

(10)�　損害賠償請求権者が、正当な理由がなく(9)の規定に違反した場合、または、(8)または(9)に
規定する書類に事実と異なる記載をし、もしくはその書類や証拠を偽造し、もしくは変造した場
合は、この会は、それによりこの会がこうむった損害の額を差し引いて損害賠償額を支払います。

(11)�　(2)および(6)の①から③までのいずれかに該当する場合には、その損害賠償額の支払いお
よび支払場所について、「1. 共済金等の請求、支払時期および支払場所」(7)および(8)を準
用します。この場合、(7)のなかで「共済金の請求」とあるのは「損害賠償額の請求」と、「共済
金の額」とあるのは「損害賠償額」と、「被共済者または共済金を受け取るべき人」とあるのは「損
害賠償請求権者」と、(7)および(8)のなかで「共済金」とあるのは「損害賠償額」と、(8)のなか
で「共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき人」とあるのは「損害賠償請求権者」と
読み替えます。

(12)�　(1)から(7)の規定による請求権は、つぎの①または②のいずれかに該当する場合は、これを
行使することができません。

	 ①�　「1. 共済金等の請求、支払時期および支払場所」(1)に規定する時の翌日から起算して3年を
経過した場合

	 ②�　損害賠償請求権者の被共済者に対する損害賠償請求権が時効により消滅した場合
6．代位
(1)�　損害が生じたことにより被共済者が損害賠償請求権その他の債権（共同不法行為等の場合にお

ける連帯債務者相互間の求償権を含みます。) を取得した場合において、この会がその損害に対し
て共済金を支払ったときは、その債権はこの会に移転します。ただし、移転するのはつぎの①また
は②のいずれかの額を限度とします。

	 ①　この会が損害の額の全額を共済金として支払った場合
	 　　被共済者が取得した債権の全額
	 ②　①以外の場合
	 　�　被共済者が取得した債権の額から、共済金が支払われていない損害の額を差し引いた額
(2)�　(1)の②の場合において、この会に移転せずに被共済者が引き続き有する債権は、この会に移転

した債権よりも優先して弁済されるものとします。
(3)�　共済契約者および被共済者は、この会が取得する(1)または(2)の債権の保全および行使ならび

にそのためにこの会が必要とする証拠および書類の入手に協力しなければなりません。この場合
において、この会に協力するために必要な費用は、この会の負担とします。

7．先取特権
(1)�　損害賠償請求権者は、被共済者のこの会に対する共済金請求権（第3章「2. 基本契約共済金の

支払い」に規定する費用に対する共済金請求権を除きます。以下、この項目において同じです。) 
について先取特権を有します。

(2)�　この会は、つぎの①から④までのいずれかに該当する場合に、共済金を支払うものとします。
	 ①�　被共済者が損害賠償請求権者に対してその損害を賠償した後に、この会から被共済者に支払

う場合。ただし、被共済者が賠償した金額を限度とします。
	 ②�　被共済者が損害賠償請求権者に対してその損害を賠償する前に、被共済者の指図により、こ

の会から直接、損害賠償請求権者に支払う場合
	 ③�　被共済者が損害賠償請求権者に対してその損害を賠償する前に、損害賠償請求権者が(1)の

先取特権を行使したことにより、この会から直接、損害賠償請求権者に支払う場合
	 ④�　被共済者が損害賠償請求権者に対してその損害を賠償する前に、この会が被共済者に共済金

を支払うことを損害賠償請求権者が承諾したことにより、この会から被共済者に支払う場合。た
だし、損害賠償請求権者が承諾した金額を限度とします。

(3)�　共済金請求権は、損害賠償請求権者以外の第三者に譲渡することはできません。また、共済金
請求権を質権の目的とし、または(2)の③の場合を除いて差し押さえることはできません。ただし、
(2)の①または④の規定により、被共済者がこの会に対して共済金の支払いを請求できる場合を除
きます。

8．仮払金および供託金の貸付け等
(1)�　第4章「3. この会による援助」または「4. この会による解決」(1)の規定によりこの会が被共済者

のため援助または解決にあたる場合には、この会は、1回の事故につき、基本契約共済金額（同一
の事故についてすでにこの会が支払った損害賠償共済金または「5. 損害賠償額の請求、支払時期
および支払場所」(1)から(7)の規定にもとづく損害賠償額がある場合は、その全額を差し引いた額
とします。）の範囲内で、仮処分命令にもとづく仮払金を無利息で被共済者に貸付け、また、仮差
押えを免れるための供託金もしくは上訴のときの仮執行を免れるための供託金をこの会の名にお
いて供託し、または供託金に付される利息と同率の利息で被共済者に貸付けます。

(2)�　(1)の規定によりこの会が供託金を貸付ける場合には、被共済者はこの会のために供託金（利息
を含みます。以下、この項目において同じです。）の取戻請求権の上に質権を設定します。

(3)�　(1)の貸付けまたはこの会の名による供託が行われている間においては、「5. 損害賠償額の請
求、支払時期および支払場所」(2)ただし書、(7)ただし書、および第3章「3. 基本契約共済金の計
算」の規定は、その貸付金または供託金をすでに支払った損害賠償共済金とみなして適用します。

(4)�　(1)の供託金が第三者に還付された場合には、その還付された供託金の限度で(1)のこの会の
名による供託金または貸付金（利息を含みます。）が損害賠償共済金として支払われたものとみな
します。

(5)�　「1. 共済金等の請求、支払時期および支払場所」の規定によりこの会の共済金支払義務が発生
した場合は、(1)の仮払金に関する貸付金が損害賠償共済金として支払われたものとみなします。

第5章　共済掛金の払込み

1．共済掛金の払込み
(1)�　共済掛金の払込方法は、月払、半年払、年払または一括払とします。ただし、半年払および年払は、

この会が特に必要と認めた場合に限ります。また、払込方法は、付帯される契約と同一とします。
(2)�　長期契約または短期契約の共済掛金の払込方法および払い込むべき共済掛金の額については、

この会が定めるところによります。
(3)�　共済掛金の払込方法が月払または半年払である共済契約の第2回以後の共済掛金は、払込方

法別応当日の前日までに払い込まなければなりません。
(4)�　(3)で払い込むべき共済掛金は、払込方法別応当日からその翌払込方法別応当日の前日までの

期間に対応する共済掛金とします。
(5)�　この会は、(3)の規定にかかわらず、共済掛金の払込方法が月払または半年払である共済契約の

第2回以後の共済掛金の払込みについて、払込方法別応当日の前日の属する月の末日（以下「払
込期日」といいます。）までとすることができます。

(6)�　共済掛金がその払込方法別応当日の前日までに払い込まれ、かつ、その日までに共済掛金の払
込みを要しなくなった場合には、この会は、その払い込まれた共済掛金を共済契約者に返還しま
す。

2．共済掛金の払込場所
(1)�　共済掛金は、この会の事務所またはこの会の指定する場所に払い込まれなければなりません。
(2)�　共済契約者等は、「Ⅱ　掛金口座振替特則条項」に規定する掛金口座振替特則を付帯することに

より、当該共済契約の共済掛金をこの会の指定した金融機関等を通じて口座振替により払い込む
こと（以下「口座振替扱」といいます。）ができます。

(3)�　共済契約者等は、「Ⅲ　クレジットカード払特則条項」に規定するクレジットカード払特則を付
帯することにより、当該共済契約の初回掛金を、指定するクレジットカード発行会社（以下「カー
ド会社」といいます。）を通じて、当該カード会社の発行するクレジットカード（以下「クレジットカー
ド」といいます。）により、払い込むこと（以下「クレジットカード扱」といいます。）ができます。

第6章　共済掛金払込みの猶予期間および共済契約の失効

1．共済掛金の払込猶予期間
(1)�　この会は、第2回以後の共済掛金の払込みについて、払込期日の翌日から1か月間の払込猶予

期間を設けます。
(2)�　(1)の規定にかかわらず、掛金口座振替特則を付帯した場合には、第2回以後の共済掛金の払

込猶予期間については、払込期日の翌日から3か月間となります。
(3)�　地震、津波、噴火その他これらに類する天災により第2回以後の共済掛金の払込みが一時困難

であると、この会が認める場合には、(1)および(2)に規定する払込猶予期間を延長することができ
ます。
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2．共済契約の失効
	� 　共済掛金の払込猶予期間内に共済掛金が払い込まれない場合は、共済契約はつぎのときに効

力を失い、共済契約は消滅します。この場合、この会はその旨を共済契約者に通知します。
(1)�　発効日または更新日が月の1日である共済契約については、払込期日の翌日の午前零時
(2)�　発効日が月の1日でない共済契約については、払込期日の属する月の発効応当日の午前零時

第7章　共済契約の取消し、無効、解除および消滅

1．詐欺等による共済契約の取消し
(1)�　この会は、共済契約者または主たる被共済者の詐欺または強迫により、共済契約を締結した場

合には、当該共済契約を取り消すことができます。
(2)�　(1)の規定による取消しは、共済契約者に対する通知により行います。ただし、共済契約者の所

在不明、死亡その他の理由で共済契約者に通知できない場合には、主たる被共済者に対する通知
により行うことができます。

2．共済金の不法取得目的による無効
	� 　この会は、共済契約者が共済金を不法に取得する目的または他人に共済金を不法に取得させる

目的をもって共済契約の締結をした場合には、その共済契約を無効とし、共済掛金を返還しませ
ん。また、すでに支払われた共済金および返戻金の返還を請求します。

3．共済契約の無効
(1)�　つぎの①または②のいずれかに該当する場合には、共済契約は無効とします。
	 ①　付帯される契約が共済契約の発効日または更新日において無効であるとき。
	 ②　共済契約者の意思によらないで共済契約の申込みがされたとき。
(2)�　この会は、(1)の場合において、当該共済契約の共済掛金の全部または一部を共済契約者に返

還します。この場合において、当該共済契約が更新されたものであり、かつ、それ以前の共済契約
が(1)の①または②のいずれかに該当するときは、3年間分を限度として共済契約の共済掛金を返
還するものとします。

(3)�　この会は、(1)の規定により、共済契約が無効であった場合には、すでに支払われた共済金およ
び返戻金の返還を請求します。

4．共済契約の解約
(1)�　共済契約者は、いつでも将来に向かって共済契約を解約することができます。
(2)�　解約する場合には、この会所定の書類に解約の日などの必要事項を記入し、署名押印のうえ、

この会に提出してください。
(3)�　解約の効力は、(2)の解約の日または(2)の書面がこの会に到達した日のいずれか遅い日の翌日

の午前零時から生じます。
5．重大事由による共済契約の解除
(1)�　この会は、つぎの①から④までのいずれかに該当するときは、将来に向かって共済契約（被共済

者が③のみに該当した場合はその人にかかる部分に限ります。以下、この項目ならびに「８．返戻金
の払戻し」において同じです。）を解除することができます。

	 ①�　この共済契約にもとづく共済金の請求および受領に際し、被共済者または共済金を受け取る
べき人が詐欺行為を行い、または行おうとしたとき。

	 ②�　共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき人が、この会に、この共済契約にもとづ
く共済金を支払わせることを目的として、共済事故を発生させ、または発生させようとしたとき。

	 ③�　共済契約者または被共済者が、つぎのアからエまでのいずれかに該当するとき。
	 　ア　反社会的勢力に該当すると認められること。
	 　イ�　反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与をしていると認め

られること。
	 　ウ　反社会的勢力を不当に利用していると認められること。
	 　エ�　その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること。
	 ④�　①から③までのいずれかに該当するほか、この会の共済契約者、被共済者または共済金を受

け取るべき人に対する信頼を損ない、この共済契約の存続を困難とする重大な事由があるとき。
(2)�　(1)の規定により共済契約を解除した場合においては、その解除が共済事故発生ののちになさ

れたときであっても、この会は、(1)の①から④に規定する事実が発生した時から解除された時まで
に発生した共済事故にかかる共済金を支払いません。また、すでに共済金を支払っていたときは、
共済金の返還を請求することができます。

(3)�　(2)の規定にかかわらず、共済契約者または被共済者が(1)の③のアからエまでのいずれかに該
当することにより(1)の規定による解除がなされた場合には、(2)の規定は、つぎの①または②に該
当する共済金については適用しません。

	 ①�　(1)の③のアからエまでのいずれにも該当しない被共済者に生じた共済事故にかかる共済金。
	 ②�　(1)の③のアからエまでのいずれかに該当する被共済者に生じた共済事故にかかる損害賠償

共済金。
(4)�　(1)の規定による解除は、共済契約者に対する通知により行います。ただし、共済契約者の所在

不明、死亡その他の理由で共済契約者に通知できない場合には、主たる被共済者に対する通知に
より行うことができます。

6．告知義務違反による共済契約の解除
(1)�　共済契約者または主たる被共済者が、共済契約締結または共済契約者からの申し出により共済

契約の内容を変更して更新（第1章「11. 共済契約の更新」(5)から(7)までの規定による更新）し
た当時（以下、この項目において「共済契約締結時」といいます。）、故意または重大な過失により、
質問事項について事実を告げず、または事実でないことを告げた場合には、この会は、将来に向
かって共済契約を解除することができます。

(2)�　この会は、つぎの①から⑤までのいずれかに該当する場合には、(1)の規定による共済契約を解
除することができません。

	 ①�　共済契約締結時において、この会がその事実を知っていたとき、または過失により知らなかっ
たとき。

	 ②�　この会のために共済契約の締結の媒介を行うことができる人（この会のために共済契約の締
結の代理を行うことができる人を除きます。以下「共済媒介者」といいます。）が、共済契約者ま
たは主たる被共済者が事実を告げることを妨げたとき。

	 ③�　共済媒介者が、共済契約者または主たる被共済者に対し、事実を告げず、または事実でない
ことを告げることを勧めたとき。

	 ④�　この会が解除の原因を知ったときから解除権を１か月間行使しなかったとき。
	 ⑤�　この会が共済契約の申込みの承諾を共済契約者等に通知してから５年を経過したとき。
(3)�　(2)の②および③の規定は、共済媒介者の行為がなかったとしても共済契約者または主たる被

共済者が(1)の事実を告げず、または事実でないことを告げたと認められる場合には、適用しませ
ん。

(4)�　(1)の規定により共済契約を解除した場合において、その解除が共済事故発生ののちになされ
たときであっても、この会は、解除された時までに発生した共済事故にかかる共済金を支払いませ
ん。また、すでに共済金を支払っていたときは、共済金の返還を請求することができます。ただし、
共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき人が、被共済者の共済事故の発生が解除の原
因となった事実によらなかったことを証明した場合を除きます。

(5)�　(1)の規定による解除は、共済契約者に対する通知により行います。ただし、共済契約者の所在
不明、死亡その他の理由で共済契約者に通知できない場合には、主たる被共済者に対する通知に
より行うことができます。

7．取消しの場合の共済掛金の返還および共済金等の取扱い
	� 　この会は、「1. 詐欺等による共済契約の取消し」の規定により、共済契約を取り消した場合には、

共済掛金を返還しません。また、すでに支払われた共済金および返戻金の返還を請求します。
8．返戻金の払戻し
(1)�　この会は、つぎの①または②のいずれかに該当する場合には、当該共済契約の未経過共済期間

（１か月にみたない端数日を切り捨てます。以下この項目において同じです。）に対する返戻金を
共済契約者に払い戻します。

	 ①�　「4. 共済契約の解約」「5. 重大事由による共済契約の解除」または「6. 告知義務違反による
共済契約の解除」の規定により共済契約が解約または解除されたとき。

	 ②　付帯される契約が解約、解除または消滅したとき。
(2)�　(1)の規定にかかわらず、付帯される契約が消滅した場合であっても、当該共済契約の未経過共

済期間に対する共済掛金を共済契約者に払い戻さない場合は、この共済契約の未経過共済期間
に対する返戻金についても共済契約者に払い戻しません。

9．付帯される契約が消滅した場合の未払込共済掛金の精算
	� 　付帯される契約が消滅し、未払込共済掛金の精算がされる場合において、この共済契約に未払

込共済掛金があるときは、共済掛金の払込猶予期間中であっても、その金額を付帯される契約の
共済金から差し引きます。

第8章　共済契約の変更

1．共済契約による権利義務の承継
(1)�　共済契約者は、この会の承諾を得て、共済契約による権利義務を第三者に承継させることがで

きます。ただし、この場合のあらたに共済契約者となるべき第三者が、付帯される契約の共済契約
者になる人でなければ、この会は承諾をしません。

(2)�　共済契約者が死亡した場合には、付帯される契約において共済契約を承継する人に限り、この
会の承諾を得て、共済契約による権利義務を承継することができます。

(3)�　(2)の場合において、共済契約者になる人が２人以上いるときは、代表者１人を定めなければな
りません。この場合において、その代表者は、他の共済契約者を代理します。
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(4)�　(3)の場合において、共済契約者の代表者が定まらない場合またはその所在が不明である場合
には、この会が共済契約者の1人に対して行ったことは、他の人に対しても効力を生じます。

(5)�　(2)の場合において、共済契約者が2人以上あるときには、その責任は連帯とします。
(6)�　共済契約者が死亡してから当該共済期間の満了日までに、(2)の規定による承継の手続がなされ

なかった場合には、その共済契約は、その満了日の翌日の午前零時に消滅します。
(7)�　(1)および(2)の規定により共済契約者になる人は、この会の会員である組合の組合員とならな

ければなりません。
(8)�　(1)および(2)の規定に反するため契約の権利義務の承継を認めないこと、または付帯される契

約においてのみ契約の権利義務の承継を行うことにより、付帯される契約と契約者が同一でなく
なる場合には、同一でなくなった時に共済契約は終了します。

2．氏名または住所の変更
	� 　共済契約者は、つぎの事項について変更がある場合には、遅滞なくこの会の定める書式により、

その旨をこの会に通知してください。
(1)　共済契約者の氏名または住所
(2)　主たる被共済者の氏名
3．他の契約等に関する通知義務
	� 　共済契約者または主たる被共済者は、共済契約締結ののちにおいて、他の契約等を締結すると

き、または他の契約等があることを知った場合には遅滞なく、書面によりその旨をこの会に通知し
なければなりません。

第9章　雑 則

1．期間の計算
(1)�　この契約規定において月または年をもって期間をいう場合には、期間の初日を算入します。
(2)�　この契約規定において月または年をもって期間をいう場合の期間の満了日は、この契約規定に

おいて、特に規定のあるときを除き、その起算の日の当該応当日の前日とします。
(3)�　応当日において、該当する月に応当する日がない場合には、その月の末日を応当日とみなしま

す。
2．時 効
(1)�　この会は、被共済者または共済金を受け取るべき人が、第4章「1. 共済金等の請求、支払時期

および支払場所」(1)に規定する時の翌日から起算して、共済金の請求手続を3年間行わなかった
場合、共済金を支払う義務を免れます。

(2)�　この会は、共済契約者が共済掛金の返還または返戻金の請求の原因となる事実が発生した日の
翌日から起算して、その請求手続を3年間行わなかった場合には、共済掛金を返還する義務また
は返戻金を払い戻す義務を免れます。

(3)�　被共済者または共済金を受け取るべき人は、この会が共済金の返還の原因となる事実が発生し
た日の翌日から起算して、その請求手続を3年間行わなかった場合には、共済金返還の義務を免
れます。

(4)�　共済契約者は、この会が共済掛金または返戻金の返還の原因となる事実が発生した日の翌日か
ら起算して、その請求手続を3年間行わなかった場合には、共済掛金または返戻金を返還する義
務を免れます。

3．事業の休止または廃止
	� 　この会は、この共済事業の全部または一部を休止し、または廃止する場合には、その理由およ

び当該事業の休止または廃止に伴う共済契約の処理方法について、あらかじめ、厚生労働大臣に
届け出るものとします。

4．管轄裁判所
	� 　この共済契約における共済金等の請求等に関する訴訟については、この会の主たる事務所の所

在地または共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき人の住所地を管轄する日本国内に
ある地方裁判所をもって、合意による管轄裁判所とします。

5．通知の方法
	� 　共済契約者等、被共済者または共済金を受け取るべき人に対するこの会の通知は、つぎの住所

に発すれば足りるものとします。
(1)�　共済契約の申込みまたは更新のときに共済契約申込書に記載された住所
(2)�　第8章「2. 氏名または住所の変更」により通知があったときは、その住所
6．定めのない事項の取扱い
	� 　この契約規定で規定していない事項については、日本国法令にしたがいます。

Ⅱ　掛金口座振替特則条項

1．掛金口座振替特則の適用
	� 　この特則は、共済掛金の払込みを口座振替扱とする場合に適用します。
2．掛金口座振替特則の締結
(1)�　この特則は、共済契約を締結する際または掛金払込期間中において、共済契約者等から申し出

があったときに限り、この会の承諾を得て、付帯することができます。
(2)�　この特則を付帯するには、つぎの条件のすべてをみたさなければなりません。
	 ①�　共済契約者等の指定する口座（以下「指定口座」といいます。）が、この会と共済掛金の口座振

替の取扱いを提携している金融機関等（以下「取扱金融機関等」といいます。）に設置されている
こと。

	 ②�　共済契約者等が取扱金融機関等に対し、指定口座からこの会の口座へ共済掛金の口座振替
を委託すること。

3．口座振替扱による共済掛金の払込み
(1)�　初回掛金を口座振替扱により払い込む場合の初回掛金は、「Ⅰ　一般条項」における第1章「8. 

共済契約の申込みと成立」(5)の規定にかかわらず、この会が初回掛金を初めて指定口座からこの
会の口座に振り替えようとした日までに、指定口座から共済掛金相当額をこの会の口座に振り替
えることにより払い込まれなければなりません。この場合、指定口座から初回掛金の振替ができな
かったときは、当該共済契約の申込みはなかったものとして取り扱います。

(2)�　第2回以後の共済掛金は、「Ⅰ　一般条項」における第5章「1. 共済掛金の払込み」(3)および(5)
の規定にかかわらず、払込期日の属する月中のこの会の定めた日（以下「振替日」といいます。ただ
し、この日が取扱金融機関等の休業日に該当する場合は翌営業日を振替日とします。）に、指定口
座から共済掛金相当額をこの会の口座に振り替えることにより払い込まれなければなりません。

(3)�　(1)および(2)の場合において、指定口座から引き落としがなされたときに、共済掛金の払込み
があったものとします。

(4)�　同一の指定口座から2件以上の共済契約（この会の実施する他の共済事業による共済契約を含
みます。）の共済掛金を振り替える場合には、この会は、これらの共済契約にかかる共済掛金を合
算した金額を振り替えるものとし、共済契約者は、この会に対して、これらの共済契約のうちの一
部の共済契約にかかる共済掛金の振替を指定できません。

(5)�　共済契約者は、あらかじめ共済掛金相当額を指定口座に預け入れておかなければなりません。
(6)�　この特則により払い込まれた共済掛金については、共済掛金領収証の発行を省略します。
4．口座振替不能の場合の扱い
(1)�　月払契約の振替日における指定口座の残高が払い込むべき共済掛金の金額にみたなかったた

め、第2回以後の共済掛金の払込みができなかった場合において、2回分以上の未払込共済掛金
があったときは、その未払込共済掛金の全額の口座振替を行うものとします。

(2)�　(1)の規定による共済掛金の口座振替が不能のときは、共済契約者は、共済掛金の払込猶予期
間の満了する日までに、未払込共済掛金の全額をこの会またはこの会の指定した場所に払い込ま
なければなりません。

5．指定口座の変更等
(1)�　共済契約者は、指定口座を同一の取扱金融機関等の他の口座に変更することができます。また、

指定口座を設置している取扱金融機関等を他の取扱金融機関等に変更することができます。この
場合、共済契約者は、あらかじめその旨をこの会および当該取扱金融機関等に申し出なければな
りません。

(2)�　共済契約者が口座振替扱による共済掛金の払込みを停止する場合には、あらかじめその旨をこ
の会および当該取扱金融機関等に申し出て、他の共済掛金の払込方法に変更しなければなりませ
ん。

(3)�　取扱金融機関等が共済掛金の口座振替の取扱いを停止した場合には、この会は、その旨を共済
契約者に通知します。この場合、共済契約者は指定口座を他の取扱金融機関等に変更しなければ
なりません。

6．掛金口座振替特則の消滅
	 　つぎの(1)から(3)までのいずれかに該当する場合には、この特則は消滅します。
(1)　�「2. 掛金口座振替特則の締結」(2)に規定する条件に該当しなくなったとき。
(2)　共済契約者が「7. 振替日の変更」の規定による振替日の変更を承諾しないとき。
(3)　共済契約者が口座振替扱による共済掛金の払込みを停止したとき。
7．振替日の変更
	� 　この会または取扱金融機関等の事情により、この会は、将来に向かって振替日を変更することが

あります。この場合、この会は、その旨をあらかじめ共済契約者に通知します。
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Ⅲ　クレジットカード払特則条項

1．クレジットカード払特則の適用
	 　この特則は、初回掛金の払込みをクレジットカード払扱とする場合に適用します。
2．クレジットカード払特則の締結
(1)�　この特則は、共済契約締結の際に、共済契約者等から申し出があったときに限り、この会の承諾

を得て、付帯することができます。
(2)�　この特則を付帯するには、当該共済契約者とカード会社が会員規約等によりクレジットカードの

使用を認めた人が同一でなければなりません。
3．共済掛金の受領
(1)�　初回掛金をクレジットカードにより払い込む場合において、この会が、カード会社へ当該クレジッ

トカードの有効性および利用限度額内であること等を確認し（以下「有効性等の確認」といいま
す。）、クレジットカードによる支払いを承諾したときには、承諾した日をこの会が初回掛金を受け
取った日とみなします。

(2)�　(1)の場合において、カード会社へ当該クレジットカードの有効性等の確認を行い、この会がクレ
ジットカードによる支払いを承諾した日から、８営業日以内にこの会に当該共済契約の申込書が提
出されないときには、当該共済契約について申込みがなかったものとします。

(3)�　この会が、カード会社へ当該クレジットカードの有効性等の確認を行った後でも、つぎの①およ
び②のいずれにも該当する場合には、当該共済掛金を受け取ったものとはみなしません。

	 ①�　この会がカード会社から共済掛金相当額を領収できないとき。ただし、共済契約者等がクレジッ
トカードを使用し、カード会社に共済掛金相当額をすでに支払っている場合を除きます。

	 ②　共済契約者等がカード会社に共済掛金相当額を支払っていないとき。
(4)�　この特則により払い込まれた共済掛金については、共済掛金領収証の発行を省略します。
4．クレジットカード扱における返戻金等の払戻方法
	� 　「3. 共済掛金の受領」(1)において、この会が受け取った共済掛金にかかる共済契約について、

共済契約が無効、解約、解除または消滅となった場合で、共済掛金の返還または払戻しが生じる場
合には、この会は、カード会社から共済掛金相当額が領収された後に共済契約者に返還し、または
払い戻します。

Ⅳ　インターネット特則条項

1．インターネット特則の適用
	� 　この特則は、インターネット扱による共済契約の申込み、共済契約の更新および共済契約の保

全を実施する場合に適用します。
2．インターネット特則の締結
(1)�　この特則は、共済契約を締結する際または共済期間の中途において、共済契約者等から申し出

があったときに限り、この会の承諾を得て、その申し出のつど、付帯することができます。
(2)�　共済契約者等は、この特則を付帯するにあたっては、この会が定める基準をみたさなければなり

ません。
3．電磁的方法による共済契約の申込み
(1)�　共済契約申込者は、電磁的方法により共済契約の申込み手続を行うことができます。
(2)�　(1)に規定する共済契約の申込み手続は、つぎの①から③のとおりです。
	 ①�　共済契約申込者は、この会がインターネットを媒介として提示した契約情報画面および一連

の入力画面（以下「契約情報画面等」といいます。）に「Ⅰ　一般条項」における第1章「8. 共済契
約の申込みと成立」(1)に規定する事項を入力し、この会に送信します。

	 ②�　共済契約申込者または主たる被共済者になる者は、契約情報画面等にこの会が提示した質問
事項に事実を正確に入力し、この会に送信します。

	 ③�　この会は①および②で入力された事項の受信をもって、共済契約の申込みがあったものとみ
なします。この場合、この会は入力された事項の受信を確認したうえで、共済契約の申込みを受
け付けた旨を電磁的方法で共済契約申込者に通知します。

4．電磁的方法による共済契約申込みの諾否
(1)�　この会は、「3. 電磁的方法による共済契約の申込み」の規定による共済契約の申込みを受けた

場合には、その諾否を電磁的方法により共済契約申込者に通知します。
(2)�　この会が「3. 電磁的方法による共済契約の申込み」の規定による共済契約の申込みを承諾した

場合には、契約情報画面等に共済契約証書に記載する事項を入力し、共済契約申込者に送信しま
す。

5．電磁的方法による共済契約の更新
(1)�　共済契約者は、電磁的方法により共済契約を更新する際に共済契約の変更手続を行うことがで

きます。
(2)�　(1)に規定する共済契約の変更手続は、つぎの①から③までのとおりです。
	 ①�　共済契約者は、この会がインターネットを媒介として提示した契約情報画面等に「Ⅰ　一般条

項」における第1章「11. 共済契約の更新」(5)に規定する事項を入力し、この会に送信します。
	 ②�　共済契約者または主たる被共済者は、契約情報画面等にこの会が提示した質問事項に事実を

正確に入力し、この会に送信します。
	 ③�　この会は①および②で入力された事項の受信をもって、共済契約の変更の申し出があったも

のとみなします。この場合、この会は入力された事項の受信を確認したうえで、共済契約の変更
の申し出を受け付けた旨を電磁的方法で共済契約者に通知します。

(3)�　この会は、(2)の変更の申し出を受けた場合には、その諾否を電磁的方法により共済契約者に通
知します。

(4)�　この会が(2)の規定による共済契約の申込みを承諾した場合には、契約情報画面等に共済契約
証書に記載する事項を入力し、共済契約者に送信します。

6．共済契約の保全
(1)�　共済契約者は、つぎに掲げる事項については、この会所定の書類またはこの会が定める書式に

代えて、電磁的方法によりこの会に通知することができます。
	 ①�　「Ⅰ　一般条項」における第8章「2. 氏名または住所の変更」に規定する事項中、(1)に定める住

所の変更
	 ②�　「Ⅱ　掛金口座振替特則条項」における「5. 指定口座の変更等」(1)に規定する指定口座の変

更
	 ③�　その他この会が認めた事項
(2)�　(1)に規定する共済契約の保全手続は、つぎの①および②のとおりです。
	 ①�　共済契約者は、この会がインターネットを媒介として提示した契約情報画面等に(1)の①から

③までに規定する通知事項を入力し、この会に送信します。
	 ②�　この会は①で入力された事項の受信をもって、共済契約者から通知があったものとみなしま

す。この場合、この会は入力された事項の受信を確認したうえで、通知を受け付けた旨を電磁
的方法で共済契約者に通知します。

7．電磁的方法
	� 　この特則に規定するもののほか、電磁的方法の実施のための手続について、必要な事項は、別

に定める基準によります。
8．重複の回避
	� 　インターネット扱による当該の共済契約の申込み、共済契約の更新または共済契約の保全の手

続を使用することが「Ⅰ　一般条項」による共済契約の申込み、共済契約の更新または共済契約の
保全の手続と重複するときは、この特則条項の規定を適用します。

9．インターネット特則の消滅
	 　つぎの①または②の場合には、この特則は消滅します。
	 ①�　共済契約者等からの申し出に応じて、この特則に規定する当該の共済契約の申込み、共済契

約の更新または共済契約の保全の手続を終了したとき。
	 ②�　電磁的方法が不可能なとき。
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別表第1「身体障害等級別支払割合表」
1. 	身体障害の状態の定義
　�　身体障害とは、病気または傷害が治癒したときに残存する生物学的器質的変化を原因とし、将

来においても回復が困難と見込まれる精神的または身体的なき損状態その他この会が認めるも
のをいいます。

2. 身体障害等級別支払割合表
　�　本身体障害等級別支払割合表の「障害等級」欄および「身体障害」欄は、労働者災害補償保険法

施行規則別表第１「障害等級表」（以下「障害等級表」といいます。）が改正され、障害等級表の内容
が変更された場合には、共済事故発生時において現に効力を有する同障害等級表中の「障害等級」
欄および「身体障害」欄の記載内容をもって読み替えます。

� （平成23年2月1日現在）

障害等級 身　　体　　障　　害 支払割合

第1級

	 1	 両眼が失明したもの

100％

	 2	 そしゃく及び言語の機能を廃したもの
	 3	� 神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し、常に介護を要する

もの
	 4	� 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要するもの
	 5	 削　除
	 6	 両上肢をひじ関節以上で失ったもの
	 7	 両上肢の用を全廃したもの
	 8	 両下肢をひざ関節以上で失ったもの
	 9	 両下肢の用を全廃したもの

第2級

	 1	� １眼が失明し、他眼の視力が0.02以下になったもの

100％

	 2	 両眼の視力が0.02以下になったもの
	 2の2	� 神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し、随時介護を要する

もの
	 2の3	� 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、随時介護を要するもの
	 3	 両上肢を手関節以上で失ったもの
	 4	 両下肢を足関節以上で失ったもの

第3級

	 1	� １眼が失明し、他眼の視力が0.06以下になったもの 90％

	 2	 そしゃく又は言語の機能を廃したもの

100％
	 3	� 神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し、終身労務に服する

ことができないもの
	 4	� 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、終身労務に服することが

できないもの

	 5	 両手の手指の全部を失ったもの 90％

第4級

	 1	 両眼の視力が0.06以下になったもの

80％

	 2	� そしゃく及び言語の機能に著しい障害を残すもの
	 3	 両耳の聴力を全く失ったもの
	 4	 １上肢をひじ関節以上で失ったもの
	 5	 １下肢をひざ関節以上で失ったもの
	 6	 両手の手指の全部の用を廃したもの
	 7	 両足をリスフラン関節以上で失ったもの

第5級

	 1	� １眼が失明し、他眼の視力が0.1以下になったもの

70％

	 1の2	� 神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し、特に軽易な労務以
外の労務に服することができないもの

	 1の3	� 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、特に軽易な労務以外の労
務に服することができないもの

	 2	 １上肢を手関節以上で失ったもの
	 3	 １下肢を足関節以上で失ったもの
	 4	 １上肢の用を全廃したもの
	 5	 １下肢の用を全廃したもの
	 6	 両足の足指の全部を失ったもの

障害等級 身　　体　　障　　害 支払割合

第6級

	 1	 両眼の視力が0.1以下になったもの

60％

	 2	� そしゃく又は言語の機能に著しい障害を残すもの
	 3	� 両耳の聴力が耳に接しなければ大声を解することができない程

度になったもの
	 3の2	� １耳の聴力を全く失い、他耳の聴力が40センチメートル以上の

距離では普通の話声を解することができない程度になったもの
	 4	 せき柱に著しい変形又は運動障害を残すもの
	 5	� １上肢の3大関節中の2関節の用を廃したもの
	 6	� １下肢の3大関節中の2関節の用を廃したもの
	 7	� １手の5の手指又は母指を含み4の手指を失ったもの

第7級

	 1	� １眼が失明し、他眼の視力が0.6以下になったもの

50％

	 2	� 両耳の聴力が40センチメートル以上の距離では普通の話声を解
することができない程度になったもの

	 2の2	� １耳の聴力を全く失い、他耳の聴力が１メートル以上の距離では
普通の話声を解することができない程度になったもの

	 3	� 神経系統の機能又は精神に障害を残し、軽易な労務以外の労務に
服することができないもの

	 4	 削　除
	 5	� 胸腹部臓器の機能に障害を残し、軽易な労務以外の労務に服する

ことができないもの
	 6	� １手の母指を含み3の手指又は母指以外の4の手指を失ったもの
	 7	� １手の5の手指又は母指を含み4の手指の用を廃したもの
	 8	 １足をリスフラン関節以上で失ったもの
	 9	� １上肢に偽関節を残し、著しい運動障害を残すもの
10	� １下肢に偽関節を残し、著しい運動障害を残すもの
11	 両足の足指の全部の用を廃したもの
12	 外ぼうに著しい醜状を残すもの
13	 両側のこう丸を失ったもの

第8級

	 1	� １眼が失明し、又は1眼の視力が0.02以下になったもの

45％

	 2	 せき柱に運動障害を残すもの
	 3	� １手の母指を含み2の手指又は母指以外の3の手指を失ったもの
	 4	� １手の母指を含み3の手指又は母指以外の4の手指の用を廃した

もの
	 5	 １下肢を5センチメートル以上短縮したもの
	 6	� １上肢の3大関節中の１関節の用を廃したもの
	 7	� １下肢の3大関節中の１関節の用を廃したもの
	 8	 １上肢に偽関節を残すもの
	 9	 １下肢に偽関節を残すもの
10	 １足の足指の全部を失ったもの

第9級

	 1	 両眼の視力が0.6以下になったもの

30％

	 2	 １眼の視力が0.06以下になったもの
	 3	� 両眼に半盲症、視野狭さく又は視野変状を残すもの
	 4	 両眼のまぶたに著しい欠損を残すもの
	 5	� 鼻を欠損し、その機能に著しい障害を残すもの
	 6	 そしゃく及び言語の機能に障害を残すもの
	 6の2	� 両耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の話声を解すること

ができない程度になったもの
	 6の3	� １耳の聴力が耳に接しなければ大声を解することができない程

度になり、他耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の話声を
解することが困難である程度になったもの

	 7	 １耳の聴力を全く失ったもの
	 7の2	� 神経系統の機能又は精神に障害を残し、服することができる労務

が相当な程度に制限されるもの
	 7の3	� 胸腹部臓器の機能に障害を残し、服することができる労務が相当

な程度に制限されるもの
	 8	� １手の母指又は母指以外の2の手指を失ったもの
	 9	� １手の母指を含み2の手指又は母指以外の3の手指の用を廃した

もの
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障害等級 身　　体　　障　　害 支払割合

第9級

10�	 １足の第１の足指を含み2以上の足指を失ったもの

30％
11	 １足の足指の全部の用を廃したもの
11の2	 外ぼうに相当程度の醜状を残すもの
12	 生殖器に著しい障害を残すもの

第10級

	 1	 １眼の視力が0.1以下になったもの

20％

	 1の2	 正面視で複視を残すもの
	 2	 そしゃく又は言語の機能に障害を残すもの
	 3	 14歯以上に対し歯科補てつを加えたもの
	 3の2	� 両耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の話声を解すること

が困難である程度になったもの
	 4	� １耳の聴力が耳に接しなければ大声を解することができない程

度になったもの
	 5	 削　除
	 6	� １手の母指又は母指以外の2の手指の用を廃したもの
	 7	 １下肢を3センチメートル以上短縮したもの
	 8	� １足の第1の足指又は他の4の足指を失ったもの
	 9	 �１上肢の3大関節中の１関節の機能に著しい障害を残すもの
10�	 �１下肢の3大関節中の１関節の機能に著しい障害を残すもの

第11級

	 1	 �両眼の眼球に著しい調節機能障害又は運動障害を残すもの

15％

	 2	 両眼のまぶたに著しい運動障害を残すもの
	 3	 １眼のまぶたに著しい欠損を残すもの
	 3の2	� 10歯以上に対し歯科補てつを加えたもの
	 3の3	� 両耳の聴力が１メートル以上の距離では小声を解することができ

ない程度になったもの
	 4	� １耳の聴力が40センチメートル以上の距離では普通の話声を解

することができない程度になったもの
	 5	 せき柱に変形を残すもの
	 6	 １手の示指、中指又は環指を失ったもの
	 7	 削　除
	 8	� １足の第１の足指を含み2以上の足指の用を廃したもの
	 9	� 胸腹部臓器の機能に障害を残し、労務の遂行に相当な程度の支障

があるもの

第12級

	 1	 �１眼の眼球に著しい調節機能障害又は運動障害を残すもの

10％

	 2	 １眼のまぶたに著しい運動障害を残すもの
	 3	 7歯以上に対し歯科補てつを加えたもの
	 4	 １耳の耳かくの大部分を欠損したもの
	 5	� 鎖骨、胸骨、ろく骨、肩こう骨又は骨盤骨に著しい変形を残すも

の
	 6	� １上肢の3大関節中の１関節の機能に障害を残すもの
	 7	� １下肢の3大関節中の1関節の機能に障害を残すもの
	 8	� 長管骨に変形を残すもの
	 8の2	 １手の小指を失ったもの
	 9	 １手の示指、中指又は環指の用を廃したもの
10	� １足の第2の足指を失ったもの、第2の足指を含み2の足指を失っ

たもの又は第3の足指以下の3の足指を失ったもの
11	� １足の第１の足指又は他の4の足指の用を廃したもの
12	 局部にがん固な神経症状を残すもの
13	 削　除
14	 外ぼうに醜状を残すもの

障害等級 身　　体　　障　　害 支払割合

第13級

	 1	 １眼の視力が0.6以下になったもの

7％

	 2	� １眼に半盲症、視野狭さく又は視野変状を残すもの
	 2の2	 正面視以外で複視を残すもの
	 3	� 両眼のまぶたの一部に欠損を残し、又はまつげはげを残すもの
	 3の2	 5歯以上に対し歯科補てつを加えたもの
	 3の3	 胸腹部臓器の機能に障害を残すもの
	 4	 1手の小指の用を廃したもの
	 5	 1手の母指の指骨の一部を失ったもの
	 6	 削　除
	 7	 削　除
	 8	 １下肢を１センチメートル以上短縮したもの
	 9	� １足の第3の足指以下の1又は2の足指を失ったもの
10	� １足の第2の足指の用を廃したもの、第2の足指を含み2の足指

の用を廃したもの又は第3の足指以下の3の足指の用を廃したも
の

第14級

	 1	� １眼のまぶたの一部に欠損を残し、又はまつげはげを残すもの

4％

	 2	 3歯以上に対し歯科補てつを加えたもの
	 2の2	� １耳の聴力が１メートル以上の距離では小声を解することができ

ない程度になったもの
	 3	� 上肢の露出面にてのひらの大きさの醜いあとを残すもの
	 4	� 下肢の露出面にてのひらの大きさの醜いあとを残すもの
	 5	 削　除
	 6	� １手の母指以外の手指の指骨の一部を失ったもの
	 7	� １手の母指以外の手指の遠位指節間関節を屈伸することができな

くなったもの
	 8	 �1足の第3の足指以下の1又は2の足指の用を廃したもの
	 9	 局部に神経症状を残すもの

（備　考)
１�　視力の測定は、万国式試視力表によります。屈折異常のあるものについてはきょう正視力に

ついて測定します。
２�　手指を失ったものとは、母指は指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったも

のをいいます。
３�　手指の用を廃したものとは、手指の末節骨の半分以上を失い、又は中手指節関節若しくは近位

指節間関節（母指にあっては指節間関節）に著しい運動障害を残すものをいいます。
４�　足指を失ったものとは、その全部を失ったものをいいます。
５�　足指の用を廃したものとは、第１の足指は末節骨の半分以上、その他の足指は遠位指節間関節

以上を失ったもの又は中足指節関節若しくは近位指節間関節（第１の足指にあっては指節間関節）
に著しい運動障害を残すものをいいます。

※　身体部位の名称については、次頁の「身体部位の名称」でご確認ください。
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肩 関 節

ひじ関節

股 関 節

ひざ関節

遠位指節間関節
近位指節間関節（第一指関節）
中手指節関節

末節骨（末節）

示指

末節骨（末節）
母指

末節骨（末節）
指節間関節（指関節）

第２の足指
第１の足指

（末節）末節骨
指節間関節（指関節）

リスフラン関節

基節骨

中手指節関節

末関節（遠位指節間関節）
近位指節間関節（第一指関節）
基節骨
中足指節関節

足 関 節

腕 関 節
（手関節）

上
肢
の
三
大
関
節

下
肢
の
三
大
関
節

身 体 部 位 の 名 称 別表第2「火災等の定義」

（1）火災

　人の意図に反してもしくは放火によって発生し、または人の意図に
反して拡大する、消火の必要のある燃焼現象であり、これを消火す
るためには、消火施設またはこれと同程度の効果あるものの利用を
必要とする状態をいいます。

（2）落雷 ───────

（3）破裂・爆発 　気体または薬品等の急激な膨張による破裂または爆発をいいます。

（4）水ぬれ

　つぎのいずれかの事故に伴う漏水、放水またはいっ水による水ぬ
れをいいます。
　ただし、風水害等によるもの、雨水等の吹き込みおよび漏入によ
るもの、ならびに共済契約関係者が所有する建物および家財につい
て存在する欠陥または腐蝕、さび、かびその他の自然の消耗等によ
るものを除きます。

ア　給排水設備に生じた不測かつ突発的な事故。

イ�　共済契約関係者以外の人が占有する戸室で生じた不測かつ突発
的な事故

ウ�　洗濯機・浴槽等設備本体に連なる常設された排水管部分より生じ
た不測かつ突発的な事故（注）

（5）�車両の衝突
　車両またはその積載物の衝突もしくは接触をいいます。ただし、
共済契約関係者が所有もしくは運転する車両またはその積載物の衝
突もしくは接触を除きます。

（6）その他の破損

　(1)から(5)までに該当しない、つぎのアまたはイのいずれかの
事故をいいます。ただし、共済契約関係者およびこれらの人と当該
事故の発生にかかわった人の加害行為を除きます。

ア�　建物外部からの物体の落下、飛来、衝突または倒壊による損壊。
ただし、風水害等または砂塵、粉塵、煤煙その他これらに類する
物の落下もしくは飛来による損害を除きます。

イ�　アに該当しないその他突発的な第三者の直接加害行為で、損害
（所有者の意思に反して持ち出された物の損害を除きます。）の額が
５万円以上のもの。

（注）�　マンション構造でのみ火災等の定義に含むこととし、それ以外の構造区分では火災等の定
義に含みません。
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別表第3「共済の目的の範囲」

　共済契約において保障の対象となる範囲は、つぎに規定するものとします。

１．共済の目的である建物
(1)�　共済の目的である建物とは、共済契約関係者が所有するもの、または、もっぱら使用もしく

は管理するもののうち、つぎの共済金の種類ごとにその範囲に含むものとして規定するもの
をいいます。

共済の目的である
建物の範囲

共済金の種類

建
物

従
物

付
属
設
備

付
属
工
作
物

付
属
建
物

専
用
使
用
権
付

共
用
部
分

火災共済

ア　火災等共済金 含む 含む 含む －

イ　風水害等共済金 含む 含む － －

ウ　失火見舞費用共済金 含む 含む 含む 含む

エ　バルコニー等修繕費用共済金 － － － 含む

オ　漏水見舞費用共済金 含む 含む － －

カ　付属建物等風水害共済金 － － 含む －

キ　類焼損害共済金 含む 含む 含む 含む

自然災害共済

ク　風水害等共済金 含む 含む － －

ケ　地震等共済金 含む 含む － －

コ　盗難共済金 含む 含む － －

サ　地震等特別共済金 含む 含む － －

シ　付属建物等特別共済金 － － 含む －

（注）
(a)	 建物は「Ⅰ　一般条項」における第１章「７．共済契約締結の単位」の規定によるものとします。
(b)�	 建物が「Ⅰ　一般条項」における第１章「５．共済の目的とすることのできる建物」(1)の③のた

だし書きに規定する併用住宅の場合には、従物および付属設備は、共済契約関係者がもっぱら
居住している部分と接続したもの、または機能的に一体となったものに限り、共済の目的であ
る建物に含まれます。

(c)�	 この表にかかわらず、付属工作物および付属建物のうちもっぱら営業目的に使用している
ものは、共済の目的である建物に含まれません。

(d)�	 この表のウ、オおよびキは、各共済金が対象とする事故が、この範囲から発生した場合に保
障の対象となることを示します。

(2)�	 共済契約関係者が所有するもののうち、建物（従物、付属設備、付属工作物および付属建物
を含み、(1)注書き(a) ～ (c)のとおりとします。）に設置されたつぎのものが、それぞれに規
定する共済金の支払事由に該当するときは、共済の目的として取り扱います。

	 ア　専用水道管または水管もしくはこれらに類するもの
	 　　水道管凍結修理費用共済金
	 イ　風呂釜および浴槽
	 　　風呂の空だき見舞金
(3)�	 この契約規定において、「Ⅰ　一般条項」における第３章「２．基本契約共済金の支払い」(2)、

(5)および(8)に規定する「共済の目的である家財を収容する建物」ならびに「Ⅲ　類焼損害保障
特約条項」における第３章「１．類焼損害共済金の支払い」(1)に規定する「基本契約家財を収容
する建物」の範囲に含むものは、それぞれ(1)のとおりとします。

(4)�	 この契約規定において、「Ⅲ　類焼損害保障特約条項」における第１章「４．類焼保障対象物の
範囲」に規定する「基本契約建物」および「基本契約家財を収容する建物」の範囲に含むものは(1)
のとおりとします。ただし、注書き(a) ～ (d)はつぎのとおり読み替えます。

（注）
(a)�	 建物は「Ⅰ　一般条項」における第１章「７．共済契約締結の単位」(1)の規定によるものとします。
(5)�	 この契約規定において、「Ⅰ　一般条項」における第３章「２．基本契約共済金の支払い」(13)、

(14)および(17)に規定する「共済の目的である家財を収容する建物」の範囲に含むものは、そ
れぞれ(1)のとおりとします。

２．共済の目的である家財
(1)�	 共済の目的である家財とは、共済契約関係者が所有するもののうち、つぎの共済金の種類ご

とに規定する建物の範囲に収容されるものをいいます。

家財を収容する
建物の範囲

共済金の種類

建
物

従
物

付
属
設
備

付
属
工
作
物

付
属
建
物

専
用
使
用
権
付

共
用
部
分

軒
下

火災共済

ア　火災等共済金 含む 含む 含む 含む 含む

イ　持ち出し家財共済金 含む － － － －

ウ　類焼損害共済金 含む 含む 含む 含む 含む

エ　盗難共済金 含む － － － －

自然災害共済

オ　風水害等共済金 含む － － － －

カ　地震等共済金 含む － － － －

キ　盗難共済金 含む － － － －

（注）
(a)	 建物は「Ⅰ　一般条項」における第１章「７．共済契約締結の単位」の規定によるものとします。
(b)�	 この表のウは、類焼損害共済金が対象とする事故が、この範囲から発生した場合に保障の対

象となることを示します。
(2)�	 家財を収容する建物が共済契約関係者の所有でない場合には、共済契約関係者が所有する従

物および付属設備は共済の目的である家財に含まれます。
(3)�	 家財を収容する建物が共済契約関係者の所有でない場合には、共済契約関係者が所有するも

ののうち、建物（従物、付属設備、付属工作物および付属建物を含み、１．(1)注書き(a) ～ (c)
のとおりとします。）に設置された風呂釜および浴槽が、風呂の空だき見舞金の支払事由に該当
するときは、共済の目的として取り扱います。

(4)�	 (1)から(3)までの規定にかかわらず、つぎに規定するものは、共済の目的である家財に含
みません。ただし、通貨および預貯金証書が「Ⅰ　一般条項」における第３章「２．基本契約共済
金の支払い」(15)の①のウの事由および「Ⅳ　盗難保障特約条項」における第３章「１．盗難共
済金の支払い」(1)の③の事由に該当した場合には、これらを共済の目的として取り扱います。

	 ア　�通貨、預貯金証書、有価証券、印紙、切手、クレジットカード、ローンカード、電子マ
ネー（決済手段に使用される、通貨の先払い等によって金銭価値がデータ化されたもの
をいいます。）その他これらに類する物

	 イ　貴金属、宝石・宝玉および貴重品ならびに書画、彫刻物その他の美術品
	 ウ　稿本、設計図、図案、ひな形、鋳型、模型、証書、帳簿その他これらに類する物
	 エ　営業用の商品、半製品、原材料、器具備品、設備その他これらに類する物
	 オ�　自動車（道路運送車両法（昭和26年６月１日法律第185号）第２条第２項で定めるもの

をいいます。）およびその付属品
	 カ　動物、植物等の生物
	 キ　データ、ソフトウェアまたはプログラム等の無体物
(5)�	 この契約規定において、「Ⅲ　類焼損害保障特約条項」における第３章「１．類焼損害共済金の

支払い」に規定する「基本契約建物に収容される家財」とは、(1)に規定する建物の範囲に収容さ
れるものをいいます。ただし、(4)アからキまでに規定するものを除きます。

(6)��	 この契約規定において、「Ⅲ　類焼損害保障特約条項」における第１章「４．類焼保障対象物の
範囲」に規定する「基本契約家財」および「基本契約建物に収容される家財」とは、(1)に規定する
建物の範囲に収容されるものをいいます。ただし、(1)注書き(a) ～ (b)はつぎのとおり読み
替えます。

（注）
(a)�	 建物は「Ⅰ　一般条項」における第１章「７．共済契約締結の単位」(1)の規定によるものとします。
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別表第4「共済契約の種類」

　共済契約の種類は、つぎに規定するものをいいます。

１．加入タイプ
(1)�	 加入タイプとは、自然災害共済契約において基本契約共済金額を異にするつぎのものをい

います。
	 ア　標準タイプ
	 イ　大型タイプ
(2)�	 加入タイプは、「Ⅰ　一般条項」における第１章「７．共済契約締結の単位」に規定する建物１棟

およびそこに収容される共済の目的である家財につき、同一のものとします。
２．保障タイプ
　保障タイプとは、基本契約および特則の組み合わせにより構成されるもので、建物構造区分ご
とにつぎに規定するものをいいます。

保障タイプ

契約内容

木造構造
鉄骨・耐火構造

基本タイプ

マンション構造

風水害保障ありタイプ 風水害保障なしタイプ

火
災
共
済

基本契約 必須 必須 必須

借家人賠償責任特約 任意付帯 任意付帯 任意付帯

類焼損害保障特約 任意付帯 任意付帯 任意付帯

盗難保障特約 任意付帯 任意付帯 任意付帯

風水害等不担保特則 － － 付帯

自
然
災
害
共
済

基本契約 任意付帯 任意付帯 任意付帯

風水害等不担保特則 － － （注）

（注）�　マンション構造の風水害保障なしタイプで、自然災害共済契約を付帯する場合には、風水
害等不担保特則が付帯します。

別表第5「各共済金請求の提出書類」
＜風水害等給付金付火災共済・自然災害共済＞

1.　�各共済金の請求書類はつぎのとおりです。
　○印のある書類を提出してください。

【各共済金請求の提出書類】

提出書類

共済金の種類

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9）

共
済
金
請
求
書

損
害
の
状
況
の
申
告
書

共
済
事
故
の
証
明
書

示
談
書

共
済
金
受
取
人
の
印
鑑
証
明
書

登
記
簿
謄
本
ま
た
は
登
記
事
項
証

明
書（
建
物
に
損
害
が
あ
る
場
合
）

死
亡
診
断
書（
死
体
検
案
書
）

後
遺
障
害
診
断
書

そ
の
他
の
必
要
書
類

火
災
共
済

火災等共済金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

風水害等共済金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

持ち出し家財共済金 ○ ○ ○ ○

失火見舞費用共済金 ○ ○ ○ ○

水道管凍結修理費用共済金 ○ ○ ○ ○

バルコニー等修繕費用共済金 ○ ○ ○ ○

漏水見舞費用共済金 ○ ○ ○ ○

修理費用共済金 ○ ○ ○ ○

住宅災害死亡共済金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

風呂の空だき見舞金 ○ ○ ○ ○

付属建物等風水害共済金 ○ ○ ○ ○

特
約

借家人賠償責任特約共済金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

類焼損害共済金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

盗難共済金 ○ ○ ○ ○ ○

自
然
災
害
共
済

風水害等共済金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

地震等共済金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

盗難共済金 ○ ○ ○ ○ ○

傷害費用共済金
死亡 ○ ○ ○ ○ ○

障害 ○ ○ ○ ○ ○

地震等特別共済金 ○ ○ ○

付属建物等特別共済金 ○ ○ ○ ○

２．�　指定代理請求人または代理請求人による共済金等の代理請求の場合には、１．に規定する提
出書類に加えて、つぎの書類を提出してください。

(1)　共済契約者、被共済者または類焼保障被共済者の戸籍謄本（戸籍全部事項証明書）
(2)　指定代理請求人または代理請求人の戸籍謄本（戸籍全部事項証明書）
(3)　指定代理請求人または代理請求人の印鑑証明書
(4)　指定代理請求人または代理請求人の住民票の写し（世帯全員のもの）
(5)�　共済契約者、被共済者、類焼保障被共済者または指定代理請求人が共済金等を請求できな

い特別な事情があることを証明する書類
(6)　その他の必要書類
３．　この会は、各共済金請求および代理請求の提出書類の一部の省略を認めることができます。
４．�　【各共済金請求の提出書類】(3)に規定する「共済事故の証明書」とは、共済事故に応じて「関係

官署の罹災証明書」またはこれに代わるべき証明書とします。
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別表第6「共済金および損害賠償額請求の提出書類」
＜個人賠償責任共済＞

１．　共済金および損害賠償額請求の提出書類は次表のとおりです。
【共済金および損害賠償額請求の提出書類】

(1)　共済金請求書

(2)　事故である証明書

(3)　損害を証明する書類

(4)　示談書および損害賠償金の支払いまたは損害賠償請求権者の承諾があったことを示す書類

(5)　その他の必要書類

※�損害賠償額請求の場合は、上表の「(4)　示談書および損害賠償金の支払いまたは損害賠償請求
権者の承諾があったことを示す書類」を「(4)　示談書」と読み替えてください。

２．�　代理請求人による共済金の代理請求の場合には、【共済金および損害賠償額請求の提出書類】
に規定する書類に加えて、つぎの書類を提出してください。

	 (1)　代理請求人の戸籍謄本（戸籍全部事項証明書）
	 (2)　代理請求人の印鑑証明書
	 (3)　代理請求人の住民票の写し(世帯全員のもの)
	 (4)　被共済者が共済金を請求できない特別な事情があることを証明する書類
	 (5)　その他の必要書類

3 ．�　この会は、【共済金および損害賠償額請求の提出書類】および代理請求の提出書類の一部の
省略を認めることができます。

4 ．� 　【共済金および損害賠償額請求の提出書類】(3)に規定する「損害を証明する書類」とは、次表
のとおりです。

損害を証明する書類

（1）　死亡に関する共済金の請求 死亡診断書、逸失利益の算定の基礎となる収入の額
を示す書類および戸籍謄本（戸籍全部事項証明書）

（2）　�後遺障害に関する共済金の請求 後遺障害診断書および逸失利益の算定の基礎となる
収入の額を示す書類

（3）　�傷害に関する共済金の請求 診断書、治療等に要した費用の領収書および休業損
害の額を示す書類

（4）　 �財物の破損に関する共済金の請求

被害が生じた物の価額を確認できる書類、修理等に
要する費用の見積書（すでに支払いがなされたとき
はその領収書）および損害が生じた物の写真（画像
データを含む。）

※損害賠償額請求の場合は、上表の「共済金」を「損害賠償額」と読み替えてください。
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個人情報および特定個人情報にかかる保護方針
─組合員・お客さまに関する個人情報および特定個人情報（マイナンバー等）の取扱いについて─

　「こくみん共済 coop（当会）」は、組合員・お客さまから信頼される共済生協を目指し、組合員・
お客さまに各種共済商品、各種サービスを提供しています。組合員・お客さまからお預かりした
情報は、個人情報の保護に関する法律（以下、「個人情報保護法」といいます。）および行政手続にお
ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下、「番号法」といいます。)等の
関係法令に則り、必要な管理体制のもとに正確性・機密性・安全性の確保に努めます。

1. 情報の取得と利用目的
　当会は、組合員・お客さまにより良い共済商品・サービスを提供させていただくため、また番
号法に定める対応を行うために組合員・お客さまに関する必要最小限の情報を取得し利用させてい
ただきます。
　なお、個人情報保護法および番号法において例外的に利用が認められている場合は、以下の利
用目的を超えて利用させていただくことがあります。
(1)　�個人情報について
	� 　組合員・お客さまの個人情報は、ご本人かどうかの確認、共済契約の締結・維持管理、共済金

のお支払いなどを含む共済契約の判断に関する業務や、当会の事業、各種共済商品、各種サービ
スのご案内などの目的のために利用させていただきます。

	� 　また、利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り扱う場合は、あらかじめご本人の
同意をいただきます。

(2)　特定個人情報について
	� 　組合員・お客さまの特定個人情報は、共済契約にかかる支払調書の作成事務などの目的のため

に利用させていただきます。

2. 取得させていただく情報の種類
(1)　�個人情報について
	� 　組合員・お客さまの住所、氏名、生年月日、性別、電話番号、その他共済契約の締結、共済金

のお支払い等に必要となる情報や、当会ホームページ等に登録された組合員・お客さまのメール
アドレス等の情報を取得させていただきます。

(2)　�特定個人情報について
	� 　組合員・お客さまの個人番号（マイナンバー）および本人確認のための必要最小限の情報（住所、

氏名、生年月日、性別等）を取得させていただきます。

3. 情報の取得方法
(1)　�個人情報について
	� 　主に申込書・契約書やアンケートにより、組合員・お客さまの情報を取得させていただきます。
	� 　協力団体・労働組合等を通じて共済を利用される組合員・お客さまについては、所属されてい

る協力団体・労働組合等を経由して、共済に係わる組合員・お客さまの情報を取得させていただ
きます。

(2)　�特定個人情報について
	� 　共済金請求書などの請求にかかる帳票、または特定個人情報にかかる専用の帳票により、情報

を取得させていただきます。

4. 情報の管理
　当会では、組合員・お客さまから取得する情報について、「個人情報保護規程」および「特定個
人情報保護規程」にもとづき以下のとおり安全管理に努めます。
(1)　�保管について
	� 　情報の保管については、管理責任者等の設置や情報セキュリティ対策等をはじめ必要かつ適切

な措置を講じるとともに、組合員・お客さまの情報の漏えい、紛失、き損または情報への不正アク
セスなどの防止を図るなど、情報の安全管理に努めます。

	� 　また、組合員・お客さまの個人情報および特定個人情報については、それぞれの利用目的の達
成に必要な範囲内において正確かつ最新の内容とするように努めます。

	� 　なお、関連事業会社・共済代理店等に事務処理を委託する場合には、委託先に対して、組合員・
お客さまの情報の適切な管理を求めるとともに、目的外の利用を行わせない等の必要かつ適切な
委託先の監督に努めます。

(2)　�情報の廃棄等について
	� 　情報の廃棄等については、法令で定める保存期間を経過する等、保管する必要性がなくなった

場合には、速やかに、復元不可能な手段で廃棄又は削除します。

組合員および出資金について

1. 　組合員の資格
（1)�　�この消費生活協同組合（都道府県生協を意味しており、以下「組合」といいます）の区域内に

住所を有する者は、この組合の組合員となることができる。
（2）�　この組合の区域内に勤務地を有する者でこの組合の事業を利用することを適当とする者は、

この組合の承認を受けて、この組合の組合員となることができる。

2. 　届出の義務
	� 組合員は、組合員たる資格を喪失したとき、又はその氏名若しくは住所を変更したときは、速

やかにその旨をこの組合に届け出なければならない。

3. 　自由脱退
（1)�　組合員は、事業年度の末日の90日前までにこの組合に予告し、当該事業年度の終わりにお

いて脱退することができる。
（2)�　この組合は、組合員が住所の変更届を2年間行わなかったときは、脱退の予告があったも

のとみなし、理事会において脱退処理を行い、当該事業年度の終わりにおいて当該組合員は
脱退するものとする。

（3)�　前項の規定により脱退の予告があったものとみなそうとするときは、この組合は事前に当
該組合員に対する年一回以上の所在確認を定期的に行うとともに、公告等による住所の変更届
出の催告をしなければならない。

（4)�　第2項の規定により理事会が脱退処理を行ったときは、その結果について総代会に報告す
るものとする。

4. 　法定脱退
	 組合員は、次の事由によって脱退する。
	 （1）組合員たる資格の喪失　（2）死亡　（3）除名

5. 　除名
（1)�　この組合は、組合員が次の各号のいずれかに該当するときは、総代会の議決によって、除

名することができる。
	 ①　3年間この組合の事業を利用しないとき
	 ②　�この組合の事業を妨げ、又は信用を失わせる行為をしたとき

（2)�　前項の場合において、この組合は、総代会に会日の5日前までに、除名しようとする組合員
にその旨を通知し、かつ、総代会において弁明する機会を与えなければならない。

（3)�　この組合は、除名の議決があったときは、除名された組合員に除名の理由を明らかにして、
その旨を通知するものとする。

6. 　出資1口の金額およびその払込み方法
	� 出資1口の金額は100円とし、全額一時払込みとする。

7. 　出資口数の増加
	� 組合員は、この組合の定める方法により、その出資口数を増加することができる。

8. 　出資口数の減少
（1)�　組合員は、やむを得ない事由があるときは、事業年度の末日の90日前までに減少しようと

する出資口数をこの組合に予告し、当該事業年度の終わりにおいて出資口数を減少することが
できる。

（2)�　組合員は、その出資口数が組合員の総出資口数の4分の1を超えたときは、4分の1以下に
達するまで、その出資口数を減少しなければならない。

（3)�　出資口数を減少した組合員は、減少した出資口数に応ずる払込済出資額の払戻しをこの組合
に請求することができる。
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5. 情報の利用・提供
(1)　�個人情報について
	� 　当会では、組合員・お客さまの個人情報を業務上必要がある場合にのみ利用し、以下の場合

を除いて、組合員・お客さまの個人情報を外部に提供することはありません。
	 ①　組合員・お客さまが同意されている場合
	 ②　法令により必要と判断される場合
	 ③　組合員・お客さままたは公共の利益のために必要と考えられる場合
	 ④�　業務提携先等との間で、当会が保有する共済契約等に関する所定の情報(以下、「個人デー

タ」といいます。)を共同して利用させていただく場合で、以下のことをあらかじめご本人
に通知し、またはご本人が容易に知り得る状態に置いているときには、個人情報保護法にも
とづき第三者への提供には該当しないものとします。

	� 　ア．共同利用する旨
	� 　イ．共同で利用される個人データの項目
	� 　ウ．共同して利用する者の範囲
	� 　エ．利用する者の利用目的
	� 　オ．当該個人データの管理について責任を有する者の氏名または名称
(2)�　�特定個人情報について
	� 　当会では、組合員・お客さまの特定個人情報は取得目的および番号法の定める範囲内での

み利用し、番号法に定める以下の場合を除いて、利用目的を超えて利用することはありません。
	 ①　激甚災害時に組合員・お客さまに共済金等のお支払いをする場合
	 ②�　人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合であって、組合員・お客さま

の同意がある場合、または組合員・お客さまの同意を得ることが困難である場合

6. 共同利用
　当会では、共済契約の維持および共済金のお支払いの適正化などを目的に、それぞれ行政庁お
よび共済事業団体・生損保各社等との間で、保有個人データを共同して利用させていただきます。
　なお、特定個人情報については、共同利用することはありません。
(1)�　当会は、自動車損害賠償責任共済・保険(以下、「自賠責共済・保険」といいます。)制度にお

ける原動機付自転車の無共済・無保険車対策として、国土交通省との間で保有個人データを共
同して利用させていただいています。

(2)�　当会は、自動車損害賠償保障法（以下、「自賠法」といいます。）にもとづく自賠責共済事業の
適正な運営のため、また共済金のお支払いに際して関連する自動車総合補償共済（以下、「自動
車共済」といいます。）制度の健全な運営を確保するために、損害保険料率算出機構および(一
社)日本損害保険協会をつうじて、共済事業団体および損害保険会社との間で、保有個人デー
タを共同して利用させていただいています。

(3)�　当会は、生命共済制度の健全な運営を確保するため、またお支払いの判断または共済契約
の解除もしくは無効等の判断の参考とするために、支払査定時照会制度に加盟する各共済事業
団体および生命保険会社との間で、保有個人データを共同して利用させていただいています。

7. 開示・訂正・利用停止等
　当会は、組合員・お客さまからご自身の個人情報、または特定個人情報について開示のご依頼があっ
た場合は、ご本人であることを確認させていただいたうえで、特別な理由のない限り開示いたします。
　また、お預かりした情報が不正確である場合には、正確なものに訂正させていただきます。
　なお、利用目的を超えた情報の利用または不正な手段による情報の取得を理由として取扱いの
停止を希望される場合のほか、組合員・お客さまの個人情報については、ダイレクトメール・電話・
Ｅメールによるご案内などへの利用を希望されない場合にも、特別な理由のない限り取扱いを停
止させていただきます。

　個人情報および特定個人情報の開示・訂正・利用停止等のお問い合わせ先
　最寄りのこくみん共済 coop またはお客様サービスセンターまでお申し出ください

■�お客様サービスセンター　0120-00-6031（フリーダイヤル）
　受付時間　平日9：00〜19：00　土曜9：00〜17：00（日曜・祝日・年末年始は除く）
■�責任者名称　こくみん共済 coop（全国労働者共済生活協同組合連合会）

ご加入者の個人情報の共同利用について
　当会では保有するお客さまの個人データについて、以下のように他の団体等との間で共同利用
させていただくことがありますが、これらの場合にあっても当会としてお客さまの個人データ
の安全管理等の措置について、責任をもって対処してまいります。
1.�　都道府県生協等との共済契約等の事務手続きを円滑にすすめるための共同利用について
　�　当会では、お客さまが所属されている都道府県生協等との間で、お客さまの当会への共済契

約の締結に係わる判断、契約の維持管理などにともなう事務を円滑にすすめるため、次のよう
に都道府県生協等の保有する個人データを、共同して利用させていただいています。

【共同利用事項】
　当会と都道府県生協等が共同利用する保有個人データは、次の項目になります。
(1)　都道府県生協等の保有する組合員名簿
(2)　都道府県生協等の保有する組合員の出資金台帳
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所　　　在　　　地 電 話 番 号
北 海 道

青 森 県

岩 手 県

宮 城 県

秋 田 県

山 形 県

福 島 県

新 潟 県

茨 城 県

栃 木 県

群 馬 県

埼 玉 県

千 葉 県

東 京 都

神 奈 川 県

長 野 県

山 梨 県

静 岡 県

富 山 県

石 川 県

福 井 県

愛 知 県

岐 阜 県

三 重 県

滋 賀 県

奈 良 県

京 都 府

大 阪 府

和 歌 山 県

兵 庫 県

島 根 県

鳥 取 県

岡 山 県

広 島 県

山 口 県

徳 島 県

香 川 県

愛 媛 県

高 知 県

福 岡 県

佐 賀 県

長 崎 県

熊 本 県

大 分 県

宮 崎 県

鹿 児 島 県

沖 縄 県

森林労連共済本部
（全国森林関連産業労働者共済生活協同組合）

た ば こ共 済 本 部
（全日本たばこ産業労働者共済生活協同組合）

全 水 道 共 済 本 部
（全日本水道労働者共済生活協同組合）

〒003-0803

〒030-0802

〒020-0026

〒980-0014

〒010-0817

〒990-0827

〒960-8540

〒950-0965

〒310-0804

〒321-0963

〒371-0854

〒338-8504

〒260-0045

〒160-0023

〒222-0033

〒380-8710

〒400-0031

〒420-0839

〒930-8563

〒920-8544

〒910-0859

〒456-8530

〒500-8262

〒514-0004

〒520-0801

029-227-6642

028-635-6031

027-255-6311

048-822-0631

043-287-8165

03-3360-6500

045-473-5588

026-235-6139

055-237-6861

054-254-1180

017-723-6031

019-622-0631

022-265-6071

018-824-6031

023-646-4666

024-521-3390

025-282-2000

0852-27-0631

0857-22-8234

086-254-2155

　 0120-39-6031

083-927-5000

088-676-3593

087-822-1156

089-923-6031

088-823-6031

092-739-6100

0952-41-1331

095-864-6031

096-372-0631

097-548-6031

0985-24-6262

　 0120-070-477

098-951-2002

〒630-8325

〒604-8854

〒540-0012

〒640-8331

〒650-0027

〒690-0006

〒680-0846

〒700-8569

〒732-8505

〒753-0222

〒770-0942

〒760-0011

〒790-8513

〒780-0870

〒810-8611

〒840-0054

〒852-8016

〒860-0811

〒870-0035

〒880-0806

〒892-0835

〒900-0014

〒112-8627

〒108-0014

〒113-0033

札幌市白石区菊水3条4-1-3

青森市本町3-4-17

盛岡市開運橋通1-1
アクア盛岡ビル7Ｆ
仙台市青葉区本町1-10-29

秋田市泉菅野1-1-12

山形市城南町1-18-22

福島市荒町1-21 協働会館内

新潟市中央区新光町6-6

水戸市白梅1-1-10

宇都宮市南大通り2-5-4

前橋市大渡町2-3-3

さいたま市中央区下落合1050-1

千葉市中央区弁天1-17-1

新宿区西新宿7-20-8

横浜市港北区新横浜2-4-9

長野市立町978-2

甲府市丸の内3-29-11

静岡市葵区鷹匠2-13-4

富山市奥田新町7-41

金沢市西念1-12-22

福井市日之出1-10-1

名古屋市熱田区金山町1-12-7

岐阜市茜部本郷2-7

津市栄町4-259-1

大津市におの浜4-5-1

奈良市西木辻町200-47

京都市中京区壬生仙念町30-2
ラボール京都7F
大阪市中央区谷町2-3-4
サンシャイン大手前ビル
和歌山市美園町5-10-3

神戸市中央区中町通4-1-1

松江市伊勢宮町543-3

鳥取市扇町14

岡山市北区駅元町6-26

広島市東区曙4-1-28

山口市大内矢田南7-1-1

徳島市昭和町3-35-1
労働福祉会館1F
高松市浜ノ町72-5

松山市辻町1-1

高知市本町4-1-32
こうち勤労センター内
福岡市中央区舞鶴1-1-7
モルティ天神ビル
佐賀市水ヶ江2-2-19

長崎市宝栄町3-15

熊本市中央区本荘5-10-30

大分市中央町4-2-5
ソレイユ内
宮崎市広島1-11-17

鹿児島市城南町7-28

那覇市松尾1-18-22

文京区大塚３-28-7

港区芝5-26-30

文京区本郷1-4-1全水道会館6F

所　　　在　　　地 電 話 番 号

連絡先一覧

0120-60-6031

0120-816-993

0120-310-856

0120-6031-24

0120-6031-24

03-3818-6031

※IP電話等、上記フリーダイヤルをご利用いただけない場合は、右記までご連絡をお願いします。 03-6831-8530（有料）
0120-131-459※ 24時間365日対応

0120-580-699

＊住宅損害による事故の連絡先

＊けがによる共済金ご請求に関する連絡先

住宅損害受付センター

共済金センター 受付時間 平日9：00～19：00
土曜9：00～17：00

（日曜・祝日・年末年始はお休み）●97 ●98
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　「こくみん共済 coop（当会）」は、将来の支払いに備えて、厚生労働省令に定められてい
る共済契約準備金をこえる充分な積み立てを行っています。また、資産運用のリスクを適
切に管理し、健全な資産運用を行っています。
　当会は、これからも引き続き健全な経営に努めていくとともに、情報開示を積極的に行っ
ていきます。また、個人情報保護法をはじめ関連する法令等を遵守し、お預かりしたお客
さまに関する情報について厳重な管理体制のもとに正確性・機密性・安全性の確保に努め
ています。

（※詳しくは各都道府県の当会にお問い合わせください。）

苦情のお申し出先と裁定・仲裁の申し立てについて

1.　苦情のお申し出先について
　� 「こくみん共済 coop（当会）」では、組合員の皆さまが安心して各種共済をご利用いただき、

よりご満足いただけるサービスをご提供するため、苦情の受付窓口を開設しております。
　�苦情は、受付専用窓口の「こくみん共済 coop お客様相談室」へご相談ください。なお、

当会ホームページでも受け付けております。

　◆こくみん共済 coop お客様相談室
　　�・専用フリーダイヤル	 0120-603-180
　　�・受付時間	 9:00〜17:00（土・日・祝日・年末年始除く）
　　�・ホームページ	 https://www.zenrosai.coop

2.　裁定または仲裁の申し立てについて
　�苦情などのお申し出につきまして、当会で解決に至らなかった場合、第三者機関として下記

の「一般社団法人　日本共済協会　共済相談所」をご利用いただくことができます。
　共済相談所では、裁定または仲裁により解決支援業務を行っています。
　�なお、共済相談所は「裁判外紛争解決手続きの利用の促進に関する法律」（ADR促進法）にも

とづく法務大臣の認証を取得しています。

　�■一般社団法人　日本共済協会　共済相談所
　　・電　　話　03-5368-5757
　　・受付時間　�9:00〜17:00（土・日・祝日・年末年始除く）
　※�ただし、自動車事故の賠償にかかわるものはお取り扱いしておりません。

万一、落丁、乱丁があった場合はお取り替えします。最寄りの当会までご連絡ください。
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